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1

第 1章

緒言

1.1 研究背景

内閣府によれば、日本のサービス産業（第３次産業）のＧＤＰ、雇用のシェアは７割程度を占める重要な産
業である（文献 [1]）。さらに狭義のサービス業（教育、研究、医療保健衛生、広告業、業務用物品、賃貸業、自
動車・機械修理、娯楽業、飲食店、旅館、洗濯・理容・美容・浴場業その他）はＧＤＰで２割、就業者数で３
割程度のシェアを持つ。その中で、狭義のサービス産業に含まれるフードサービス産業の市場規模は 令和元年
（平成 31 年 1 月～令和元年 12 月）において 26 兆円を超えると推計されており、日本の経済社会に大きな影
響を与える産業である。しかしながら、日本フードサービス学会によれば、

フードサービス産業をトータルの研究対象とする学術研究は未だ十分に行われておりません。従来の
視点から見れば学際的な学術研究が、ひとつの学問領域として確立されていないことは、現在のフード
サービス産業の社会的役割から見て、極めて残念なことと言わざるを得ません。

という状態であり、未だ研究の余地がある分野でもある。フードサービス産業の分野題材は身近にあふれてい
るが、学術研究が十分ではない理由として、サービスという商品が動的かつ様々な外的要因の影響を受けるた
めに、評価方法を確立することや、評価結果をフィードバックして表現することが難しいことが考えられる。
フードサービス産業をターゲットにした評価手法や設計手法など、様々なフレームワークを整えることが求め
られている。[2][3][4]

フードサービス産業は労働力の大半をパートやアルバイトに依存しているが、従業員の定着率がほかの産業
と比較して低い特徴を持つ。[5][6] そもそもパートやアルバイトといった雇用形態が比較的離職しやすいこと
もあるが、１か月と経たないうちに退職するケースなどもあり、対策は必須といえる。従業員定着率に大きな
課題を抱えているにもかかわらず、フードサービスの分野で離職を取り扱う研究は少ない。離職が従業員の不
満を募らせたことによる結果だとすれば、提供されるサービスの品質にも影響する可能性がある。

フードサービス産業は食事や接客という体験を顧客に提供し、その対価を得るビジネスである。[7] このた



2 第 1章 緒言

めフードサービスでは単に料理を提供するのではなく、接客も顧客価値を上下する要素として重要視されてき
た。しかしながら、レストランにおいて接客の時間はごく短時間なので、接客以外の時間で顧客に与える影響
も考慮しなくてはならない。Parasuraman（文献 [8]）らによって開発された SERVQUALはサービスの価値
を決定する次元として、有形性（物理的な施設、設備、そして人々の外見）を取り上げている。浅井、長島ら
によって開発された Customer Value Management System（文献 [9]、[10]）では、食事中の顧客の発言を解
析し、名詞数を計測した結果、「接客」に関するものは 29個、「料理」に関するものは 48個、「店舗」に関する
ものは 48個発見された。店舗に対する発言は全体の 4割弱であり、顧客が店舗内に存在するモノに注目して
いると分かる。このようにモノが顧客に与える影響が存在し、サービス業では 100− 1 = 0と言われているこ
とからも、その影響を無視することはできない。よってサービスの設計者は、ヒトによるサービス提供だけで
なく、顧客に対するモノの影響を予測してサービスを設計する必要がある。サービスの設計手法として紹介さ
れている Service Blue Printing（文献 [11]）や、Process Chain Network（文献 [12]、[13]）は、プロセスを
通じたサービスの参加者どうしの相互作用を主に設計するツールである。

しかしながら、モノがサービスを提供するという観点でサービスを設計することはないため、モノの概念を
組み込んだサービス設計手法を開発することで、モノとヒトの関係構造も明らかにする必要がある。モノが
サービス抵抗において重要な意味を持つ理由の１つとして、サービス提供中に顧客や従業員を取り巻くモノの
状態が刻々と変化していくことが挙げられる。状態の変化が従業員の業務に関わる類のものだった場合、従業
員はその変化に対応するため、業務を変えざるを得なくなる。店舗空間を取りまく装飾や道具は顧客に見せる
ことや使わせることを前提として用意されているが、それらの状態が劣化などで損なわれた場合、本来想定さ
れる顧客の行動や受け取るイメージも変化してしまう。こうした問題に対処するために、提供予定のサービス
をモノの状態変化の側面でも把握し、何度もオペレーションを繰り返すことを前提にサービスを設計し、評価
し、現場にフィードバックしていく必要がある。

1.2 既往研究

1.2.1 SERVQUAL

サービス品質を可視化する研究に関して、Parasuramanらによって開発された SERVQUAL（文献 [8]）は、
サービス・小売業におけるサービス品質の顧客による知覚を評価するツールであり、種々のサービス業で利用
されている。Parasuramanらは研究の第 1段階として、サービスの品質に関する 97 個の質問項目を複数業種
の企業が持つ異なる品質知覚を持った顧客の反応から調査し、分野を超えて十分に識別可能な項目のみを評価
項目として保持することで、手法の検討を行った。そして質問項目がどのような次元に分類されるかを調査し、
構成要素の信頼性を検証した。調査において、97個のサービス品質の値は、サービスの期待と知覚のギャップ
値という形式で計算された。ギャップ値 Q（質問項目に沿って受領された品質を表す）は以下の式で定義され
る。この時 Pと Eは各々、対応する知覚と期待の値である。

Q = P − E (1.1)
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研究の第 2 段階として、実際の検証も行われている。抽出された質問項目の次元と信頼性の再評価が、4 つ
の無関係な企業から得た生データをサンプルとして分析することで実施された。この 2 つの段階を経て、
Parasuramanらは最終的にサービスの品質を構成する 5つの次元を抽出した。サービス品質を構成する 5つ
の次元は、以下のような項目である。

有形性（Tangibles）
Physical facilities, equipment, and appearance of personnel（物理的な施設、設備、そして人々の外見）

信頼性（Reliability）
Ability to perform the promised service dependably and accurately（約束したサービスを、頼りが
いを持たせながら確実に発揮する能力）

反応性（Responsiveness）
Willingness to help customers and provide prompt service（顧客を率先して助け、迅速なサービスを
提供すること）

確実性（Assurance）
Knowledge and courtesy of employees and their ability to inspire trust and confidence（従業員の知
識や礼儀、そして信用と信頼を彷彿とさせる能力を彼らが有していること）

共感性（Empathy）
Caring, individualized attention the firm provides its customers（企業が顧客に提供する気配りや、
注意が個々の顧客に向けられていること）

サービスを改善するためには、コントロールするべき項目を何らかの手法で可視化することで、顧客価値へ
の影響要因を特定する必要がある。可視化されたサービス品質と対応する要因を改善することができれば、よ
り良いサービスを提供することができる。その中で Parasuramanらはサービス品質を決定する次元の 1つと
して、有形性を取り上げている。サービス品質の有形性を評価するための項目は、以下の 4つである。

• They should have up-to-date equipment.

（彼ら（企業）は最新の設備を取り揃えているべきである。）
• Their physical facilities should be visually appealing.

（彼らの物的な施設は魅力的な外見をしているべきである）
• Their employees should be well dressed and appear neat.

（彼らの従業員は身なりが良く、服装などの身だしなみを整えているべきである）
• The appearance of the physical facilities of these firms should be in keeping with the type of services

provided.

（これらの企業が提供する物的施設の外見は、提供されるサービスの種類と関係しているべきである）

このことから有形性には、設備や施設については性能（最新であること）、外見上の魅力、分かりやすさと、
従業員については服装や身だしなみなど、顧客の周囲に存在するモノが含まれると分かる。SERVQUALは、
サービス品質に対する顧客の事前の期待値と、顧客が実際に体験したサービスの知覚値の差分を求めることで
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サービスを総体として評価している。

このため、SERVQUALが定義するサービス品質は顧客視点で見た時の評価であることを留意しておく必要
がある。Parasuraman らは、5 つのカテゴリに分かれた質問ツールを用いることで、そのカテゴリにおける
サービスの品質を数値化している。しかしながら、質問ツールによる調査タイミングは入店前及び退店後であ
るため、店舗内部のサービスプロセスには着目していない。このため、実際どのような出来事がサービス品質
に影響を与えたかが不明瞭である。これでは、サービス品質を実際のサービス環境と対応させ、改善箇所を特
定することは難しい。[14] 具体的なサービスの改善に利用するには、分析者が店舗環境を理解し、サービス品
質と具体的な行動との因果関係を想起することが不可欠である。

1.2.2 Customer Value Management Systemのレビュー

浅井、長島ら（文献 [15]、[9]）は、サービスオペレーションの付加価値を定量的に把握し、かつ具体的な改
善に活かすため、フードサービスの分野をプロジェクトマネジメントの概念を用いて捉え、Customer Value

Management System（CVMS）を開発した。CVMSでは、店舗における顧客（被験者）の一連の動きとそれ
に関わるサービス提供側の動きをビデオ・音声データから計測することで、サービス価値を生じたり減じたり
する事象や、価値減少につながりやすいタイミングを明らかとすることが出来る。CVMS による計測には、
プロジェクトマネジメントで用いられている Earned Value Management Systemが応用されている。従来の
Earned Value Management Systemは、サービス提供者の側のプロジェクトパフォーマンスのみを評価して
いた。

しかしながら、サービス産業では顧客にとっての付加価値は、提供者と各顧客が共同作業を通じてプロジェ
クトを完遂するまで創出されない。それはサービス産業の Earned Valueが特に提供者と顧客の共同作業を含
んでいることを意味している。サービスマネジメントに適用した場合の EVMSの特徴として、以下の Earned

Valueが提案される。

• SCWS(Service Cost Work Scheduled)：
スケジュールに基づいて累積されるサービス提供側の見積もりコスト

• SCWP(Service Cost Work Performed)：
実際の業務に基づいて累積されるサービス提供側の実際コスト

• SVWS(Service Value Work Scheduled)：
見積もりコストに見積もり収益を足したもの（＝見込売上高）

• SVWP(Service Value Work Performed)：
実際コストに実際収益を足したもの（＝売上高）

• CVWP(Customer Value Work Performed)：
実際の業務に基づいて累積されるサービス受領側の付加価値

サービス提供側のコストは SCWS、SCWPともに以下の式で定義される。ただし SCWSの変数は見積もりコ
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ストから、SCWPの変数は実際にかかったコストから計算する。

SCWSorSCWP = FoodCost+
LaborCost+ UtilityCost

NumberofCusotmers
(1.2)

サービス提供側の売上高は SVWS、SVWPともに以下の式で定義される。ただし SVWSの変数は見積も
り収益を、SVWPの変数は実際にあげた収益から計算する。

SVWSorSVWP = (SCWSorSCWP ) +GrossProfit (1.3)

顧客満足ないしは不満足は、顧客によって受け取られた付加価値（CVWP）が、実際の付加価値（SVWP）
を超えるないしは越えない時に発生する。それ故に、CVWP は、顧客の感覚的な表現と実際の付加価値
（SVWP）によって推定される。顧客の感覚的な表現は、レストランでのサービスに対する顧客の発言をもと
に、リアルタイムで収集される。発言の文章化と AHP (Analytic Hierarchy Process)に基づき、各発言が数
値に変換される。以上の定義から、CVMSは図 1.1のようにコストや付加価値の時系列に沿った可視化を可能
にしている。

図 1.1 CVMS図のサンプル

長島ら（文献 [10]、[16]）はさらに、CVMSの精度と客観性を高めるために、Real Time Evaluation System

（RTES）を開発した。CVWPを被験者の個人的感覚としてでは無く、（１）評価を客観化し、（２）評価精度
を高めるためには、被験者（顧客）を変えて複数のデータを取得する必要がある。しかしながら、実際に営業
している店舗では、サービス提供側の動きは店舗状況によって多種多様に変化し同一のサービスを提供するこ
とは出来ず、可能であってもデータの取得と分析に膨大な時間とコストが掛かることから、このまま CVMS
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を実用に供することは困難であった。このため RTESでは、コストや時間を節約しつつ、データ採取に協力す
る複数の被験者を毎回同じような状況に置いて実験を行うシステムが開発された。

具体的には、CVMSで評価に用いた記録を複数の被験者に提示することで、レストランサービスを疑似体験
させ、CVWPの算出要素である顧客の発言に対し、Yes/Noの意思表示をリアルタイムで行うことで、被験者
のうち何 %が発言に同意したかを算出している。図 1.2は、従来の CVMSに同意率を同時に表現したもので
ある。

　
図 1.2 同意率を含む CVMS図のサンプル

また、CVWPによる価値変化タイミングの可視化をより詳細にするため、CVWPは接客に関する CVWPs

と料理に関する CVWPcfに分解して算出された。これに伴い、CVWPを算出するための式は以下のように
再定義されている。

CVWPs = Σj
i=kWk ∗ Ss

n
(1.4)

または
CVWPcf = Σj

i ＝ k
Wk ∗ Sc+ Sf

n
(1.5)
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i ～ j: 発言番号 (1～39)

CVWPs: サービスに関する CVWP

CVWPcf: 調理や材料に関する CVWP

Wk: AHPで求めた各発言の重み
Ss: 発言に関わる接客コストの任意の部分和
Sc: 発言に関わる調理コストの和
Sf: 発言に関わる材料コストの和
n: 発言数

図 1.3は、CVWPを接客と料理に分解し、各タイミングでの発言のウェイトを可視化したものである。こ
の棒グラフは顧客の発言を AHPに基づいて重みづけしたものであり、付加価値額は考慮されていない。AHP

の評価基準には SERVQUALの５つの評価項目（Tangibles：有形性、Reliability：信頼性、Responsiveness：
反応性、Assurance：確実性、Empathy：共感性）が用いられている。棒グラフが負の方向を向いている場合、
顧客が受け取った付加価値に対しその瞬間においてマイナスの評価を行ったことを意味する。

この図の中で、髪の毛がテーブル上に落ちていたことにより衛生面に対し、不快感を示してしていた様子に、
6割以上が同意を示していた。おすすめメニュー”内に表示されている料理数が少なく、動画内の被験者が不満
を感じる箇所に 9割以上の同意がなされていた。和食店舗であったこともあり、メニュー表内の料理が洋風で
ある点に疑問を抱く箇所にも 9割近くが同意をしている様子が見受けられた。臭いな。タバコを吸っているの
かなという発言に対しては同意率が 6割弱と、相対的に低くなっていた。

図 1.3 CVWPsと CVWPcfのサンプル

浅井らの研究は、サービス品質は提供側と受領側では異なるため、その違いが生じる瞬間を時間軸上で可視
化し、具体的な改善に繋げていく必要性を述べていた。そのために、提供側と受領側で別々にサービス品質を
算出し、さらに提供側に関しては計画段階と実施段階に分けてコストと付加価値によってサービス品質を可視
化した。この結果から言えることは、図 1.4に示すように、サービス提供側が計画していた価値（SVWS）と、
実際に提供した価値（SVWP）にギャップが生じることである。
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このギャップは、SVWS = SVWP + e1 の e1 として説明される。提供側のサービス計画から生じるギャッ
プ e1 は、計画した通りのサービス提供が実際に可能とは限らないことを示唆している。サービスの計画と実際
に提供したサービスの品質比較を行うことは、サービスを標準的な状態に近づけていくうえで不可欠である。
また、顧客から見たサービス品質の評価を行うことも、標準状態そのものを改善していくうえで不可欠であり、
ここにもギャップが存在する。このギャップは、SVWS = CVWP + e2 の e2 として説明される。受領され
たサービス側に生じるギャップ e2 は、提供した通りのサービス価値を顧客が受け取っているとは限らないこ
とを示唆している。提供側で計画から実施にかけてこれらのギャップ構造があるとすれば、受領側にも同様の
構造が存在することは推測できる。すなわち、図 1.4に点線の矢印で示すように、受領側の計画段階と実施段
階においても、2つのギャップ e1, e2 が存在する。e2 は SERVQUALの考え方を借りれば、顧客視点での期
待と知覚のギャップに相当する。本研究においてマネジメントを行うのはサービス提供側であるため、サービ
ス受領側で生じるギャップについては研究対象からは除く。また、このようなギャップ構造はサービス受領側
との間だけでなく、サービス提供側が関わる様々なステークホルダーとの間でも発生すると考えられる。この
ため、本研究で扱うのはサービス提供側と受領側の間で完結するギャップに絞るものとする。

e

2

サービスを

計画する

（SVWS)

サービスを

受領する

（CVWP）

サービスを

提供する

（SVWP)

e1

計画段階 実施段階

提供側

受領側

サービスに

期待する

e1

e

2

図 1.4 サービス提供のギャップ構造

浅井、長島らの研究では、CVMSに客観的評価を加えることで、サービスの評価を、飲食店で食事した顧客
の個人的な体験から、複数の擬似体験者の平均値として算出し、より一般化された評価に基づいて改善方策を
検討することが可能となった。長島らの研究で注目されるのは、食事中の顧客がメニューや髪の毛、煙の臭い
など周囲のモノに対しマイナスの感想を述べ、動画を通して疑似的に参加した人々もその意見に賛成していた
ということである。すなわち、サービス提供においてモノが顧客に影響を与えているということになる。さら
に、髪の毛や煙の臭いなどは店舗のサービス資源ではない。煙の臭いに関しては、有形ではあるが不定形であ
り、存在は一時的なものだろう。

これらの要因が顧客価値を低下させていることからも、アーティファクトという概念は店舗資源だけでなく、
サービス参加者によってもたらされるモノという広い意味で定義される必要がある。よってここには光や風な
どの自然物も組み込まれる。このため顧客価値に影響を与えるアーティファクトを特定するためには、さらに
探索的なアプローチも必要と考えられる。
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1.2.3 Service Blue Printingと Process Chain Networkのレビュー

サービスマネジメントにおいて、たった 1 つのことがサービス全体の価値に影響を与える可能性が存在す
る。このことから、サービスのリスク低減に取り組むためには、サービス設計の段階で事前にリスク要因を
抽出し、手を打つ必要がある。[17] Lovelock（文献 [11]）が紹介している Service Blue Printing（SBP）は、
サービスの核となる顧客体験プロセスと顧客体験の準備とサポート、後始末を行う支援プロセス、プロセスど
うしの相互作用を詳細に記述することによって、サービス価値を向上させるツールである。

Lovelockは本ツールを用いた分析で、サービスプロセス設計とマネジメントを行う際にサービスを失敗に至
らしめる要素を事前に特定するため、顧客にとって重要なプロセスに対し成功と失敗の両方の結果を想定する
べきだと述べている。[11]　また通常以上の待ち時間も顧客に悪影響を与えるとし、サービスプロセスの失敗
が待ち時間の発生に繋がるとも述べている。よって Lovelockの SBPで言うところの設計項目はプロセスや待
ち時間であるといえる。プロセスや待ち時間を設計項目としているサービスデザインツールに、Sampsonら
の開発した Process Chain Network（PCN）が存在する。Sampsonら（文献 [12]、[13]）は、ビジネスにおけ
るプロセスやネットワーク、管理面での重要な点を可視化するために、PCNを提案した。そして PCNの概念
の可視化を説明するためのツールとして、PCN Diagramを開発した。PCN Diagramは、顧客や従業員など
の複数主体の構成要素による相互作用的なサービスプロセスを描画する概念ツールである。図 1.5は、イート
インとテイクアウトが可能なピザレストランを題材に描画された PCN Diagramである。PCN Diagramは、
主に四角いボックスで表現される Processと、三角形の屋根で表現される Entitiy、そして Processが配置さ
れている長方形の部屋で表現される Domainで構成されている。Processはサービスの順序を表し、Process

どうしはアローで接続される。Processがアローの上流に位置するほど、先に行われるサービスであることを
示す。例えば図 1.5 において、注文を取るのは顧客を着席させ、顧客がメニューを見た後である。Entity は
サービスの参加者であり、Processの担い手である。図 1.5では簡易的にレストランと顧客がサービスの参加
者となっている。それぞれの Entityは、Processを配置するための Domainを有している。この Domainに
配置された Processが該当する Entityによってコントロールされる。さらに、Domainは Direct Interaction

（Dir.）、Surrogate Interaction（Sur.）、Independent Processing（Ind.）の 3つに分割される。

1. Dir.には、顧客の案内や注文など、Entityが他の Entityと何らかの方法で相互作用する Processが含
まれる。

2. Sur.には、他の Entityの資源や情報を用いて行われる Processが含まれる。例えばピザの上に乗せる
材料は顧客の注文によって決定されるため、ピザの調理はこの場所に含まれる。

3. Ind. には、Entity どうしの直接的なやり取りや互いの資源や情報を用いた間接的なやり取り以外の
Process、すなわち他の Entityに関わらず実行される Processが含まれる。レシピの開発や店舗の掃除
は特定の顧客に依らず行われるため、Ind.に属する。

Entityを示す三角形の屋根はその高さによって、Processコントロールの程度を示している。屋根の高さが
低くなるほど、その下の Domainに位置する Processは Entityによってコントロールし難くなる。例えば図



10 第 1章 緒言

1.5レストランの側から顧客の注文内容を決定することは難しく、顧客が持ち帰ったピザをどう扱うかなどを
コントロールすることも難しい。

図 1.5 Process Chain Network Diagram

SBPと PCNはどちらも、サービスを設計する材料としてプロセス（及びその中での待ち時間）に着目して
いる。この理由は、サービスでは製品だけでなくプロセスも含めて対価を支払われるためだと考えられる。こ
れらの設計ツールは、プロセスの分類において若干視点は異なるものの、どちらも顧客体験を表現するために
サービスの提供側と受領側でプロセスを区別している点が特徴的である。

PCNの特徴を図 1.4のサービス提供のギャップ構造に当てはめると、図 1.6の左側のようになる。SBPの
フレームワークはサービスプロセスを提供側と受領側に分類するものである。また PCNのフレームワークは
SBPの分類を詳細化し、サービス提供側と受領側が直接関連するプロセスと（Dir.）間接的に関連するプロセ
ス（Sur.）、そして相手に依存しないプロセス（Ind.）に分類するものである。サービスプロセスにおいて提供
側が直接関連しないプロセスや、全く関連しないプロセスが存在することから、サービス提供側のプロセスが
サービスの全貌ではないと分かる。

このため、サービス価値のギャップを考える場合には、提供側が直接関与しないタイミングについても考慮
しなくてはならない。また、こうした分類は、接客や料理などのサービス構成要素が、どちらの人物によって
どの程度コントロールされるものかを決める手がかりとなる。サービス提供の確実性を高めても、コントロー
ル権が受領側にあるサービスプロセスが最終的なサービスの品質を決める場合もあるため、サービスのギャッ
プ要因を特定する上で SBP や PCN のような分類は不可欠である。SBP や PCN は両方ともサービス設計
ツールだが、設計段階だけでなく、既存のサービス分析で力を発揮することも多いだろう。故にこれらのツー
ルは、図 1.6の上側のようにサービスの計画段階だけでなく実施段階へも適用されることとなる。
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図 1.6 SBP・PCN視点のサービス提供・受領構造

1.2.4 既往研究のまとめ

SERVQUALでは、顧客を取り巻くモノを有形性という観点で認識しており、店舗や設備の見た目、従業員
の身だしなみなどを取り上げていた。さらに CVMSでは、顧客が周囲のモノに対して感想を持ち、顧客価値
に影響していることが客観的にも証明された。CVMSの特徴は顧客に影響を与えたモノを具体的に知ること
ができる点にあり、そうしたモノは店舗側の資源に限られないことが示唆された。緒言にて紹介した食事中の
顧客の発言分析は、CVMSの調査で記録された食事の様子を発言の内容に着目して分類して得られたものであ
る。「接客」に関する単語は 29個、「料理」に関する単語は 48個、「店舗」に関する単語は 48個発見されたこ
とから、外食店舗における評価や設計の対象は大まかにヒトが担う部分、モノが担う部分、モノの中でも料理
とそれ以外の環境に分けることができる。

一方これまでの研究は、主に顧客満足評価やサービス提供プロセスなどヒトに着目したサービスの評価や設
計手法の研究がなされてきた。そこで本研究では同じヒトでも従業員側に焦点を当てたアプローチを取る一方
で、サービス提供においてモノが担う役割に着目して設計手法の提案を行う。

さらに Service Blue Printingや Process Chain Networkなどからは、サービスが提供側と受領側を交えた
共創的な商品であることが示唆された。SVWS = CVWP + e2 と便宜的に表したように、提供されるサー
ビスの価値と受領されるサービスの価値との間にはギャップ e2 が存在する。e2 が発生する理由は、提供側と
受領側の価値観の違いだけでなく、双方が経験するサービスプロセスが必ずしも共同作業とは限らないことも
考えられる。よってサービスに対する顧客価値を低減させないためには、従業員独自のプロセスや顧客側独自
のプロセスにも着目する必要がある。既往研究のサービス設計は顧客との連携を軸にしたプロセスが設計項目
として注目されているが、その中でモノがサービス提供にどのようにかかわってくるかは触れられていないた
め、研究の余地があるといえる。
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1.3 課題設定と論文構成

本論文ではまず始めに現状から考えられるフードサービス分野の問題を設定し、各章でその内容を検討して
いく。フードサービス産業はそこで働く人々を財産とし、”人財”と呼びながらも、従業員の定着率は他産業と
比較して低い。厚生労働省の ２０２０ 年の報告によると、外食産業・宿泊業の１年間での離職率は ３３．６
%であった。この割合は従業員の雇用形態を区別しないで集計されたものだが、一般的な外食店舗においては
正社員が１～２名に対し、パート・アルバイトは２０名近くにのぼるなど、パート・アルバイトの比率が圧倒
的に多いことが予想される。

その中でも比較的大きな割合を占める学生アルバイトには、卒業・就職など必然的にアルバイトを辞めるタ
イミングが存在する。だがそれだけでなく、学生の場合経済面の制約が少ないこともあってか、人間関係、モ
チベーションの低下、別のアルバイトをやってみたいなど、様々な理由で１年と経たないうちに辞めていくパ
ターンがよく見られる。１～３か月程度で辞めてしまうケースも珍しい話ではない。従業員定着率が低い状態
で何も対策が取られないと、サービス品質の低下にも繋がりえる。にもかかわらず、フードサービスの分野で
は離職をテーマにした研究の蓄積が少ない。

このことから、学生アルバイトに焦点を当て、その離職理由を解明することは今後外食産業における取組や
研究の起点として有用であると考えられる。そこで第２章では、離職要因の分析を取り扱う。サービスに関す
る多くの研究は顧客満足もしくは従業員満足を主として取り上げるが（文献 [18][19][20]）、本研究はサービス
を提供する側の従業員がどういったことに不満を覚え、離職につながるかという点に焦点を当てる。

離職という事象を問題として捉えたとき、離職自体がもたらす望ましくない影響は採用・教育コストの未回
収、人員不足、業務内容を把握している従業員が減ることによるサービス品質の低下などが考えられる。これ
は比較的短期間の労働を前提としている学生アルバイトでも同じことが言える。これらの影響を回避もしくは
低減するために、対応方針は大きく２つに分けて考えられる。１つ目は離職の原因にアプローチして防止や低
減させること、２つ目は離職が起こったことによる影響を低減することである。

本論文では、どちらの対応を取るべきかについて第３章でその方向性を示すことを問題として設定した。離
職理由の解決を前提に考えるわけではなく、企業と学生アルバイトの仕事をする目的の違いに着目して問題解
決のための考察を行った。なお、第４章との繋がりをわかりやすくするために先に説明すると、第３章は結果
的に２つ目の影響を低減する方針を採用することとなった。第２章で得られた離職理由の示唆から、離職の原
因にアプローチして離職を防止・低減させることが理想ではあったが、逆にそういった解決方法の不確実さを
導くこととなった。

離職の発生自体を容認し、その影響を低減するとして、影響を低減する方法も、どのような影響を抑えたい
のかによって様々である。

• 人員不足に対応するのであれば、離職のペースに大きな差をつけないよう採用を行う必要がある。
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• 採用・教育コストの未回収に対応するのであれば、短期間で回収が可能なようコスト低減を図ることが
考えられる。

• サービス品質の低下に対応するのであれば、教育により資源を投入するか、そもそも教育が必要無い状
況を作り上げるなども候補に挙がる。

ここで本研究は、既往研究の中で顧客が食事中に従業員のサービスだけでなく備品などにも興味を示し、
サービスの評価に加味していたことに着目した。言い換えれば、サービスの品質は従業員によるものだけでな
く、そこに存在するモノからも提供されていた。もし、モノによるサービス提供を意図的に組み込むことがで
きるようになれば、従業員の負担を減らすことにもつながる可能性がある。十分に教育された従業員だけがで
きていることも、もしモノで代替できれば教育の必要がなくなり、新人が増えることによるサービス品質の低
下を抑え、新人とベテランの間のサービス品質のばらつきを小さくすることにもつながる。そこで第４章では、
サービスを提供するモノに着目し、概念や役割の定義を行う。

既往研究はヒトによるサービスプロセスやヒトどうしの関わりに重点を置いていたことから、それらとの差
別化を図る目的もある。サービスを提供する環境を取り巻くモノというのは一般には設備、調度品、備品や資
源など様々な呼ばれ方をしているので、それらを総称し、なおかつサービス提供に関係のないモノと区別する
ために、本論文では「アーティファクト（人工物）」と呼称することにする。

人だけでなく、アーティファクトというサービスを提供するモノの存在を提唱しても、それをどのように
サービスの中に組み込むのか、イメージや議論ができなければ実際のサービス設計などでの導入は難しい。
サービスのシナリオを検討するうえで緻密な設計図は必要ないにしても、要素をイメージし、議論するための
表現方法はあったほうが意思疎通が図りやすい。そこで第５章では、アーティファクトがサービスのシナリオ
とどのように関連を持つのか表現するために、アーティファクトの概念を組み込んだサービスの設計手法を開
発した。この設計手法はサービスの主体を従業員や顧客など複数捉え、さらにアーティファクトがどのように
サービスに関連するのかを表現するものである。既往研究の Process Chain Network（文献 [12]、[13]）を元
に作成されたことから、Extended Process Chain Network（EPCN）と呼ぶこととした。

EPCNを用いてサービスを表現し、議論が可能かどうかを確かめるためには、少なくとも顧客の入店から退
店までのサービス提供プロセスを EPCNを用いて描画することが望ましい。そこで続く第６章では、EPCN

を用いて現実で実際に提供されたサービス事例の描画を行った。これにより判明したことは、本来の目的とは
外れるが、描画に際し非常に手間がかかるため、日々改善を行うような用途には不向きということであった。

第７章では、サービスの設計手法をどのように使用することが効果的であるか、既往研究で取り扱ってきた
サービス評価手法なども絡めて検討する。モノによるサービスを組み込むといいうことは、言い換えれば今あ
るサービスを別の形へ変更することを意味する。このことから、サービスを表現し、評価して改善を行う方法
論についても議論が必要である。

以上が本研究において設定した課題であり、箇条書きにすると以下の５つが各章に対応している。

課題１（２章）： フードサービス産業における学生アルバイトの離職理由究明
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課題２（３章）： 離職という問題を解決するための方針検討
課題３（４章）： サービスを提供するモノであるアーティファクトの概念定義
課題４（５・６章）： アーティファクトを用いたサービス設計手法の開発
課題５（７章）： サービス評価手法の運用方法検討

なお，発表済みの論文と各章の関係は表 1.1の通りである。

表 1.1 発表論文

公表年月日 全文・要約 出版物の種類及び名称
2012月 9月 第 1章

部分掲載
学術論文（全文番査有）
長嶋わかな, 伊藤公佑, 岩本一将, 浅井俊之、越島一郎, 疑似体
験を通したサービス価値評価システムの開発, 日本フードサー
ビス学会年報, 第 17号, pp.54–66

2014月 5月 第 4章
第 5章
部分掲載

学術論文（全文番査有）
伊藤公佑, 越島一郎, 浅井俊之, サービス環境設計手法に関
する研究－計画段階におけるサービス提供側のリスクマネジ
メントについて－, 日本フードサービス学会年報, 第 19 号,

pp.18–31

2015月 6月 第 2章
全文掲載

学術論文（全文番査有）
服部勝人, 河木智規, 楠野恭巳, 中農康太, 伊藤公佑, フード
サービス業界における人財確保と定着率の向上 - 学生アルバ
イト離職構造の解明-, 日本フードサービス学会年報, 第 20号,

pp.24–34

2016月 7月 第 3章
全文掲載

国際学会予稿集（全文審査有）
Kosuke Ito, Ichiro Koshijima, Balanced Scorecard Ap-

proach for Service Management, International Conference

on Engineering and Natural Science 2016, 3(2), pp.309–320

2017年 10月 第 6章
第 7章
部分掲載

国際学会予稿集（Abstract審査有）
Kosuke Ito, Ichiro Koshijima, Toshiyuki Asai, Methodology

of Information Management in Food Service Industry, In-

ternational Conference for Business and Information 2017,

Paper No.47

2018年 3月 第 7章
部分掲載

国際学会予稿集（全文審査有）
加藤智之, 伊藤公佑, 越島一郎, 梅田富雄, ユーザーイノベー
ションのための P2M:-次世代システムのマネジメントのため
の考察-, 国際 P2M学会誌, Vol.12, No.2, pp.119–128
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第 2章

フードサービスにおける管理構造検討
のための予備的調査と問題設定

2.1 はじめに

フードサービス業界において、多くの会社が「安定した労働力の必要性」を認識している。フードサービス
に関わる会社はそこで働く人々こそが財産であり、大切にするべきであるという考えから、従業員を”人財”
と呼ぶほどであるが、従業員の定着率は他産業と比較して低いままである。日本フードサービス学会では労働
力の大半を占めるパートやアルバイトの定着率の低さが課題となっており、定例会などで取り扱って参加会社
が取り組み例を紹介するなど、熱心な議論が行われているが、依然多くの企業が採用に苦戦し、その上獲得し
たパート。アルバイトの離職率が他の多くの業種よりも極めて高い。

実際、厚生労働省の 2020 年の報告によると、宿泊業、飲食サービス業の 1年間での離職率は 33.6%で他業
界と比較してトップであった。[5] この割合は従業員の雇用形態を区別しないで集計されたものだが、フード
サービス産業は、パート・アルバイトの労働者比率が高い特徴があるため、かなりの割合をパート・アルバイ
トが占めていると考えられる。例を挙げると、通常１つの店舗に配属される正社員は１～２名である。場合に
よってはそれ以上になることもあるが、期間が限定的であったり、店舗自体の規模が大きいなど何かしらの事
情がある。これに対し、パート・アルバイトは１店舗あたり２０名近くにのぼり、圧倒的に比率が大きい。さ
らに、パート・アルバイトの構成を考えてみると、パートは主に働く時間が限定される主婦層、アルバイトは
比較的時間の自由が利くフリーター層や学生層が多いと考えられる。なお、パートとアルバイトの違いについ
て厳密な定義は存在しないため、大まかに以上のような労働者を指すものとする。主婦層、フリーター層、学
生層の構成比は業態や地域によってまちまちであるが、学生アルバイトがそれなりの数を占めることは疑いよ
うがない。また、後述するが離職の機会が発生しやすいのもまた学生アルバイトである。しかしながら、日本
国内においてフードサービスの分野で離職を対象とする研究は少ない。[21] このことから、本研究ではフード
サービスの従業員の中でも特に学生アルバイト（厳密には大学生のアルバイト）に範囲を絞り、調査を行う。

学生アルバイトには、卒業・就職など必然的にアルバイトを辞めるタイミングが存在する。卒業・就職は毎
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年発生するが、防止する類のものではないイベントであるため、これについては特定の学年に偏ることなく、
バランス良く学生を雇うしかない。とはいえ特定の学生に絞ってみれば、大学生活の中で最長４年継続勤務が
可能であるため、問題にはなり得ない。ここで問題なのはそういったイベントによって離職するケースではな
く、学生個人の判断によるケースである。それは例えば人間関係の悪化、仕事に対するモチベーションの低下、
別のアルバイトをやってみたいなど、人によって理由は様々であるが、問題なのは辞めるまでの期間で、１年
どころか１～３か月程度で辞めてしまうケースも存在することである。学生の多くは社会人と違い、経済面の
制約が少ないこともあるためか、離職することにそこまで抵抗が無い。このため学生側で条件が整ってしまえ
ば、期間に関係なく離職の意思決定が可能である。

しかしながら、採用した学生アルバイトが早期に離職した場合、経営上、応募・採用・教育費の一部が損失
となってしまう。加えて、未習熟な学生アルバイトが増加すれば、サービス品質の低下にも繋がり得る。従っ
て、企業は、応募・採用・教育の効率化を図り、人財確保の為に学生アルバイトの意思を十分考慮した管理が
必要となっている。本章では、離職を問題として取り扱ううえでまず最初に何故離職が発生するのか、その理
由を究明する。早期離職がどのような要因で発生するかを解明するために、アルバイトの雇用形態かつ学生の
意識を対象にした独自のアンケート調査を実施し、因子分析の結果を踏まえて離職要因の推察を行う。また、
共分散構造分析によって就労期間と離職要因との関係及び要因間の関係を数式化することで、早期に発生しや
すい離職要因を考察する。

2.2 離職理由の予備調査

2.2.1 対象となる離職ケースと調査方法

離職という事象はその全てが悪いわけではない。学生アルバイトが自身の目標達成までを就労期間と定めた
のであればそれは尊重されるべきであるし、住居の変更やケガなどで勤続が困難となる場合もある。このこと
から、離職のケースは離職理由が積極的な場合と消極的な場合に分けられる。また、理由はどうあれ焦点を当
てる効果が薄いケースも存在する。例えば、２～３年勤めた上での離職であれば、少なくとも採用や教育のコ
ストは回収できていると考えられる。一方で、ある程度業務に慣れた学生アルバイトが辞めてしまい今後の教
育係がいなくなってしまうといったようなことも考えられる。企業が離職を取り扱う場合、どこで線引きを行
うか決める必要があり、それによって必要な対応も変わってくる可能性がある。仮に離職を「積極的か消極的
か」および「短期か長期か」で分けるとすれば、以下のように 4通りに分類できる。

• 消極的理由により短期間で離職
• 消極的理由により長期間で離職　
• 積極的理由により短期間で離職
• 積極的理由により長期間で離職

「積極的理由」は意欲を持って働き続けることを意味し、その結果の離職は目標達成や特定の定められた期
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間を完遂した結果としての離職を意味する。反対に、「消極的理由」は意欲が欠けた状態で働き続けることを
意味し、就労が学生アルバイトにとっての価値となっていない。またこの中で企業にとってインパクトが大き
いのは１番目の「消極的理由により短期間で離職」するケースであると考えられる。本章でも主にこの１番目
のケースを想定し、調査を執り行う。例外的に、業務外での事故や急な住居の変更などで就労が困難となって
しまう場合も想定されるため、これは除外対象とする。なお「消極的理由」に注目する理由は、それに対する
施策がコスト低減につながる可能性に加え、離職という事象の原因究明を通じて店舗業務や仕組みの改善点を
発見することに繋がる可能性を持つためである。

離職理由を調査するにあたり、これまで学生アルバイトを対象にした研究は無かったため、離職理由と問う
定性的な調査を学生を対象にして行う必要があった。そこで今回の調査では、複数大学の学生を対象に離職理
由を記述形式で質問することとした。

2.2.2 予備調査アンケート概要

2014年の 1月に学生アルバイトの具体的な離職要因を調査する目的で複数大学の学生 608名に対し飲食店
での就労経験や離職理由を問う記述アンケートを実施した。大学の内訳は、名古屋文理大学の学生約 180名、
学習院女子大学の学生 249名、高崎商科大学の学生約 179名となっている。基本情報として回答者の性別、学
年、飲食アルバイト経験、仕事内容、離職したことがあれば離職までの期間を選択形式で回答してもらい、そ
のほかに以下の質問項目に回答してもらった。

• 働いている、もしくは働いていた期間を教えてください（1日以内・3日以内・3週以内・3ヶ月以内・1

年以内・それ以上）
• 時給を教えてください　
• 辞めた理由を差支えない範囲で教えてください（複数記述可）

離職理由の記述があったのは有効回答の 470名中 101名であった。記述には、「しんどい」「辛い」などの表
現はあっても、具体的に何に対してそう感じたのか書かれていないものも存在した。目的語や主語が存在しな
い文章からは、有効なデータを得にくい。不明瞭な部分を回答者に聞きなおすこともできないため、文書解析
が必要となった。

2.2.3 離職理由の文書解析

アンケートで得られた離職理由を一定のルールで解釈し、分類するために、文書改正を行った。[22][23] 文
書解析ソフト（KH Coder）を用いて離職理由を文書解析し、101件の離職理由から形容詞及び形容動詞を抽
出した。次に、形容詞及び形容動詞と共起する名詞を抽出し、KJ法によって名詞をグルーピングすることで、
頻出するグループを明らかにした。その結果、離職理由は主に６つの項目に分類された。それらは「リーダー
シップ」「人間関係」「働きやすさ」「仕事内容」「教育や成長」「金銭」に関するものであった。なお、基本情報
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として収集した離職時期とこれらのグループの関係を見てみると、以下のような結果となった。

• ３ヶ月以内で離職理由として多いのは１位が働きやすさ（９件）、２位がリーダーシップ（６件）、３位
が仕事内容（４件）である。

• リーダーシップが原因の場合、働き始めて３週～１年で辞めることが多い。　
• 働きやすさが原因の場合、働き始めて 3週以降で辞めることが多い。　
• 仕事内容はどの時期も離職理由に挙がっているが、特に３週から１年以内が多い。

ただし、以上の離職時期と時給には相関が見られないことが判明した。自由記述箇所に対する回答率は１５
%ほどしかなく、比較的早期に離職した経験を持つ学生が全体の４分の１以下であったため、離職時期の関係
を分析する不十分であると判明した。

2.3 調査課題設定

離職の理由は離職者の数だけ存在する。しかし全ての離職理由を異なる要因とみなすことは問題解決を煩雑
にすると思われる。そこで図 2.1のように離職理由をいくつかの要因に分類し、できるだけ重複しないように
推察する必要がある。2.2の予備調査において、離職理由をいくつかの要因に分類することはできたが、これ
らの要因が明確に区別されるかは検証できていない。離職要因を客観的に区別するためには、定量的な検証が
必要となる。そこで、「À 離職の要因を推察することを本章の問題として設定した。

次に、早期の離職を対象とする本研究では、離職理由の影響力の強さよりも、離職理由が出現するタイミン
グに着目する。このため、就労期間と離職要因の関係を明らかにすることが重要な意味を持つと考えられる。
図 2.1の場合、早期に学生アルバイトが離職する理由は要因１である可能性が高い。離職要因が現れる時期に
傾向があるのであれば、早期離職に影響する要因に対応する方が適切である。このため、離職要因と就労期間
を併せて調査することで、両者の関係性を明らかにする必要がある。そこで、「Á 就労期間と離職要因との関
係を検証する」ことを第２の問題として設定した。ただし、早期という言葉の定義は許容コストや企業の評判
など、何がどの程度重視されるかで変化する。例えば６か月で離職した学生アルバイトが居た場合に、それを
早期離職と考える企業もいれば、十分継続したと考える企業もいると考えられる。そこで、早期離職の絶対的
な基準は設けないこととした。
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図 2.1 離職要因の分類と、就労期間との対応イメージ

2.4 調査方法

2.4.1 「離職の要因を推察する」への対応

2.4.1.1 離職要因の内容の仮定

定量アンケートで用いる質問は、予め設定された離職要因に沿って作成した。アンケートの作成では、2.2

の離職理由の予備調査で得られた項目のうち、離職時期と相関の無かった金銭を除く以下の５要因を参考にし
た。なお、ここで紹介する要因はいずれも否定的な意味合いを持つものとした。

• リーダーシップ. . . . . .店長や社員など、学生アルバイトに指導する立場の従業員が離職理由として挙げ
られた記述をまとめた項目である。上司の指導に対するいい加減さ及び仕事での頼りなさとしてこの言
葉の意味を捉える。

• 人間関係. . . . . .同僚や職場の雰囲気など、一緒に働く人物やグループが離職理由として挙げられた記述
をまとめた項目である。この言葉は学生アルバイトと、上司や同僚との関係の悪化として捉える。

• 働きにくさ. . . . . .勤務の時間帯や長さの不都合、通勤の不便さが離職理由として挙げられた記述をまと
めた項目である。

• 仕事内容. . . . . .タバコなど衛生面での不快さや、体質的な問題や体力不足などの身体的負荷が離職理由
として挙げられた記述をまとめた項目である。

• 教育と成長. . . . . .仕事のレベルや仕事に対する意識など、学生アルバイトの成長とそれを支える教育や
仕事内容が離職理由として挙げられた記述をまとめた項目である。この言葉は仕事の単調さ、マニュア
ルの内容、働くことによる自身の成長、自身の能力が活かせているか、教育プログラムは適切か、自分
たちの意見が汲み取られているかなどに対する不満として捉える。
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2.4.1.2 定量アンケートの実施方法と質問項目

アンケート調査は、愛知県、東京都及び群馬県にある４つの大学の協力を得て、質問用紙により２０１４年
４月に実施した。調査対象者は飲食店でのアルバイト経験がある学生に限定し、学生でもフルタイムの就労者、
及びその経験がある人物は対象としていない。質問用紙は協力を頂いた大学講義の担当者によって講義前後の
時間に学生へ配布され、回答用紙はその講義時間のうちに回収された。記入漏れ、単調な回答を除いた有効回
答数は５５７名中３０５名だった。

アンケートでは、調査対象者に自身の属性、離職時期、離職要因に関して質問した。対象者の属性別分布と
離職時期は表 2.1に、離職理由の具体的な質問内容と回答の集計は表 2.2に示した。また、回答のバランスが
直感的に分かるよう、図 2.2～図 2.5に各解答の人数のグラフを作成した。対象者の属性として、学年（１～４
学年）、性別（男、女）、就労状況（現在勤務中、辞めたことがある、経験なし）、仕事（厨房、接客、両方、そ
の他）、業態（ファストフード、ファミレス、居酒屋、ディナーレストラン、喫茶・カフェ、その他）を質問し
た。離職までの期間は学生の就労時間数に対する記憶が曖昧であることを考慮し、「３日以内、３週以内、３ヶ
月以内、１年以内、それ以上」のように日にち以上の単位で表現した。属性の偏りとして注意しなくてはなら
ない点に、学年は２年生が全体のほぼ４分の３を占めること、性別は女性が男性の倍に近いこと、飲食店での
就労経験は現職が離職の倍に近いこと、仕事は厨房の人数が全体の１０分の１に満たないことなどがある。

離職要因は「飲食店を辞めた/辞めたい/働きたくないと思う理由として当てはまるものを教えてください」
という前置きを行った上で質問した。質問事項はリーダーシップ、働きやすさ、仕事内容、人間関係、教育と
成長の仮定から作成された１５の項目に、就職や閉店、解雇、引っ越しなどの場合を加えた１６項目からなる。
各質問の答え方には５段階のリッカート尺度「１. まったくあてはまらない２.あてはまらない３.どちらでも
ない４.あてはまる５.最もよくあてはまる」を採用した。[24]

回答者の属性は大学２年生が最も多く２１９名であり、男女比は概ね１：２となった。学生のうち現在アル
バイトをしているのは１９８名、現在のアルバイト状況にかかわらず、離職したことがある人数は１０７名で
あった。業態は喫茶、カフェが最も多かったが、バランスよく分布しているように見える。仕事内容は接客が
最も多い１４４名であった。また、離職までの期間は３ヵ月という回答が最も多かった。質問内容への回答は、
全体にみられる特徴として、１．まったくあてはまらないを回答した学生が最も多く、４．あてはまるで回答
が増えることはあるが、基本的に離職への当てはまり具合が大きいという回答ほど人数は少なくなっていった。
これは回答者のうち実際に離職を敬遠したのが３分の１程度であることと、離職した学生の中でも離職理由は
様々であること、また極端な回答を避ける傾向にあったことが予想される。

2.4.1.3 定量アンケートによる離職要因の抽出

離職要因ごとに複数の質問を作成すれば、同じ離職要因に基づく質問に対する回答は似たような傾向を示す
と考えられる。これは、質問の内容が共通の離職要因から影響を受けているためである。これを利用して離職
要因を抽出するために、定量アンケート調査で得られた１６の質問への回答に対し、複数の質問項目に影響を



2.4 調査方法 21

表 2.1 調査対象者の属性

属性 選択肢 人数 属性 選択肢 人数 属性 選択肢 人数

学年
1 3

業態

ファストフード 36

仕事
厨房 28

2 219 接客 144

3 65 ファミレス 53 両方 128

4 18 居酒屋 41 その他 5

性別 男 109 ディナー 32

期間

3日 9

女 196 喫茶、カフェ 61
3週間 19

経験 現職 198 3ヶ月 102

離職 107 その他 44 1年 95

未回答 38 1年以上 80

表 2.2 離職内容の具体的な質問内容
（質問の並び順はカテゴリーがランダムになるよう配置）

No. カテゴリー 質問内容（回答人数は右記）　 1 2 3 4 5

b1 その他 就職や閉店、解雇、引っ越しなどで仕方なく 185 30 25 38 27

b2 人間関係 同僚との人間関係が悪くなった 143 56 36 62 8

b3 教育と成長 マニュアル通りの仕事で退屈だった 121 79 55 41 9

b4 働きにくさ 通勤が不便だった 134 47 47 61 16

b5 教育と成長 作業マニュアルの内容に疑問を感じた 118 80 50 48 9

b6 人間関係 店長・マネージャーとの人間関係が悪くなった 119 51 42 63 30

b7 教育と成長 この飲食店で働いても成長できないと感じた 85 52 67 70 31

b8 働きにくさ 勤務時間の都合が悪かった 74 52 38 91 50

b9 教育と成長 自分の能力を活かしきれていないと感じた 88 70 68 65 14

b10 リーダーシップ 上司の指導がいいかげんだった 96 59 57 56 37

b11 仕事内容 体質や体力不足など身体的負荷が生じた 165 48 38 31 23

b12 リーダーシップ 上司が頼りないと感じた 110 47 65 53 30

b13 仕事内容 深夜勤務、長時間労働が苦痛だった 99 61 52 50 43

b14 教育と成長 教育プログラムが適切でなかった（又は無かった） 112 62 53 54 24

b15 仕事内容 タバコなど衛生面で不快に感じた 131 54 47 45 28

b16 教育と成長 従業員の意見を拾い上げる仕組みが無かった 95 53 69 50 38
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表 2.3 アンケート集計結果

No. 質問内容 指導のしく

みへの不満

仕事と成長

への不満

身体的負

担や不便

人間関係

の悪化

共通性

b10 上司の指導がいいかげんだった
0.993

-0.098 -0.020 0.001 0.996

b12 上司が頼りないと感じた
0.786

-0.051 -0.052 0.050 0.626

b14

教育プログラムが適切でなかった

（又は無かった）

0.559
0.184 0.093 -0.065 0.359

b3 マニュアル通りの仕事で退屈だった -0.276
0.840

-0.179 0.232 0.868

b7 この飲食店で働いても成長できないと感じた 0.200
0.693

0.010 -0.173 0.550

b9 自分の能力を活かしきれていないと感じた 0.010
0.633

0.189 -0.104 0.447

b13 深夜勤務、長時間労働が苦痛だった -0.125 0.054
0.647

0.022 0.438

b11 体質や体力不足など身体的負荷が生じた 0.020 -0.250
0.645

0.228 0.531

b8 勤務時間の都合が悪かった 0.026 0.073
0.567

-0.061 0.331

b6

店長・マネージャーとの

人間関係が悪くなった

0.467 -0.079 -0.121
0.530

0.520

b2 同僚との人間関係が悪くなった 0.026 -0.026 0.127
0.693

0.498

b1 就職や閉店、解雇、引っ越しなどで仕方なく -0.118 0.108 0.100 0.180 0.068

b4 通勤が不便だった -0.198 0.066 0.124 0.400 0.219

b5 作業マニュアルの内容に疑問を感じた 0.150 0.393 -0.065 0.323 0.286

b15 タバコなど衛生面で不快に感じた 0.189 0.060 0.161 0.175 0.096

b16

従業員の意見を拾い上げる仕組みが

無かった

0.444 0.232 0.108 0.080 0.269

0.161 0.282 0.336 0.444

0.82 0.74 0.64 0.70

累積因子寄与率

クロンバックのα係数

図 2.2 質問 b1～b4の回答グラフ

図 2.3 質問 b5～b8の回答グラフ
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図 2.4 質問 b9～b12の回答グラフ

図 2.5 質問 b13～b16の回答グラフ

与える共通の要因（因子と呼ばれる:離職要因）を見つけ出すための因子分析を行った。アンケートは 5 つの
離職要因を想定した内容となっているが、要因が分解又は統合される可能性も存在する。このため因子分析で
は、因子数を４～６つと変更しながら解釈可能な因子数に絞り込んだ。因子分析における回転にはプロマック
ス回転を用いた。また、因子分析には統計ソフトの Rで提供されている psychパッケージを用いた。

2.4.2 「就労期間と離職要因との関係」への対応

2.4.2.1 就労期間と離職要因の関係

問題 Á では、離職要因が現れるタイミングに着目し、就労期間と何らかの関係があることを仮定している。
ただし、就労期間と離職要因との関係は原因と結果や影響の送り手と受け手というような直接的な関係ではな
い。しかしながら、就労期間に応じて学生アルバイトが教育を受け、職務を遂行し、人間関係を構築するなど
の出来事を経験し、それらの出来事が離職要因の発生に繋がると考えれば、就労期間によって離職要因の発生
を説明できる可能性がある。そこで、このような就労期間と離職要因との関係を、学生アルバイトの意識とい
う視点から分析した。

就労期間と離職要因との関係は、問題 À の学生アルバイトに対する定量アンケートで得られた結果を分析
することで検証した。学生アルバイトは、アンケートの質問内容が自身の離職理由（もしくは辞めたいと思う
理由）としてどの程度当てはまるかを５段階で評価した。学生アルバイトは同時に、就労期間（３日以内、３
週以内、３ヶ月以内、１年以内、それ以上の５段階）や彼らの属性についての質問にも回答した。この段階で
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はアンケート回答者が現在飲食店で勤務中なのか、離職経験者なのかは分けない。アンケートからは現在働い
ている学生アルバイトからリアルタイムな離職に繋がり得る要因が得られ、また離職経験者からは実際の離職
理由が得られた。

就労期間がより短い場合に離職理由として当てはまる・よく当てはまると回答された項目があれば、その離
職理由は早期離職に影響をもたらす可能性を持つ。これは離職理由の当てはまり具合に対し、就労期間が負の
傾向を持つことを表す（図 2.6）。逆に就労期間が１年以上など早期とは呼びにくい場合、就労期間は正の傾向
を持つといえるだろう。また、就労期間に対し離職要因が無関係に近い形で存在し、両者の対応がほとんど観
察されない場合も考えられる。この場合の離職要因は就労期間に関わりなく影響を与えると解釈できる。注意
すべきこととしては、どのパターンになるにしても、それは離職要因の出現タイミングの傾向を示しているの
であり、離職要因の影響の強さには言及していないということである。

要因3

要因2

要因1

就労期間

正の傾向＝長期ほど

理由に挙がりやすい

負の傾向＝早期ほど

理由に挙がりやすい

時期的な影響ではない

図 2.6 就労期間から離職要因への影響

2.4.2.2 就労期間と離職要因との関係検証手法

就労期間と、離職要因との関係を統計的に検証するために、分析用ソフトの Amos２０ [25]を用いて共分散
構造分析をした。本研究では、離職理由（観測変数）の因子分析で得られた離職要因を潜在変数として扱い、
就労期間（観測変数）との関係を定量的に表す。このためモデルの作成に当たっては、観測変数である就労期
間から、潜在変数である離職要因へのパス（因果関係や影響構造を意味する）を設定した。このモデルにおけ
る就労期間の離職要因に対する影響と、構造の信頼性を評価することで、離職要因が時間的な特徴を持つかど
うかを検証した。

モデルがどのくらい現実のデータを反映しているのか信頼性を測る指標には、GFI（１に近いほど想定した
モデルと現実のデータの整合性が取れていることを示し、０.９以上を目安とする指標）、AGFI（１に近いほ
どよく、０.９以上ならアンケートの回答をよく反映していることを表す。数式上 GFIより小さい値を取るた
め、０.８５以上なら悪くはない当てはまりとしてモデルの解釈を行うこととした。）、RMSEA（０.０５以下
なら現実のデータをよく反映し、０.０８以下なら悪くはない、０.１未満は論理的な整合性を検討したうえで
採択の可否を決定するグレーゾーンで、０.１０以上なら採択するべきではない）を用いた。
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2.5 離職要因の抽出及び分析

2.5.1 因子分析による離職要因の抽出結果

問題 À の離職の要因を推察するために、定量アンケートの回答に因子分析を行った。１６の項目からなる
離職理由に対し因子分析を行ったのが表３である。５つの要因が存在すると仮定して作成されたアンケートで
あったが、因子分析で採択されたのは４つの因子の場合であった。

第一因子は、上司の指導のいいかげんさや上司が頼りないこと、教育プログラムが適切でないことに関する
３つの質問で構成されている。この因子には、リーダーシップの項目として作成された質問に、教育プログラ
ムに関する質問も組み合わさっている。教育や指導の側面が強調され、それらが個人の役割に収まりきらない
ことから、第一因子は「指導のしくみへの不満」と命名した。第二因子は、マニュアル通りの仕事への退屈さ、
成長できないこと、自分の能力を活かしきれないことについての質問から構成されている。想定していた教育
と成長の項目のうち、教育に関する質問が抜け落ち、仕事を通じた能力の発揮や向上に関する質問が残ってい
る。それらの質問を組み合わせ、第二因子は「仕事と成長への不満」と命名した。第三因子は、深夜勤務や長
時間労働の苦痛、体質や体力不足、勤務時間の都合の悪さについての質問から構成されている。身体的な負担
と労働時間の不便さを組み合わせた項目と考えられるが、後述の内的整合性の指標である α係数が低い値を示
していたため、因子としての採択には至らなかった。第四因子は、店長やマネージャーや同僚との人間関係の
悪化についての２つの質問で構成されている。２つの質問はともに人間関係を表すことから、「人間関係の悪
化」と命名した。

α係数は因子の内的整合性（まとまりの良さ）を表す指標である。質問項目が多く、同じ因子を設定した質
問の回答傾向が似ていて、なおかつ様々な回答傾向の回答者が多い場合に１に近い値を示す。今回の因子分析
における第三因子の α 係数は、０. ６４と最も低くなっている。α 係数は明確な基準が設定されていないが、
０. ７以上や０. ８以上が基準と言われるため、第三因子は 3 つの質問のまとまりという点で信頼性を満たさ
ない。各因子の相関係数を算出したところ、人間関係の悪化は他の因子との相関が比較的低いことが判明した
（表４）。また、相関係数は全体的に０.３後半から０.６未満の数値であり、特別高い相関を示しているといえ
るような因子は見受けられなかった。

2.5.2 因子分析による離職要因の抽出結果に関する考察

離職の要因を推察する目的で定量アンケートの因子分析を行った結果、「指導のしくみへの不満」「仕事と成
長への不満」「人間関係の悪化」の 3つの因子（離職要因）を採択するに至った。

第一因子である「指導のしくみへの不満」の命名の理由は、この因子が上司に関する２つの質問だけでなく、
教育プログラムに関する質問にも影響を与えていた点である。この質問の存在によって、単に人物やその人の
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スキルを指すのではなく、学生アルバイトへの教育機能という視点が見つかった。離職要因の所在を個人や個
人の能力に帰結させてしまうことは問題解決の手段を制限してしまうため、指導のしくみという捉え方にした。

第二因子である「仕事と成長への不満」は、もともと教育と成長の視点で作成された質問群の一部に影響を
与えていた。特に教育に関する質問は、予想に反して第二因子の影響を受けていなかった。すなわち、教育と
成長という 2つの要因の隔たりが因子分析によって明らかになった。第二因子が影響する質問を見てみると、
マニュアルどおりの仕事で退屈だったという質問への因子負荷量（質問 b3：０.８４０）がそれ以外の質問の
因子負荷量（質問 b7：０.６９３、b9：０.６３３）よりも大きい。このことから第二因子は、特定の仕事を何
度か繰り返した学生アルバイトの自身の成長が期待できないと言う意識を反映しているのではないだろうか。
仕事に関する教育を受けた後だからこそ、仕事の中で自分が成長できたかどうかを判断できるとも思われる。
また、学生アルバイトが離職理由として想起する際の教育と成長は、異なる要因に基づくと考えられる。

第三因子は因子としての内的整合性を表す α 係数の値が低かったため、離職要因には採択しなかった。し
かしながら、質問項目の重要性が否定されたわけではない。第三因子の影響を測定するための質問が適切でな
かった可能性もあると考えられる。

第四因子は店長・マネージャーとの人間関係と、同僚との人間関係の悪化の２つの質問項目からなっている。
２つの質問には同じ人間関係という言葉が使われているため、第四因子の生成は必然的であり、新たな知見を
得ることは難しい。

表 2.4 質問項目に対する 4つの共通因子と影響の強さ

No. 質問内容 指導のしく

みへの不満

仕事と成長

への不満

身体的負

担や不便

人間関係

の悪化

共通性

b10 上司の指導がいいかげんだった
0.993

-0.098 -0.020 0.001 0.996

b12 上司が頼りないと感じた
0.786

-0.051 -0.052 0.050 0.626

b14

教育プログラムが適切でなかった

（又は無かった）

0.559
0.184 0.093 -0.065 0.359

b3 マニュアル通りの仕事で退屈だった -0.276
0.840

-0.179 0.232 0.868

b7 この飲食店で働いても成長できないと感じた 0.200
0.693

0.010 -0.173 0.550

b9 自分の能力を活かしきれていないと感じた 0.010
0.633

0.189 -0.104 0.447

b13 深夜勤務、長時間労働が苦痛だった -0.125 0.054
0.647

0.022 0.438

b11 体質や体力不足など身体的負荷が生じた 0.020 -0.250
0.645

0.228 0.531

b8 勤務時間の都合が悪かった 0.026 0.073
0.567

-0.061 0.331

b6

店長・マネージャーとの

人間関係が悪くなった

0.467 -0.079 -0.121
0.530

0.520

b2 同僚との人間関係が悪くなった 0.026 -0.026 0.127
0.693

0.498

b1 就職や閉店、解雇、引っ越しなどで仕方なく -0.118 0.108 0.100 0.180 0.068

b4 通勤が不便だった -0.198 0.066 0.124 0.400 0.219

b5 作業マニュアルの内容に疑問を感じた 0.150 0.393 -0.065 0.323 0.286

b15 タバコなど衛生面で不快に感じた 0.189 0.060 0.161 0.175 0.096

b16

従業員の意見を拾い上げる仕組みが

無かった

0.444 0.232 0.108 0.080 0.269

0.161 0.282 0.336 0.444

0.82 0.74 0.64 0.70

累積因子寄与率

クロンバックのα係数
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表 2.5 因子間の相関係数

因子間相関

指導のしくみ

への不満

仕事と成長

への不満

身体的負担

と不便さ

人間関係

の悪化

指導のしくみ

への不満

1.000 0.534 0.595 0.425

仕事と成長

への不満

0.534 1.000 0.515 0.369

身体的負担

と不便さ

0.595 0.515 1.000 0.461

人間関係の

悪化

0.425 0.369 0.461 1.000

2.5.3 共分散構造分析による就労期間と離職要因との関係検証結果

就労期間と離職要因との関係を検証するとともに、離職要因間に影響構造が無いかどうかも同時に分析して
いく。影響構造の確認には共分散構造分析 [26]を採用した。またモデルの構築には離職や組織参加直後の心理
的ギャップを研究した論文を複数参考にした。[27][20][28][29][30][31][32] 就労期間と離職要因との関係を検証
する目的で散構造分析を行った結果、学生アルバイト３０５名を標本にした就労期間と離職要因のモデル（図
2.7）が得られた。矢印はパスと呼ばれ、因果関係や影響の方向を表す。パスの横に表記される数字はパス係
数の標準化推定値を示し、影響や因果の強さを表す。このモデルでは、就労期間から離職要因への影響構造が
存在すると仮定している。一方で離職要因どうしの関連性は探索的にモデルを組み換えることで決定した。モ
デルの組み換えにおいてパスを選択する際は、Amosの基本出力である推定値のパス係数の値がである（因果
関係が無い）確率を参照した（ワルド検定、５ %水準）。最終的なモデルの適合度は、GFI = 0.948、AGFI

=0.902、RMSEA = 0.082となっている。GFIや AGFIの値は良好だが、RMSEAの値が指標の基準からす
るとグレーゾーンの結果となった。

図 2.7のモデルより、就労期間から「人間関係の悪化」と「仕事と成長への不満」に対し正の関係が確認さ
れた。このことは、就労期間の長さが学生アルバイトの離職理由として該当するという意識を強めたことを表
している。一方で就労期間から「指導のしくみへの不満」へパスは有意な値とならなかった（約３１%の確率
でパス係数が０となった）。よって「指導のしくみへの不満」は就労期間によらず増減するものと考えられる。
潜在変数どうしのパスでは、「指導のしくみへの不満」から「人間関係の悪化」及び「仕事と成長への不満」に
対する正の影響が見られた。これは、「指導のしくみへの不満」がその他の離職要因を高める影響を持つこと
を表しているといえる。

2.5.4 就労期間と離職要因との関係

就労期間は、離職要因である「人間関係の悪化」「仕事と成長への不満」に対して正の影響を与えていた。こ
のことは、就労期間が長くなることで学生アルバイトの離職要因に対する意識が強くなったと解釈できる。一
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図 2.7 305名を標本にした就労期間と離職要因の対応モデル

方で、就労期間と「指導のしくみへの不満」は、相関や因果などの関係を持たなかった。このことから、「指導
のしくみへの不満」は就労期間によらない離職要因となっているといえる。「指導のしくみへの不満」は、「人
間関係の悪化」と「仕事と成長への不満」に対し正の影響を与えていた。これは、学生アルバイトが指導のし
くみに対して不満を抱いている場合、その他の離職要因への意識が強くなると解釈することが可能である。

すなわち、学生アルバイトにとって教育が適切でなかったことや、指導する者がいい加減であったという意
識は、その後の自身の成長に対する不満や、人間関係が悪いと言う意識にも繋がり得る。学生アルバイトが就
労にあたって最初に関係を築くのは大抵の場合指導者であることや、「仕事と成長への不満」「人間関係の悪化」
は就労期間が長くなると意識されることを考え合わせると、「指導のしくみへの不満」は時間的な先行性も持
つと考えられる。離職要因間のパス係数、就労期間との対応、教育が就労初期に行われると考えられることか
ら、「指導のしくみへの不満」が他の離職要因に影響を与えるといえる。ただし、モデルの適合度指標のうち、
RMSEAがグレーゾーンの値であるため、信頼性に不安があることも考慮しなくてはならない。この原因が明
らかにならない限り、分析の結果が学生アルバイトの離職要因を説明しているとはいえない。

モデルの適合度指標が低い原因の一つとして、母集団を分類した場合に集団によって就労期間や離職要因間
の関係構造が異なることが挙げられる。就労期間と離職要因との関係を分析する際、モデルでは現在飲食店で
就労中の学生アルバイトと既に飲食店を離職した学生アルバイトの両方をまとめて分析した。二者は実際に離
職したかどうかという点で異なる。また、現在就労中の学生アルバイトはリアルタイムの仕事に対する不満を
答え、離職した学生アルバイトは実際の意思決定材料を答えるという点でともに有用である。ただし、二者の
違いが、モデルそのものの違いとなって現れる可能性が存在する。二者を一緒に分析することは、構造が異な
るモデルを一緒に分析することになり、モデルの適合度が減少する原因にもなり得る。このような状況は現在
就労中・離職に限らず、性別の違いや仕事内容（厨房・接客・両方）の違いからも生まれると考える。
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2.5.5 条件別のモデル分析結果

就労期間と離職要因との関係について条件別のモデル分析を行った。作成したモデルに当てはめるデータを
学生アルバイトの属性で区切り、個別にパス係数とその安定性、モデル全体の適合度を算出したものが表 2.6

である。ワルド検定において、５%の有意水準で非有意とみなされたパスも排除しないで表記している。上か
ら属性の人数、就労期間から離職要因へのパス係（括弧内は５ %水準で有意か否かを○×で表す）、モデル全
体としての適合度指標（各指標の目安に基づいて○×△を付与）を記述している。

属性別のモデルにおいても、就労期間から全ての離職要因に対する因果と、「指導のしくみへの不満」から残
り２つの離職要因に対する因果を仮定した。適合度が最も低い厨房業務を除き、どの条件においても「指導の
しくみへの不満」から残りの２つの潜在変数へのパス係数は有意であった。就労期間から延びるパスは、条件
によって有意か非有意かが分かれた。

女性のみのモデルにおいては、就労期間からの影響が有意だったのは「人間関係の悪化」のみである。この
ことは、就労期間の長い女性の学生アルバイトほど上司や同僚との人間関係の悪化が離職理由によく当てはま
ると回答したことを表している。また、属性を女性に絞った場合に今回取り上げた適合度指標がすべて良好な
値となっている。RMSEAは０.６６と、悪くはない値となった。属性を離職経験者のみに絞った場合、就労
期間から離職要因に対するパス係数が全て不安定になった。このことは、離職経験者の解答には就労期間と離
職要因との関係が見受けられないことを表している。

次に適合度が比較的良好なモデルとしては、仕事内容が接客と厨房の両方の場合が挙げられる。このモデル
では就労期間から「人間関係の悪化」「仕事と成長への不満」への因果が見られた。その他にも適合度指標が
悪くはないモデルとしては仕事内容が接客の場合が挙げられる。このモデルにおいても就労期間と「人間関係
の悪化」に正の関係が見られるが、接客と厨房の両方に対して「仕事と成長への不満」に関するパスが非有意
となっている。属性を分けることで適合度が低下したのは男性の場合と現職者の場合、そして厨房業務の場合
である。特に RMSEAが悪化しており、３つのモデルすべてが０.１を超えており採択するべきではないとい
える。

2.5.6 条件別のモデル考察

分析対象を女性に絞った場合、就労期間が長くなるほど離職理由について人間関係が当てはまるという回答
の傾向が強くなると考えられる。一方で、構造分析のモデルで見られたような、就労期間から「仕事と成長へ
の不満」という関係は見られない。分析対象を離職者に絞って分析されたモデルは就労期間から離職要因に対
するパス係数の確率が全て５ %水準を満たしておらず、離職要因の時期的な特徴は見受けられなかった。た
だし就労期間から「指導のしくみへの不満」へのパス係数がである確率は７.５ %であり、この値はデータ数
によっては改善されることもあるため、今後の研究課題としたい。
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表 2.6 条件別モデルの標準化パス係数と適合度

属性 男性 女性 現職 離職 厨房 接客 両方

人数 109名 196名 198名 107名 28名 144名 128名

就労期間→人間関係 0.05（×） 0.19（○） 0.17（○） 0.06（×） 0.14（×） 0.17（○） 0.19（○）

就労期間→指導のしくみ 0.00（×） -0.09（×） 0.04（×） -0.18（×） -0.14（×） -0.02（×） -0.09（×）

就労期間→仕事と成長 0.18（×） 0.09（×） 0.19（○） 0.11（×） -0.24(×） 0.12（×） 0.20（○）

指導のしくみ→仕事と成長 0.63（○） 0.62（○） 0.62（○） 0.59（○） 0.63（×） 0.61（○） 0.66（○）

指導のしくみ→人間関係 0.60（○） 0.73（○） 0.67（○） 0.71（○） 0.27（×） 0.64（○） 0.69（○）

GFI 0.902（○） 0.953（○） 0.916（○） 0.932（○） 0.752（×） 0.937（○） 0.932（○）

AGFI 0.809（×） 0.907（○） 0.836（×） 0.868（△） 0.515（×） 0.876（△） 0.867（△）

RMSEA 0.113（×） 0.066（○） 0.111（×） 0.078（○） 0.206（×） 0.078（○） 0.081（△）

性別 離職経験 仕事内容

ワルド検定（×：p ＞ 0.05、○：p ≦ 0.05）
×：GFI ＜ 0.9、○：0.9 ≦ GFI
×：AGFI ＜ 0.85、△：0.85 ≦ AGFI ＜ 0.9、○：0.9 ≦ GFI or AGFI
◎：RMSEA ≦ 0.05、○：RMSEA ≦ 0.08、△：RMSEA ＜ 0.1、×：0.10 ≦ RMSEA

分析対象を接客の仕事内容に絞った場合、就労期間から「人間関係の悪化」に対する影響が見受けられたが、
これには接客担当の１４４名中、１１５名が女性であったことが大きく関係していると考えられる。よって接
客担当独自の傾向であるとは言い切れない。厨房と接客の両方の仕事を担当していたものに絞った場合、適合
度は悪くはない当てはまりであった。尚、このモデルの RMSEAは就労期間から「指導のしくみへの不満」を
排除することで０.０７９へと改善された。この条件では就労期間から「仕事と成長への不満」のパス係数が
正の値を示しており、この値が全体での分析時に反映されたものと推察される。この条件に当てはまる学生ア
ルバイトは、１２８名中７５名が３ヶ月以上、３６名が３週間以上勤務しているため、一通りの業務を覚えた
回答者の割合が多い。「仕事と成長への不満」の特徴を最もよく表す質問は「この飲食店で働いても成長でき
ないと感じた」であるため、もう覚えることが無い＝成長できないと捉えた学生アルバイトが存在する可能性
は否定できない。

条件別に分析することで適合度の上昇するモデルもあれば、そうでないモデルも存在する。分析対象を現職、
男性、または厨房に絞った場合、どのモデルも RMSEAが０.１を超え、モデルとして採択するべきではない
という結果となった。

以上の条件別のモデル分析からは、学生アルバイト全体を標本としてモデルを構築した場合の適合度
（RMSEA）の低さに関する示唆が得られた。男性や現職、また厨房業務の学生アルバイトのアンケート回答
を分析対象にした場合、データがモデルにうまく当てはまらないことが判明した。厨房業務の条件は母数が非
常に少ないことが影響した可能性も存在するが、男性の学生アルバイトは１０９名、現職の学生アルバイトは
１９８名と少なくない標本数である。これらの構造そのものが成り立たないグループがデータ内に存在したた
め、全体としての RMSEAの値がグレーゾーンになったと考えられる。

2.5.7 分析結果の総括

飲食業での就労経験を持つ学生アルバイトに行った定量アンケート調査では、「従業員の意見を拾い上げる
仕組みが無かった（平均２.６２）」「この飲食店で働いても成長できないと感じた（平均２.７）」「勤務時間の
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都合が悪かった（平均２.９７）」などの質問項目がよく当てはまるという回答を得られた。

調査結果を因子分析した結果、「人間関係の悪化」「指導のしくみへの不満」「仕事と成長への不満」の３つの
離職要因を推察することができた。

•「人間関係の悪化」は上司と同僚の 2者との関係を示す。
•「指導のしくみへの不満」は上司の指導の様子や教育プログラムに対し学生アルバイトが感じる不満を
表す。

•「仕事と成長への不満」には、学生アルバイトが仕事に感じる成長性や自身の能力適性の有無が含まれ
る。仕事と成長への不満には「この飲食店で働いても成長できないと感じた」という質問も含まれるた
め、比較的大きな影響を持つと考えられる。

ただし、アンケート集計時に高い数値の回答を得ていた一部の質問に影響する要因は今回のアンケートで抽出
することができなかった。

これらの離職要因を利用して行われた共分散構造分析では、就労期間の伸びに応じて、「人間関係の悪化」や
「仕事と成長への不満」を抱く学生アルバイトが増加する傾向が見受けられた。一方で、「指導のしくみへの不
満」と就労期間の関係は見受けられなかったため、この離職要因は就労期間によらず影響を与える要因である
と解釈できる。また、「指導のしくみへの不満」が残り２つの離職要因の影響を強くする因果関係も見受けら
れた。このことは、就労初期の指導が、その後の指導者との人間関係の構築や、学生アルバイトの仕事や成長
に対する意識に影響することを示唆している。

調査対象者を現職と離職、性別や仕事内容など条件別に分析したところ、男性・現職・厨房の回答結果はモ
デルに適合しなかった。一方で回答データを女性や離職者、接客担当者に絞った場合、モデルの適合度に改善
が見受けられた。ただし、女性に絞った場合は就労期間が長いほど「人間関係の悪化」が離職要因となる傾向
がある一方で、実際に離職に至った学生アルバイト（性別問わず）はそのような傾向が見られなかった。仕事
内容が厨房と接客の両方の学生アルバイトのみを取り出した場合は、就労期間が長いほど「仕事と成長への不
満」が離職要因となりやすい影響が見受けられた。条件別のモデル分析により、性別・就労状況・仕事内容な
どの属性が異なることが、就労期間から離職要因への構造そのものを変化させることが判明した。

早期離職を減らす目的で行われた調査と分析からは、早期になるほど特定の離職要因が意識される有意な傾
向は見つからなかった。ただし分析の過程で、「指導のしくみへの不満」が他の離職要因を意識させる原因と
なることが示唆された。このことから、早期に限ったことではないが、学生アルバイトの「指導のしくみへの
不満」を小さくすることが、その後の離職の選択肢となる要因への意識を低下させると考えられる。

2.6 章のまとめと今後の課題

学生アルバイトの定着率向上のために、早期に離職する学生アルバイトの意識に着目し、アンケート調査と
分析を行ったが、研究を進める過程で不足データが生じたことから、十分な推察ができない箇所も存在した。
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「指導のしくみへの不満」を構成する要素については、指導者の姿勢と教育プログラムの適切さを質問項目と
して取り扱った。ただし、指導者という人的側面への質問が多いため、それ以外の質問も検討する必要がある
だろう。何を以て指導のしくみと捉えるかは人によって異なるため、多面的な質問の仕方が必要となる。学生
アルバイトの意見を拾い上げるしくみや、勤務時間の都合など、アンケートで最もよく当てはまると回答され
たにも拘わらず、要因が抽出できなかった項目も存在する。これらの背後にあると考えられる要因は、大きな
影響力を持つことが予測されるため、要因の適切な測定を今後の研究課題の 1つとしたい。

アンケート回答者を条件別に分析した際、あるグループでは仮定したモデルが成り立つが、別のグループで
は成り立たないという、モデルとしては極めて不完全な事態が発生した。条件によらず、離職のメカニズムを
包括的に説明できるモデルの構築は、外食分野の研究における大きな課題であるといえる。

本研究の取り扱った範囲は離職要因の解明やその時間的な特徴を探るまでであった。しかしながら、実際に
早期離職を解決するためには、問題を特定して対策を打つプロセスが不可欠である。そのような問題に対し工
学的なアプローチを持ち込んだ研究も、取り組むべき重要な課題であると考えられる。
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第 3章

学生アルバイトを対象とした離職低減アプ
ローチ

3.1 はじめに

日本のフードサービス業界は、労働力としてのアルバイトに依存している一方で、戦略としては商品やサー
ビスの品質管理を重視してきた。しかしながら、アルバイトに厳しい品質管理やサービス活動を方針として課
せば、第２章の学生アルバイトの離職理由分析で指導のしくみへの不満が離職要因の１つとして挙がったよう
に、不満を持つ可能性は容易に想像できる。この結果生じるであろうサービス品質の低下は、従業員と直接や
りとりする顧客への対応に直結する。サービス品質と従業員満足を両立させるためには、組織のための戦略に
基づいたオペレーション展開だけでなく、開発プロセスなどを通じて戦略目標を従業員と共有することが不可
欠である。

第２章で実施した調査の中で、2014年に 4つの大学で実施した離職調査では、最初の 3ヶ月間の OJT段階
であったにもかかわらず、実に 35 %の学生アルバイトが離職したことが明らかになっている。（図 3.1）離職
要因の分析においては「指導のしくみへの不満」が就労期間を問わず離職要因となりえることが示唆されてい
ることから、こうした早期離職においては現場を監督し指導のしくみを反映する店舗のマネージャーなどに対
して学生アルバイトにとって不満足な状況が発生し、離職につながっていることが推察される。離職がもたら
す望ましくない影響は、採用・教育コストの未回収、人員不足、業務内容を把握している従業員が減ることに
よるサービス品質の低下などが考えられる。

これらの影響を回避もしくは低減するために、対応方針は大きく２つに分けて考えられる。

1. 離職の原因にアプローチして防止や低減させることである。
例えば「指導のしくみへの不満」は期間を問わず離職の原因として挙げられることから、ここで生じて
いる不満を解決することができれば、短期・長期の離職の低減につながる。

2. 離職が起こったことによる影響を低減することである。
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例えばより短い期間で従業員を教育することが可能になれば、教育コストを回収するための時間が生ま
れるだけでなく、サービス品質が低下するリスクも抑えることができる。

企業はこうした選択を企業の戦略に沿う形で行っていく必要があるが、実際に対策を講じるのは店長など現
場の社員であることが多い。また、店舗によって従業員の状態や抱える課題は様々であることから、一律の対
応を行うのではなく、意思決定プロセスを可視化して重要な要素を漏れの無いように検討することがポイント
となってくる。離職を経営戦略情の問題として捉えたとき、店舗で取るべき対応について、その方向性を示す
ことは重要である。このため、最初から離職理由の解決を前提に考えるわけではなく、まず企業と学生アルバ
イトの仕事をする目的の違いに着目し、それを可視化することが本章のアプローチである。

飲食店経営では、店舗のマネージャーはサービスの質や一定期間ごとの財務目標を優先する必要があるが、
学生アルバイトは自身の成長や意見が尊重されること、または自身の生活スタイルに基づいたシフトを優先す
ることが多い。より根本的なことを言えば、経営者と学生は戦略という観点でしばしば全く異なっていること
が多い。マネージャーは会社の戦略に従うが、学生アルバイトは自分のライフスタイル、信念、好みに基づい
た戦略に従う。この違いが、マネージャーと学生アルバイトの間に衝突を生むことになり、衝突の積み重ねが
仕事の定着率低下につながる可能性がある。

マネージャーと学生アルバイトという異なる立場、異なる目的を持つ主体の状況を適切に分析するために、
本研究はバランスド・スコアカード (BSC: Balanced Scorecard)[33][34]を意思決定の可視化ツールとして採
用した。マネージャーと学生アルバイトの双方にバランスド・スコアカードのアプローチを適用することで、
企業と従業員の異なる戦略、すなわち目的のギャップを説明することが可能となる。同じ組織で目的にギャッ
プがあるということは、対立や衝突に繋がる可能性があるということであり、この対立を減らして目的を一致
させるためには、会社側が学生アルバイトへ目的を共有することが不可欠である。

このことから、章の後半では企業の開発プロセスへが学生アルバイトを参加させることで、目的共有を図る
方法を提案していく。なお、第４章との繋がりをわかりやすくするために先に説明すると、第３章はまず始め
に離職の防止や低減を目指して論旨を展開するが、結果的に影響を低減する方針を推奨している。第２章で得
られた離職理由の示唆から、離職の原因にアプローチして離職を防止・低減させることが理想ではあったが、
逆にそういった解決方法の不確実さを導くこととなったためである。また、既に本文の中で何度も記載してい
るが、第２章と同じく、第３章においても想定する従業員は学生アルバイトとする。

3.2 バランスド・スコアカード

バランスド・スコアカードは複数の視点で組織の財務的指標及び非財務的指標を可視化するためのツールで
ある。[35] この手法では、以下の４つの基本的な視点から事業全体の業績を評価する。

1. 財務的視点
株主（出資者）や従業員などの利害関係者の期待に応えるため、財務的視点からの達成目標。
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図 3.1 離職率調査結果（2014年度）

2. 顧客の視点
財務の視点を実現するために、顧客（消費者や得意先）の視点からの達成目標。

3. 社内ビジネス（業務）プロセスの視点
財務的目標の達成や顧客満足度の向上のために、どのようなプロセスが必要か、また改善が必要である
かを分析し、競争優位となる業務改善の達成目標

4. 学習と成長の視点
企業が競合他社よりも優れた業務プロセスを備え、顧客満足を図り、財務的目標を達成するためには、
どのように従業員の能力を高め、環境を維持すべきかといった能力開発や知的財産向上に関する達成
目標

基本的に BSCのターゲットは組織の戦略であり、基本的に個人レベルでは適用されない。

しかし Rampersadによって提唱された Personal Balanced Scorecard (PBSC)[36] では、自己評価ツール
としてこれを導入し、仕事のパフォーマンスを測るアプローチを行っている。このため PSBCは、個人に対し
て以下の 4つの視点を定義し、戦略マッピングを行う。

1. 内的視点
身体的健康と精神状態。 自分や他者に価値をもたらすために、どのように体調や気分を調整できるか？
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仕事中や時間のある時に、どのようにして体調や気分を良くするか？
2. 外部関係の視点
配偶者、子供、友人、雇用主、同僚などは、あなたをどのように見ているか？

3. 学習と成長の視点
あなたのスキルと学習能力。 どのように学び、将来どのように成功し続けることができるか？

4. 財務的視点
金銭面での安定。 自分の経済的ニーズをどの程度満たすことができるか？

BSC と PBSC は、パフォーマンスの測定や改善などのポジティブな結果を導き出すことを目的としてい
るように見えるが、不特定多数のパートタイマーを BSC の対象とした場合、BSC を分析することでマネー
ジャーとの衝突要因となりえる負の側面が導き出される可能性がある。表 1 は、BSC の適用領域の違い、誰
が対象となり、何が対処されるかを示したものである。本研究では、本来 BSCが対象とするような無形資産
ではなく、マネージャーと学生アルバイトの間で発生し得る衝突の原因を分析している。企業の戦略構造を示
すために BSCを用い、従業員に対しては PBSCを適用することで、企業と従業員双方の戦略構上衝突する要
素を特定できると考えられる。（表 3.1参照）
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   In the following sections, each of the phases in the personal balanced scorecard 
framework will be discussed in depth. The personal ambition has been discussed in 
the previous chapter. 

 

 

4 Personal Balanced Scorecard

図 3.2 Personal BSCモデル

3.3 コンフリクトとその生成構造

店舗のマネージャーと学生アルバイトの間には仕事に対する姿勢に様々な違いが存在する。例えば店舗のマ
ネージャーは売上向上や提供するサービスの品質向上を目指して学生アルバイトに対して指示を出したり必要
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表 3.1 バランスド・スコアカードの適用エリア

BSC PBSC 本研究
Who 組織（マネージャー） 個人 学生アルバイト
What 無形資産 仕事と仕事以外での能力 離職理由

であれば教育を行うが、学生アルバイトはそのようなことは行わない。この違いをもたらす要因は、店舗のマ
ネージャーは企業を代表して店舗を管理しているため、企業から様々な数値目標を課せられるほか、人によっ
て程度の差はあるがマネージャーなりの責任感を持って業務についている点である。一方の学生アルバイトに
課せられるのは労働時間中に決められた業務をこなすことや、お客様に丁寧に対応することなど、限定的な目
標と責任であり、さらに学生は店舗の目標と関係なく自身が働く目的を持っている、あるいは全く持っていな
い。この目的意識の違いは、業務を行ううえでどこまで積極的に臨めるかに影響し、学生アルバイトの中でや
りたくないという基準に達したとき、離職という選択肢が浮上してくる。

こうした精神的な利害の不一致と呼べるような事象を、本研究ではコンフリクトと呼ぶことにする。コンフ
リクトの定義は、店舗において指導・指示・監督を担う立場の者と、学生アルバイトの目的（戦略）の違いに
起因する、精神的な利害の不一致を引き起こす視点のギャップのことを指す（図 3.3）

マネージャーの視点： 　利益、生産性、顧客満足度、清潔度、訓練など
学生アルバイトの視点： 　コミュニケーション、スピード、経験、賃金、成長など

図 3.3において、マネージャーの視点は、利益、生産性、顧客満足度、清潔感、教育などの視点がベースに
なっている。一方、学生アルバイトの視点は、コミュニケーション、スピード、経験、賃金、成長などの視点
に基づいている。これらの視点のずれかが、マネージャーの指示と学生アルバイトの期待との間にコンフリク
トを生じさせていると考えられる。コンフリクトが生じることによる影響は、指示した通りに動いてもらえな
い場合や期待していたことが否定されるといった形で現れる。こうした状況は、時には致命的な結果を招き、
不平不満や人間関係の難しさ、離職につながることもありる。マネージャーとしてはどのような視点の違いが
あり、どこでコンフリクトが生じるのかを把握しておくことが業務を円滑に進めることにつながるが、これら
明確にするためには、学生アルバイト側の視点も欠かせない。本論では離職に至る可能性のあるコンフリクト
を記述するため、BSCや PBSCの考え方を各主体の戦略分析という形で応用する。BSCでは、経営者の行動
は会社の戦略に基づいているため、経営者の視点を記述することができる。一方で、学生アルバイトを個人の
経営者と見立て、同じように BSCを作成することで、同じ構造の中に落とし込み、ギャップの分析が可能に
なる。



38 第 3章 学生アルバイトを対象とした離職低減アプローチ

profit, productivity, 

C.S., cleanliness, 

training

kindness, 

communication, 

speed, experience, 

wage, growth

Gap 

of 

view

Company

(Manager)

Part timer

Conflicts

order

expectation

図 3.3 Conflicts creating structure

3.3.1 カフェをモデルにした BSC

図 3.3.1に、カフェをモデルにした企業の戦略を示す。このモデルは筆者が以前勤務していた職場の戦略を
参考に作成されている。まず、店舗（企業）が掲げる BSCの基礎となるビジョンを「顧客に店舗独自の価値
を提供しながら快適に過ごしてもらうことで、笑顔と満足を生み出す」とする。このビジョンをもとにして、
４つの視点で具体的な目標を決定していく。

企業の財務の視点： 　
戦略目標は売り上げをより多くすることや、リソースの無駄を少なくして収益を上げることである。こ
れらの目標は、顧客満足度や企業の生産性の結果と考えることができる。指標は当日や当月の売上高、
営業利益などが挙げられる。

企業のプロセスの視点： 　
オペレーション中の顧客に対するおすすめの実践、レシピに違反しないドリンクやフードの作成、段取
り良く作業することによる完了時間短縮、各業務における無駄な作業の削減などが目標として設定され
ている。指標には QCDによるオペレーションの品質評価値や、おすすめを行った回数、食品材料の廃
棄率などが挙げられる。

企業の顧客の視点： 　
新規顧客の来店や既存顧客の再来店を促すような価値の宣伝と提供、待ち時間の短縮、顧客の期待通り
の商品提供、顧客の状態に応じたサービスの徹底などが目標となり得る。指標は例えばアンケートなど
の顧客満足度のほかに、新規顧客獲得数、会員カードなどがあれば新規発行数、顧客単価なども挙げら
れる。

企業の学習と成長の視点： 　
オペレーションを行う従業員の習熟度を向上させたり、専門知識を習得させ訴求力を上げるといった目
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標が考えられる。指標としては、ピーク時間における待ち状態の顧客をできるだけ作らない効率的なオ
ペレーションが取れるかなどが挙げられる。

通常 BSCによる分析はほかの分析手法と組み合わせたり、BSCをさらに深堀りして Key Performance Index

を作成したりと、この後も分析が続くことになるが、ここでの目的は企業の BSCと学生アルバイト側で作成
される BSCを比較することであるため、単独の BSCに対してこれ以上の分析は行わない。
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図 3.4 カフェをモデルにした BSC

3.3.2 学生アルバイトをモデルにした BSC

この節では、学生アルバイトの仕事に対する目的意識や目標を記述するために BSCを使用する。第２章の
離職の要因および筆者の飲食店での勤務経験をもとにして、図 3.3.2の BSCを作成した。このため今回作成さ
れた BSCはカフェをモデルにした BSCとは異なり、単体の BSCではなく、学生アルバイト全般の BSCと
いうことになる。さらに BSCを記述していく際はまずビジョンがあり、そのビジョンを各視点に沿って展開
していくのだが、アンケートで得られた学生アルバイトの情報をもとに目標となる要素を先に記述し、その後
ビジョンを導いていく。注意点としては、本研究で作成する学生アルバイトの BSCは離職理由の調査で浮彫
となった像であるため、ポジティブなものだけでなくネガティブな側面も反映することがあげられる。

学生アルバイトの財務的な視点： 　
主に学生アルバイトの賃金が目標として記述され、働くことで得られる経済的なメリットも視野に入る。
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指標は時給や一定期間内に稼ぎたい額、従業員割引などの存在などが例として挙げられる。
学生アルバイトのプロセスの視点： 　

適切な勤務スケジュールは学生アルバイトの私生活にも影響するため、重要な目標の１つである。マ
ネージャーに頼りがいがあるかどうかもプロセスの視点に割り当てている。そのほか楽に業務をこなす
こと、業務において自身の意見を尊重してもらうこと、早めに業務を終わらせて休憩に充てること、業
務に関係なく同僚と仲良くなることなど、目標は多岐にわたる。ここでの指標は業務中の疲労間、不安
感、承認されている認識など感覚的なものが多いと考えられる。定量的なものとしては労働日数（休日
日数）などが挙げられる。

学生アルバイトの顧客の視点： 　
離職理由の中に、この視点に該当するものはなかったが、淡々とこなしたいと考える学生アルバイトが
いれば、顧客に興味をもって接し、会話を楽しむ学生アルバイトもいる。顧客からの想定外の要求や行
動が、対応しなくてはならない学生アルバイト側の負担につながると仮定すれば、面倒だと思う顧客を
避けることを目標に設定するケースも考えられる。

学生アルバイトの学習と成長の観点： 　
この視点もほかのいくつかの視点と同じく、ポジティブな目標だけでなくネガティブな目標も存在する
と考えられる。ポジティブな側面をとらえる場合、学生アルバイトの成長への期待は２つ定義できる。
第一は現在の仕事への習熟であり、第二はほかの場所でも役立てられるような自身の能力についての成
長である。さらに、丁寧かつ十分な訓練を受けることは、仕事そのものの習熟にプラスに影響すると考
えられ、指導を受けたい学生アルバイトからすれば最低限の目標である。一方で目標をネガティブにと
らえれば、自分ができることだけをやり、他の業務には挑戦したくない（成長したくない）なども考え
られる。筆者の経験上、このようなネガティブな考え方は働き始めたばかりの学生に見られるものの、
そのうち克服する学生も多い。ただし、この発想をネガティブととらえること自体が落とし穴であり、
システマティックな発想ととらえることもできるかもしれない。

以上の目標要素の展開から導き出される学生アルバイトの仕事に対するビジョンは、アルバイトという立場
の中で面倒を避けながら対価を得る、自身のスキルを磨き、顧客に笑顔をもたらす、業務指導を十分に行った
上で指示をこなす、人間関係を広げる、など様々である。複数の学生アルバイトをモデルにしている上、この
結果は必然ともいえる。

3.3.3 企業と学生アルバイトの BSC比較

ここでは、企業と学生アルバイトの目的の違いを説明するために、2種類の戦略を比較を行う。同じ組織の
中で目的の違いが存在することは、コンフリクトにつながる可能性がある。そこで、学生アルバイトの財務視
点と会社の財務視点のように、それぞれの視点でどのようなギャップがあり、コンフリクトにつながるかどう
か考察する。

財務的視点では、目的のギャップがコンフリクトにつながることはほとんどない。これは学生アルバイトが
金銭的な対立を避けるために、企業から提示された賃金を事前にリサーチしているためである。ただし、本研
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図 3.5 学生アルバイトをモデルにした BSC

究では学生アルバイトをメインのターゲットとしているため、学生以外を対象とした場合に異なる結果となる
可能性がある。プロセスの視点は、他の視点に比べてコンフリクトが多いと考えられる。マネージャーは、商
品やサービスの品質と生産性に責任があるため、学生アルバイトの仕事に注意を払い、会社の基準に沿って仕
事を修正しなければならないことが多い。

これに対し、学生アルバイトは自分の意見が採用されていないと感じる可能性がある。特にチェーン店では、
仕事内容がほぼ決まっており、学生アルバイトにとって工夫の余地は少ない。顧客の視点では、離職要因の調
査の中で顧客に関する事項が出てこなかったことから、学生アルバイト側で記載されることは少ないと考えら
れる。学習・成長視点では、プロセス視点と同様にコンフリクトが多いと考えられる。学生アルバイトは同じ
作業を繰り返すため、成長を実感できない。実際、学生アルバイトの多くは卒業と同時に仕事を辞めていくた
め、学生に積極的に投資する企業は少ないものと思われる。

企業と学生アルバイトの戦略を可視化することで、主にプロセスの視点と学習・成長の視点でコンフリクト
に繋がりえるギャップの存在が確認された。これらの視点では、学生アルバイトが仕事に対して期待するよう
な自身の意見の尊重や能力面での成長を期待することが難しい。一方で企業は品質や生産性のためにルールを
課さざるを得ず、学生アルバイトの戦略に寄り添うことができない。
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3.4 コンフリクトに対応する方針の検討

本章の冒頭で述べたように、離職を問題として捉えたときの対応方法は２通りである。１つ目は離職の原因
にアプローチして防止や低減させる方法、２つ目は離職が起こったことによる影響を低減する方法である。本
研究では１つ目の原因にアプローチする方法に着目し、対応を検討する。

3.4.1 離職を低減させるアプローチ

離職の原因にアプローチして防止や低減させるということはすなわち、コンフリクトの発生を抑制するとい
うことである。コンフリクトを生み出す構造を打破するためには、会社の目的と学生アルバイトの目的との間
で調整を行うことが不可欠である。調整方法はどちらかがもう片方に合わせて目的を追加したり、修正したり
することが挙げられるが、本論で提唱する調整方法は企業と学生アルバイトで意見を共有するための猶予を設
け、企業はそれを商品やサービスの品質向上に役立て、学生アルバイトはそこで独自性を発揮するという構図
である。猶予を設ける際のポイントは、事前に企業側でサービスを完全に作りこむのではなく、設計のステッ
プを学生アルバイトが作業するタイミングに分配することである。本研究では設計からオペレーションまでの
ステップをスキーム、システム、サービスの 3Sモデル [37]で表現する。

スキームモデル： 　
概念または計画のステップである。会社の戦略やビジョンが入力され、プロジェクトの基本計画が立て
られる。

システムモデル： 　
スキームモデルから基本計画を受けて、組織、設備、情報システム、初期教育などを構築する。

スキームモデル： 　
組織、施設、情報システム、初期訓練から基本計画を受け取る。サービスモデルは、プロダクションと
提供のステップである。このステップでは、顧客からの入力が必要であり、このステップで顧客価値が
作成される。

3.4.2 目標の調整段階

3Sモデルでサービスを表現した場合、システムステップとサービスステップでコンフリクトが発生する可能
性がある。設計や開発のスキームステップには、通常、パートタイマーは参加しない。システムステップから
は、多くの学生アルバイトやマネージャーが作業に参加する。システムステップでは、学生アルバイトが新し
い商品やサービスを覚えて、それを提供するための練習が含まれる。サービスステップでは、構築されたシス
テムに顧客が入ってくることで、顧客価値が創造される。学生アルバイトとマネージャーは、主にこの 2つの
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ステップで一緒に仕事をすることになる。そのため、学生アルバイトの教育やサービス提供の際には、コンフ
リクトが発生するこ可能性がある。コンフリクト発生の原因は、目的が一致していない、あるいは共有されて
いないことである。
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図 3.6 Conflict creating steps

3.4.3 目標の共有段階

コンフリクトを減らすためには、学生アルバイトにもスキームステップのタスクを分配し、サービスに企業
と学生アルバイト双方の戦略を反映させることが有効だと考えられる。具体的には分配は以下 2つの方法で達
成される。

1. 第 1の方法は、スキームステップに学生アルバイトを参加させることである。開発に参加することで、
学生アルバイトは自分の意見を提案し、自分で目標を立てることができる。彼らは品質と生産性の一部
を考慮して製品を設計する。彼らは、設計されたプロセスを受け取るよりも、プロセスを設計すること
によって成長を感じることができる。しかしながらこの方法は、一部の学生アルバイト、マネージャー、
開発に従事する他の人々が議論するのに十分な時間がないという難しさがある。

2. 第 2の方法はスキームステップの分割である。この方法は、スキームステップを 2つのステップに分割
する。各スキームのステップには、マネージャーと学生アルバイトが割り当てられる。最初のスキーム
ステップは、製品の粗い斑点を決定するが、いくつかの斑点は、保持として残す。最初のステップの役
割は、基本的なデザインを作ることである。第 2のスキームステップは、システムステップとサービス
ステップとの間に置かれる。このステップでは、学生アルバイトが第 1ステップで予約された製品の斑
点を設計する。この分割されたステップは、学生アルバイトがジョブトレーニングで創造性を発揮する
ことができるため、最初の客観的な配布ステップより比較的容易である。
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どちらの方法も重要な点は、学生アルバイトが独自の創造性で意見を取り入れることができる余地を設ける
ことにある。学生アルバイトが基本的な品質と生産性を維持できるように、マネージャーからのサポートが必
要となる。
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3.4.4 本アプローチの問題点

ここまで離職を低減させるアプローチで対応方法の検討を行ったが、このアプローチには考慮すべき問題点
が存在する。離職理由は学生アルバイトによって様々であり、理由によって有効な解決策も異なる。一度に複
数の対応策を講じるのは資源の観点から現実的ではなく、さらに実施できたとしても１つ１つについて大きな
効果を期待できないのである。そこで対応を検討する際は、できる限りピンポイントの対策とならないよう考
慮する必要がある。

さらに本アプローチの中で提案した学生アルバイトとの目標の共有にも、留意すべき前提条件がある。この
方法は学生アルバイトが自分の仕事に対して自分なりの意見をもって工夫をしたいと考えていることが前提で
ある。学生側に取り組みに参加するモチベーションが無ければ、両者の目標の共有は成立しえない。例えば指
導の仕組みに不満を抱いている学生や、人間関係に不満を抱いている学生が、マネージャーとともに目標の共
有について協力的に話し合い、コンフリクトを解消することは現実的ではない。さらに、仮に目標を共有し学
生アルバイトの意思を業務に反映できたとして、サービスの内容を途中で学生アルバイトが改変する事は、単
純な劣化と受け取られる可能性もある。[38] サービスの品質が低下しないよう、慎重に事前の設計やサービス
の改変を行うことはリアルタイムのサービスにおいては非常にハードルが高いといえる。

以上より、離職を低減させるアプローチはピンポイントの対策とならないよう留意する必要があり、学制ア
ルバイトが離職を視野に入れている場合は効果の望めないどころか、顧客からすれば逆効果でサービス品質が
低下する恐れもある。離職理由がどのような背景で発生し、どこまで影響し得るのか、全体感を把握したうえ
で対応方法を検討する必要があるといえる。

3.5 章のまとめと今後の課題

本章では、第２章に引き続き学生アルバイトを対象とし、離職という問題を解決するための方針検討を問題
として取り上げた。特に OJT段階での早期離職はサービス品質の低下や採用・教育コストの未回収につなが
りやすいことから、離職そのものをどうすれば抑制できるかを考えるアプローチで対応策の検討を行った。離
職要因を生み出す構造は、企業と学生アルバイトの間に存在する目標のギャップであると仮定し、異なる目標
の衝突によって引き起こされるコンフリクトの概念を、バランスド・スコアカードを使用して両者の戦略分
析を行うことで説明した。その結果、両者の戦略は BSCにおける業務プロセスの視点や学習と成長の視点で
ギャップを持っていた。これを埋め合わせることができずコンフリクトが生じ、離職に繋がるという流れが可
視化された。学生アルバイトが自身の戦略目標を決める際は、成長の機会や提案が尊重されるかどうかなどを
気にかけるが、一方で成長を望まず、苦労したくないと考える学生もいる。

学生が仕事に対して様々な目的意識を抱える一方で、企業側の戦略や目標も既に存在しており、それは様々
な指標として店舗のオペレーションに落とし込まれている。既に落とし込まれた目標を学生アルバイトに合わ
せて変更することはかなわないため、これがコンフリクトを生み出す原因となっていた。この状況を解決する
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ために、本研究ではまず「離職を低減させるアプローチ」と「離職が起こったことによる影響を低減するアプ
ローチ」のうち前者を採用し、企業と学生アルバイトで目標を共有するためのステップを提案した。目標共有
のステップの中では、学生アルバイトに開発の役割を割り当てることで、彼らが創造的なプロセスを体験し、
自分の意見を提案することができる。

しかしながら、離職低減のアプローチには複数の離職理由に対応しづらいという問題があり、加えて企業側
が学生アルバイトの意思を尊重するような仕組みを作ったとしても、学生アルバイトに積極的に取り組み意思
がなければコンフリクトの解消は成立せず、それどころか学生アルバイトによってサービスを改変する＝サー
ビスの品質が低下する可能性も示唆された。これらの考察を踏まえて次の章では、本章で取り組まなかった２
つ目のアプローチである「離職が起こったことによる影響を低減するアプローチ」にも着目していきたい。
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第 4章

モノによるサービスの提供

4.1 はじめに

第２章と第３章ではフードサービスにおける学生アルバイトの離職理由の究明と、離職という問題を解決す
るための方針検討を行った。離職問題を解決するためのアプローチとして第３章では離職を低減させるアプ
ローチを取ったが、離職の理由は様々であるためそれらを包括的に解決することは現実的ではなく、企業側が
学生アルバイトの不満足を取り除くために施策を用意したとしても、学生側にそこへ参加する高いモチベー
ションがあるとは限らないという結論に達した。そこで第４章では、離職が起こったことによる影響を低減す
るアプローチを取ることとする。

このアプローチを取る前提として、学生アルバイトが必ずしもモチベーション高く仕事を行うわけではない
ことを考慮しておく。企業が学生アルバイト向けに手厚く指導プランなどを用意したとしても、人財定着の効
果を発揮するとは限らない。人財が不安定である前提で安定的にサービスを提供するためには、ヒトに依存す
る部分をできる限り少なくする方法が考えられる。そこで本研究は、既往研究の中で顧客が食事中に従業員の
サービスだけでなく備品などにも興味を示し、サービスの評価に加味していたことに着目した。言い換えれば、
サービスの品質はヒトによるものだけでなく、そこに存在する「モノ」からも提供されていた。「モノ」による
サービス提供を意図的に組み込むことができるようになれば、従業員の負担を減らしたり、教育の手間を省い
たりできる可能性がある。しかしながらサービス設計に関する先行研究は、主に従業員のオペレーションのみ
に注目する研究や、顧客と従業員の関係性を扱うものが多く [39][40][41][42][43][44]、「モノ」を主体にした研
究はまだ少ない。[45][46]

以上のことから第４章では、サービスを提供する「モノ」に着目し、概念や役割の定義を行うことを問題と
して設定した。既往研究はヒトによるサービスプロセスやヒトどうしの関わりに重点を置いていたことから、
それらとの差別化を図る目的もある。サービスを提供する環境を取り巻く「モノ」というのは一般には設備、
調度品、備品や資源など様々な呼ばれ方をしているので、それらを総称し、なおかつサービス提供に関係のな
い「モノ」と区別するために、本論文では「アーティファクト（人工物）」と呼称することにする。アーティ
ファクトは元来人工物や人為的な「モノ」という意味があり、ここでは店舗環境で現状顧客の周囲を取り巻く
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「モノ」でありサービス提供に影響を与える「モノ」としている。

しかしこれだけではいざ何もない状態からアーティファクトを設計する際に、それがどのような「モノ」で
あるかを想像し辛い。そこで本章では、アーティファクトにはどのような特徴を持った「モノ」が存在するの
か、既往研究や実店舗での調査から得た情報を参考に紹介していく。また、アーティファクトが顧客に影響を
与えるとしても、その影響を事前に可視化できなければ設計に組み込む意味がない。そこでアーティファクト
が現在のサービス設計に組み込まれることによってどのようなことが議論できるようになるかを検証する。

4.2 離職の影響を低減させるアプローチ

本章では離職の発生自体は容認し、その影響を低減する方法を検討する。離職の影響を低減する方法は、ど
のような影響を抑えたいのかによって様々である。人員不足に対応するのであれば、離職のペースに間に合う
ように採用を行う必要がある。採用・教育コストの未回収に対応するのであれば、短期間で回収が可能なよう
コスト低減を図ることが考えられる。サービス品質の低下に対応するのであれば、教育により資源を投入する
か、そもそも教育が必要無い状況を作り上げるなども候補に挙がる。以上のように一口に離職の影響といって
も様々であり、第３章で離職を低減させるアプローチを取った場合と同じような結果となる恐れがあるが、唯
一共通点を挙げるとすれば、離職によって生じる問題はすべてヒトに関するものであるということである。学
生アルバイトの離職を防ぐ施策を準備したとしても、学生の中にはモチベーションが低く施策に消極的な学生
がいる可能性もあれば、モチベーションにあふれ喜んで施策に協力してくれる学生がいる可能性もある。重要
なのは様々な考えを持った学生アルバイトがいるということであり、もしここで包括的に離職の影響を低減さ
せる方法を考えるとすれば、オペレーションの学生アルバイトへの依存度を下げることが１つの案として挙げ
られるのではないだろうか。

オペレーションの学生アルバイトへの依存度を下げる可能性として、本研究は「モノ」に着目した。その理
由は、筆者が既往研究において食事中の顧客の発言を分析したところ、「接客」に関する単語は 29個存在した
が、「料理」に関する単語は 48個、「店舗」に関する単語も 48個存在したためである。このことから、フード
サービス店舗においてサービスプロセスは大まかにヒトが担う部分、「モノ」が担う部分があると考えられる。
これまでは、サービス提供プロセスを設計する際は従業員や顧客などヒトに着目するケースが多かったが、本
章の初めに紹介したアーティファクトは、サービスを提供する「モノ」という概念である。サービス品質を
保ったまま業務におけるヒトへの依存度を下げるためには、アーティファクトによってヒトがやっていたこと
と同じサービスを提供する必要がある。

アーティファクトという概念を使って最終的に目指すのは、今までヒトが行ってきたサービスをアーティ
ファクトで代替することである。もしアーティファクトによってヒトが行うサービスの代替ができれば、必要
な教育や習熟にかかる期間が短くなり、新人が増えてもサービス品質の低下を極端に引き起こすことなく、新
人とベテランの間のサービス品質のばらつきを小さくすることにもつながる。アーティファクトによるサービ
スの代替を実現するために必要な最初のステップは非常に基礎的であり、アーティファクトを定義し、どのよ
うにサービスの中に組み込まれるのか表現できるようにすることである。このため本論文は本章から第６章ま
でを使い、アーティファクトを使ってサービスを表現する方法論を説明している。
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4.3 既往研究を統合したアーティファクトの定義

アーティファクトがどのような範囲を対象にした言葉なのか、既往研究を参考にしながら定義を行う。現状
でアーティファクトの定義について採用されているのは、À 有形（定形・不定形）な「モノ」を含む、Á 店舗
や顧客などサービス参加者がもたらす、Â サービスに対する顧客価値に影響を与える、の 3つである。この 3

つの条件は図 4.1のような顧客が知覚するアーティファクトの範囲で説明される。

À の条件によって、サービス設計者がアーティファクトを洗い出す上で必要な視点が自分達の側だけでない
ことが分かる。よってサービス設計者は、提供しようとしているサービスにどのような参加者が存在し、どの
ようなアーティファクトを持ち込み得るかを設計する必要がある。Á の条件によって、アーティファクトを洗
い出す際には「モノ」資源と言われるような定形的なものに捕らわれない発想が生まれる。アーティファクト
は煙の臭いや光、風のように一時的なもの、保存できないものも含む概念である。Â の条件は、顧客価値に
影響を与える前提として顧客がその影響を知覚しなくては何も始まらないということを意味しており、À と
Á で分類したアーティファクトのうち顧客に何を見せるべきで反対に何を隠すべきか、考えるためのものであ
る。顧客が食事中、店舗内で何を知覚するかは、座席にもよれば、1人 1人の顧客が気にすることの違いにも
よる。顧客によって知覚する範囲が異なるため、図 4.1において顧客の知覚範囲は決まった形を持たない範囲
を取っている。来店する顧客がどのような特徴を備えた顧客で何に着目するかという問題はマーケティングの
問題に近く、本論の研究の延長線上にあると考えられるが、今回は 1つでも悪影響があると全体のサービス価
値に影響を与えるという展開であるため、この問題は取り扱わない。Â はアーティファクトの定義というより
は、アーティファクトを設計する上での制約に近いが、店舗が顧客に抱かせたいイメージを作り込む場合、見
せるべきものとそうでないものが存在することを考慮しなくてはならない。

図 4.1 アーティファクトの範囲

4.4 店舗で観測されるアーティファクト

前節ではアーティファクトの定義を行ったが、それが実際にフードサービスの店舗においてどのような形で
存在するのかを確認することで、アーティファクトの理解についての一助としたい。アーティファクトの存在
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は、顧客がアーティファクトの与える影響を知覚しているかどうかがポイントとなる。そこで、長島らの研究
で用いられた食事中の顧客の発言データを再度分析することで、顧客が食事中どのような要素に注目していた
のか探索を行った。

実験で得られた発言データは、顧客の来店から注文や食事、その間の会話、会計から退店までの一連の流れ
を記録したものである。顧客は２人組の男性で、以前に何度か訪れたことのある店に食事をしに行く。顧客ら
の食事の様子は据え置きのカメラによって撮影され、音声と画像がデータとして保存されている。また、会話
の流れや音声の聞き取りやすさなどの都合で発言内容が明確でない場合、動画による視覚情報の付与と、実験
参加者２名へのインタビューによって、発言の内容を補足している。顧客が注目していた要素の探索には、顧
客の発言を探索対象とする。

発言の傾向を読み取るために、顧客の発言の中でよくつかわれる単語どうしを結び付け、グループを作成す
る階層的クラスタリングという手段を取った。階層的クラスタリングでは、単語間の距離の平方和を算出し、
平方和を最小化する単語の組み合わせでクラスタリング（グループ作成）を行う。ここで単語間の距離は、単
語どうしの共起を意味する。顧客の発言を、喋っている人物が交代するまでを 1回の発言として数え、発言が
p個あったとする。そして顧客の発言を形態素解析し、品詞レベルに分解したうえで動詞の活用を無視した単
語を 1つの単語として数え、単語が全部で n種類あったとする。すると、ある発言 k（1 ≤ k ≤ p）においてあ
る単語 i（1 ≤ i ≤ n）が使われたかどうかは、xki = 0or1と表すことができる。この定義から、以下の行列が
作成される。 

x11 x21 . . . xk1 . . . xp1

x12 x22 . . . xk2 . . . xp2

...
...

. . .
...

x1i x2i xki

...
...

...
. . .

...
x1n x2n . . . . . . . . . xpn


この時、任意に選ばれた単語 iと i-1の距離ないしは単語どうしの共起は、以下の式のように各変数から変数
群の平均を引いた平方和 Sで定義され、平方和の値が最小となるような単語の組み合わせが最初にグルーピン
グされ、クラスターとなる。

S =

p∑
k=1

i∑
k=i−1

(xki + xk)
2 (4.1)

クラスターを形成する条件は平方和が最小となることであるから、3つ以上の単語が最初にクラスターを形成
することもある。平方和の計算では、単語どうしが共起していれば単語間の距離は 0であり、共起していない
数だけ距離が 1発生する。すなわち、一つの文章内で単語 iが使われた時、同じ文章内で単語 i-1も使われてい
れば、それは単語 1と単語 2が共起しているということであり、単語間の距離は 0と言える。反対に、一つの
文章内で単語 iが使われた時、単語 i-1が使われていなければ、単語 1と単語 2は共起しておらず、単語間の
距離が 1発生する。こうした単語の共起を複数のサンプルをまたいで観察することで、単語間の距離の平方和
を最小にする組み合わせ、すなわちクラスターを探索する。形成されたクラスターは次に最も近いクラスター
と併合され、段階的に一つの大きなクラスターとなっていく。図 4.2は長島らの研究で用いられた食事中の顧
客の発言データを階層的クラスタリングによって分類したものである。階層的クラスタリングのための計算に
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は、文章解析ソフト「KH Coder」を用いて、Ward法で計算を行っている。図 4.2の左側の棒グラフは各単語
の使用頻度を示し、右側では階層が低い順に単語どうしの距離が近いということを示している。

1. 顧客の発言で最初にクラスターが形成されているのは、「店」と「クリスマス」、次いで「雰囲気」など
の単語であった。原文では、「クリスマスと書いてあるが、そういう店か？」「和食の店でクリスマスと
言う時点で雰囲気が台無し」などの発言が見られた。この時、店内のメニューにはクリスマスに関する
情報が載っていたため、メニューに代表される店内の設備に対する発言であるとわかる。

2. 2つ目に、「料理」と「出る」という単語でクラスターが形成された。原文では、「同時に料理を提供さ
れなかったな」や「料理が出てくるのがそれぞれ違った」、「料理が出てくるのが遅かった」などの発言
が見られた。これらの発言は料理に対してというよりも、料理がいつ出されたかという提供に対する発
言であった。

3. 3つ目に、「濃い」や「美味しい」という単語でクラスターが形成された。原文では、「１口目は美味し
いが、２口目３口目になると味が濃いと感じてくる」や「美味しかったな、ちょっと白出汁が濃かった
な」などの発言が見られた。これらは食事中～食事直後に発言され、味や白出汁に言及していることか
ら、料理に対する発言であると解釈できる。

4. 4つ目に、「メニュー」と「良い」という単語でクラスターが形成された。原文では「メニューが 2つあ
る」「2つあると見ることができて良いな」という発言が見られたため、これもメニューなど店内の設備
に対する発言であると言える。

5. 5つ目に、「言う」と「卵」、次いで「意外と」という単語でクラスターが形成された。原文では、「半熟
の卵が意外と苦手かもしれない」や「卵を固めでと言えば良かったですね」などの発言が見られた。こ
れらは食事中の料理に対する発言であると同時に、注文のタイミングに言及しているという点で注文に
対する発言であると言える。

6. 6つ目に、「暇」と「待つ」という単語でクラスターが形成された。原文では「暇だなここから」「待って
10分になるな」「待ち時間が長いな」という発言が見られた。これらは料理の注文と提供の間のタイミ
ング、すなわち待ち時間に対する発言と言える。

7. 7つ目に、「机」「円」「臭い」「みそ汁」「考える」という 5つの単語でクラスターが形成された。7つ目
のクラスターは併合タイミングが他と比べて遅く、単語どうしの距離が比較的離れているため、一つの
クラスターとして意味解釈できる単語群ではなかった。そこで各単語について順に原文と食事の様子を
確認しながら意味解釈を行った。

•「机」という単語は、料理を待つ間に「机の上に髪の毛が落ちている」や「ちゃんと拭いてあったの
だろうか」という発言で使用されていた。このことから「机」という単語は他客の髪の毛に対する
発言である。

•「円」という単語は、「1090円なら結構安いな」や「190円って微妙な値段設定だな」という発言で
用いられていた。これらの発言なされた時、顧客はメニューを見ながら発言していた。このことか
ら、「円」という単語は店内の設備に対する発言である。¥ item「臭い」という単語は「臭いな。誰
かタバコを吸っているのかな」という発言で使われていた。このことから、「臭い」という単語は他
客からの臭いに対する発言だと分かる。

•「みそ汁」という単語は「味噌汁もおいしい」や「味噌汁は熱い」などの料理に対する発言であった。
•「考える」という単語に関しては「栄養バランスも考えてサラダ等も頼めば良かった」という注文に
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対する発言や、「俺の胃のことを考えてくれているのかもしなれない」という調理に対する発言で使
用されていた。

7 つ目のクラスターでは料理に対する発言も改めて確認されたのに加え、注文や調理に対する発言と、
顧客に対する発言が新たに見つかった。

7つのクラスターの意味を検討した結果、顧客が注目した要素として、店内の設備、提供、料理、注文、待
ち時間、調理、他客の髪の毛、他客からの臭いが存在した。これらの要素が、顧客の食事中に彼らの意識に挙
がったものであり、顧客にとってのサービスの構成要素だと言える。網羅性の問題や顧客ごとにもともと気に
していることの違いは存在するが、少なくとも現段階で発見されたものについて対応していく必要はある。
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図 4.2 食事中の顧客発言のクラスタリング

次に、これらの構成要素を整理し、サービスに影響を与えるアーティファクトとしてピックアップするべき
ものを特定する。図 4.3は 7つのクラスターがそれぞれアーティファクト分類のどこに当てはまるかを検討し
たものである。店内の設備はメニューなどサービス提供側がもたらしたアーティファクトであり、定型であ
る。提供は接客プロセスに関することでありアーティファクトとは別だと考えられるが、敢えて分類するので
あればサービス提供側がもたらした不定形のアーティファクトとも言える。注文、待ち時間も同様に接客プロ
セスで括られる。調理は調理プロセスに関することであり、サービス提供側がもたらすものだが、このプロセ
スはキッチンが客席から隔離されている都合上、顧客には知覚されなかった。料理はサービス提供側がもたら
したアーティファクトであり、定型である。他客の髪の毛は顧客がもたらすものでかつ放っておけばその場に
残り続けるという意味で定型のため、右上の象限に分類される。他客からの臭いはサービス受領側がもたらし
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たアーティファクトであり、他客がタバコを吸う間のみの影響であることから、不定形に分類される。

受領側が

もたらす

定形

提供側が

もたらす

不定形

店内の設備

他客のタバコ

（臭い）

料理

接客プロセス

（提供、注文、

待ち時間）

調理プロセス

他客の髪の毛

図 4.3 顧客が知覚していたアーティファクト

4.5 アーティファクトの特徴：状態変化

フードサービスの店舗においてアーティファクトを観察したところ、サービスの提供中にしばしば状態が変
わっているように見受けられた。このことから、アーティファクトはサービスが進展するにつれて状態を変化
させる場合がある。アーティファクトによるサービス提供を確実に行うために必要な作業は、状態変化がはた
してサービスの提供内容に影響をもたらすのかどうかを評価することである。そのためには、サービス環境に
存在するアーティファクトの状態変化を洗い出す必要がある。どのような状態変化が存在するか分かって初め
て、その影響を検討することができるためである。本節では、アーティファクトの状態変化の洗い出しの方法
と、洗い出しによって明らかになった状態変化について紹介する。そして一つ一つのアーティファクトが取り
得る状態変化に対応する必要があるか否かについて検討していく。これらの説明には、実在する和風チェーン
レストラン内に存在するアーティファクトを題材に紹介を進める。

4.5.1 店舗の標準的なサービスとアーティファクトの関係

サービス提供においては、顧客にとって 1つの不満な出来事が全体のサービスの価値へと影響する。それ故
にサービス提供者は、アーティファクト 1つ 1つが顧客に与える影響を設計しておく必要がある。何故ならば
アーティファクトもサービスを提供する媒体であり、顧客がレストランで食事を取る間はテーブルや食器など
のように常にサービスを提供することになるからである。アーティファクトを設計するためには、サービス提
供のためにアーティファクトに求められる条件を特定し、文章化・可視化する必要がある。アーティファクト
の影響は、実際のサービスの流れに沿って設計される。図 4.4はサービスの流れを表現したものである。サー
ビスには企業ごとに決められた流れが存在し、途中で複数に分岐することはあってもどこかのタイミングで決
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められたルートに入り、店舗の対応能力を超えないように設計されている。この決められた流れが、各企業が
設定するサービスのあるべき姿（To beサービス）だと言える。チェーン店などはサービスのルートが限定さ
れているおかげで、安定的にサービスを提供できることになる。図 4.5は、To beサービスの流れを束ね、一
本の矢印で表現したものである。サービスのプロセスが決定すれば、そこでアーティファクトが提供するべき
サービスや与える影響が決定される。アーティファクトにも提供するべき機能が定められている必要があり、
To beサービスの流れと同じように 1束の矢印で表現できる。アーティファクトがサービスを提供するために
必要な条件を特定し、文章化・可視化してあるべき姿を定めることで 1束の矢印とする作業が、アーティファ
クトを標準化するということである。

標準化は、ただアーティファクトに求められる条件を決めれば完了するものではない。決められた条件下で
アーティファクトがどのようにサービスを提供するのか、試験的な店舗運営や関係者との議論を通したシミュ
レーションが不可欠である。シミュレーションを繰り返し、アーティファクトが確かにサービスを提供できる
と判断されることによって初めて、サービス提供の場に実装することができる。
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個室へ案内

注文D

注文E

注文B

注文A

手洗いへ

案内

調理C

調理D

調理E

調理B

調理A

手洗いへ

案内

図 4.4 To beサービスの分岐

来店 注文 提供 食事 会計調理

図 4.5 標準化された To beサービスの束

4.5.2 状態変化の洗い出し手法

アーティファクトの状態変化には、内的要因と外的要因が考えられる。内的要因は、アーティファクトが見
かけ上外部からの影響を受けずに変化する場合であり、主として時間経過が変化を促進すると考えられる。外
的要因は内的要因の反対で、外部から何らかの影響を受けて変化する場合である。外的要因はさらに、人的要
因とそれ以外の要因とに分解される。人的要因とは、前節で紹介したプロセスとの関連による変化を指す。す
なわち、アーティファクトが顧客や従業員に使用されることで状態変化が起こる場合である。外的要因で勝つ
人的要因以外の要因は、例えばほこりや日焼けなどがそれにあたり、内的要因による変化と同じく、時間経過
が変化を促進すると考えられる。
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図 4.6 はアーティファクトとプロセスの関係構造に状態変化の要因を組み込んだものである。図 4.6 では
アーティファクトの状態変化は、プロセスを経由することによる人的なものと、プロセス以外の外的な要因及
び内的要因が時間経過によって影響を及ぼし変化するという 2つの経路で説明されている。アーティファクト
の状態変化はこのような概念図によって説明されるが、その洗い出しにおける実際の作業は、表 4.1のように
状態変化の要因とアーティファクトでマトリクスを作成し、両者が交差する際に変化があるのであれば変化の
内容を書き込んでいくと言った形となっている（詳細は付録 A参照）。例えばアーティファクト Aに対して内
的要因（単純な時間経過）を適用した場合、アーティファクト A が冷めることが想起される場合、アーティ
ファクト Aはそのような変化の特徴を持つということである。

Process

アーティファクト

状態2

アーティファクト

タイプ

状態1

外的・人的要因

外的・人以外の要因、

もしくは内的要因

図 4.6 状態変化が起こる要因

表 4.1 状態変化の洗い出しマトリクス

内的要因 外的（人的）要因 その他外的要因
アーティファクト A 冷める
アーティファクト B 減る ほこり
アーティファクト C 移動する、指紋が付く

・
・
・

4.5.3 状態変化の種類

状態変化の枠組みを用いて、アーティファクトの状態変化を推測した。また、状態変化の外的要因、特に人的
要因を観察するために、和風チェーンレストランにおいてどのような提供プロセスを辿るのか、インタビュー
調査を行った。状態変化の種類とその出現回数、状態変化の具体的な要因、要因が内的なものか、外的なもの
か、外的であれれば人的かどうかを記述し、表 4.2にまとめた。最も多かった状態変化の可能性は外的要因で、
時間がたつことによるほこりの付着であった。次いで人が手で触ることによる指紋の付着や、料理を提供した
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結果としての脂汚れや、消耗品を使用した結果としての残量の低下など、人的要因が状態変化の多くを占めた。

人的要因の次によく見られたのは内的要因であり、時間経過による温度の変化や水垢の付着などであった。
ほこりや指紋などの汚れは店舗においてある「モノ」や顧客の手に届くところにある「モノ」なら共通してみ
られる状態変化である一方、茶渋や水垢、お釣りの残量などは熱茶のポットや水差し、レジに固有の状態変化
であった。人的要因以外の外的要因は「ほこり」と「温度・湿度の変化」の 2つに留まり、洗い出された種類
は少なかったが、「ほこり」の出現回数は 236回とかなり多くのアーティファクトについて見られた。

4.5.4 状態変化への対応必要性評価手法

状態変化に対応する必要があるか否かは、顧客がその状態変化を気にするか、従業員の作業に影響するか等
で決まる。この場合、対応の判断基準は気にする顧客の数などではなく、気にする顧客の存在そのものや、店
舗が目指すブランドに合わせることが望ましい。例えば店舗の看板にほこりが積もることに対して、100人中
99人の顧客が気にしないとしても、1人の顧客が気にするのであれば、検討の余地がある。食品を提供するブ
ランドとして清潔さなどに重きを置くのであれば、ほこりの存在は許すべきではないだろう。ただしその対応
頻度やどのように対応するかは、対応するか否かとは別の問題である。以下、状態変化への対応必要性評価の
手順について説明する。また、具体例は表 4.3のようになる。状態変化の対応必要性評価の全体像は付録 Bに
追加する。

1. 状態変化の種類の洗い出しまでを完了しておく。
2. 状態変化の頻度を検討する。状態変化の頻度は「回：t（1 度の食事で 1 回は発生）、時間：h、日：d、
週：w、月：m、年：y」などに数字を組み合わせて記述する。

3. 状態変化一つ一つに対して、顧客もしくは従業員への影響を検討する。アーティファクトの特徴と照ら
し合わせて検討する必要がある。

4. 状態変化一つ一つに対して、影響度と発生可能性、対応の手間を考慮して対応必要性あり・なしを決定
し、記述する。

5. 対応必要性あり・なしへの理由づけを記述する。

表 4.3では、手順 4で述べたような影響度などは数値として算出されていない。アーティファクトの状態変
化約 400項目に対して対応に関する理由付けを行った結果として、サービスへの影響についていくつかの候補
が挙がった。以下に主立った特徴を紹介する。

• 従業員、顧客、もしくはブランドイメージ（不特定の顧客）に影響がある場合を想定する。
• 状態変化の頻度から、事象がどのくらいの頻度で発生するのか把握する。
• 従業員への影響は作業の遂行難度、状態変化に対応する際の手間、対応しなかった場合の影響などから
考える。（例：No.43ボールペンなど）

• 顧客への影響は顧客にとっての利便性や快適性から考える。（例：No.58熱茶ポットなど）
• ブランドイメージへの影響は、店舗が目指す雰囲気との合致具合や、清潔面などから考える。（例：
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表 4.2 レストランにおける状態変化の分類

状態変化 出現回数 具体的要因 要因分類
ほこり 236 時間がたつ 外的
指紋 153 人の手に触れる 人的
脂汚れ 86 食事を乗せる、こぼす 人的
残量 27 使われる 人的
使用済 18 拭く、封を切るなど 人的
移動 13 場所が変わる 人的
泥 6 外から持ち込む、移動する 人的
土埃 6 外から持ち込む、移動する 人的
寿命 5 使い続ける 人的
冷める 5 時間がたつ 内的
水垢 4 濡れた状態で放置する 内的
使われる 4 着席するなど 人的
開く 2 栓を開く 人的
乾く 2 時間がたつ 内的
減る 2 使用する 人的
呼出 2 ボタンを押す 人的
積載 2 料理を積む 人的
茶渋 2 時間がたつ 内的
粘り 2 粘着性のゴミを捨てる 人的
お釣り 1 会計する 人的
インク 1 使用する 人的
ポット数 1 持っていく 人的
レシート 1 会計する 人的
温まる 1 時間がたつ 内的
温度・湿度 1 外部との温度差や天気 外的
玩具 1 プレゼントする 人的
消費期限 1 時間がたつ 内的
曲の変更 1 時間がたつ、選曲する 人的
増減 1 補充する 人的
伝票入り 1 伝票を入れる 人的
枚数 1 予約帳に記入する 人的
満タン 1 ゴミを捨てる 人的
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表 4.3 状態変化の対応理由（一部抜粋）

No. Artifact 対応必要性 状 態 変 化
(t,h,d,w,m,y)

対応必要性の理由

25 ショーウィンドウ 指紋：あり 1d 顧客が注視するタイプのアーティ
ファクトである。顧客、特に子供
の手に届くところにあり、透明な
素材の都合上、指紋が目立ちやす
いため、こまめな対応が必要とな
る。

43 ボールペン
指紋：なし 1t 誰もが触ることが前提となってお

り、また対応そのものが従業員の
手間を格段に増やすため、最小限
に留めるべきである。

インク残量：
あり

1m 業務の進行に差し障るため、対応
可能にしておく必要がある。

58 熱茶ポット

ほこり：なし 1w 毎日使用されるものはほこりが積
もりにくい。

指紋：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、
対応する必要がある。

脂汚れ：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、
対応する必要がある。

茶渋、水垢：あ
り

1d 顧客が手に取って使用するので、
対応する必要がある。

冷める：あり 3h ポットの性能にもよるが、熱茶で
あると言えるレベルを保てるよう
に、対応する必要がある。

残量：あり 1h 残量に応じて対応する必要がある。

96 カウンター

ほこり：あり 1w 顧客が会計を行う場所であり、会
計を行う間、顧客の目線が動く場
所でもある。店舗のイメージに関
わるため、対応する必要がある。

指紋：なし 1t 木製で指紋は目立たない、テーブ
ルに指を置くことも少ない、ほこ
りに対する対応と同時で問題無い
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No.25ショーウィンドウ、No.96カウンターなど）

4.6 アーティファクトを設計に組み込む効果

これまでのフードサービスに関する先行研究では、サービス価値創出のための提供者・受領者の視点でのプ
ロセスや待ち時間を中心に設計が行われてきた。これによりサービス提供者と受領者のプロセスの関係なども
可視化され、サービス価値創出において重要な顧客側のプロセスについて議論できるようになった。しかしな
がら、サービス受領側がどのようなアーティファクトに注目し、どのような影響を受けるかを設計しておかな
ければ、設計した通りにサービスが受け取られる保証がない。前節では、食事中の顧客の発言を分析したこと
により、顧客がどのような事物に着目していたかが判明した。顧客が食事中に注目していた事物として、店内
の設備、提供、料理、注文、待ち時間、調理、他客からの臭いが見つかった。このうち店内の設備、料理、他
客からの臭いなどがアーティファクトとして分類された。これらのアーティファクトは顧客視点で注目されて
いた要素であり、少なくとも顧客の意識に挙がるほどには、顧客に影響を与えていたと言える。

顧客に影響を与える要因なのであれば、それらは設計に組み込まれなくてはならない。そこで長島らの動画
データをもとに、実験対象となった飲食店での食事の様子を PCN Diagramを用いて図 4.7～図 4.12のように
描画した。各図には、顧客のプロセスの横に具体的な発言を表示し、その発言がどの分類に属したかを赤字で
記述している。食事の様子の中で特徴的な部分を抜き出すために、顧客の発言がみられた部分が集中的に描画
されている。顧客の発言は、店内の設備、提供、料理、注文、待ち時間、調理、他客に言及する内容のみが扱わ
れている。PCN Diagramによってサービスを表現すると表現量が膨大になるので、PCN Diagramはいくつ
かのフローに分割されて表現されている。図 4.7は商品の選択時、図 4.8は注文時、図 4.9は注文後の待ち時
間、図 4.10は提供時、図 4.11は食事時、図 4.12は会計時を表している。レストランのサービス提供における
登場人物はサービス提供側（図 4.7～図 4.12では Restaurantと書かれたドメインを指す）では従業員が 1人
と、サービス受領側（図 4.7～図 4.12では Customerと書かれたドメインを指す）では顧客が 2人である。た
だし、PCN Diagramは「顧客 2人」のように同じ主体に属する異なる人物を区別する描き方を持たない。そ
こで顧客 2人については、縦向きの点線でドメインを区分けすることで各々の顧客の区別がつくようにした。
以上のような発言と分類付きの PCN Diagramを用いて、PCNの概念にアーティファクトを組み込むことで
設計がどのように変化するか検証していく。

図 4.7において、メニューを取り出すプロセスやページをめくるプロセスにおいて、「メニューが２つある。
２つあると良いな」「クリスマスと書いてあるがそういう店か？」という顧客の発言は、メニューに向けられた
ものである。この種類の発言は、図 4.9のタイミングでも見られるこれらのシーンに共通して、顧客の発言は
メニューの数や特徴について言及している。つまり、メニューを設置する際には何冊用意し、外装や内容をど
のようにするかといったことを顧客側のプロセスに合わせて設計しておく必要があるということである。この
ように PCNにアーティファクトの情報を組み込むことによって、プロセスと関連付けてアーティファクトの
数や特徴について議論が可能になる。

また図 4.8において、注文のあとに机の上に髪の毛が落ちていることに対し、「机の上に髪の毛が落ちてい
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図 4.7 「商品の選択」における PCN Diagram（長島らの実験より）

図 4.8 「注文」における PCN Diagram（長島らの実験より）
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図 4.9 「待ち時間」における PCN Diagram（長島らの実験より）

図 4.10 「提供」における PCN Diagram（長島らの実験より）
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図 4.11 「食事」における PCN Diagram（長島らの実験より）

図 4.12 「会計」における PCN Diagram（長島らの実験より）
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る。ちゃんと拭いてあったのだろうか」という発言が見られる。顧客が髪の毛の存在に気付いたのは注文後、
料理を待ちながらお茶を飲んでいる時であり、机がプロセスの対象となった時ではない。顧客を待たせている
間、彼らが時間を潰すために周囲の情報を収集しようとすることは半ば必然的であり、それに伴って視線は
様々な場所へ向けられ、普段は気付かないような汚れやゴミなどにも気づいてしまう。このためサービス設計
の段階で、顧客に見てもらうためのアーティファクトも作り込んでおく必要がある。机の上に髪の毛が落ちて
いたというような件では、落ちている髪の毛がアーティファクトとしてもともと設計されるということは考え
にくい。よってこの場合、アーティファクトとして設計されるのは髪の毛ではなくそれが乗っていた机や机を
拭くための道具であると考えられる。そのためには机を拭くというプロセスを従業員側に設計するだけでな
く、店内の設備である机はどのような状態であるべきかが定義されていなければ、こうした問題の再発を防止
できる保証は無い。このように、アーティファクトを設計する際、その特徴やプロセスにおいてどのような機
能を発揮するかのみを設計すればよいのではない。アーティファクトのあるべき状態と、オペレーションの中
で変化し得る状態が把握されている必要がある。さらにアーティファクトの影響はプロセスの対象となった時
にのみ発生するのではなく、サービス提供の場に存在しているだけで効いてくる場合も存在する。よって、顧
客が滞在し、知覚できる空間にどのようなアーティファクトが存在するか表現できるようにしておく必要が
ある。

図 4.12を観察して得られるもう 1つの発見は、顧客の発言が従業員による接客のタイミングでは見られな
い点である。顧客は程度の差はあれサービスに対する文句を従業員に直接言わないままに、2度とその店に来
ない可能性がある。このことは、顧客は非接客時にもアーティファクトによってサービス価値を創出している
ことを示唆している。実際のところ、レストランにおけるサービスでは、接客の時間的割合は全体の 10%に
満たない。長島らの実験における実接客時間は、最初の案内で 28秒、お茶を提供するのに 5秒、注文を聞く
のに 37秒、料理を 2回に分けて提供するのに 10秒と 14秒、会計に 42秒、合計 2分 16秒である。

この時食事にかかった全体の時間が約 30 分であるから、実接客時間の全体の食事時間に占める割合は約
7.6%である。接客をしていない間、顧客は周囲の環境に影響され、周囲の「モノ」を用いて価値を創出する。
非接客時に価値創出に失敗すれば、たとえ顧客側の勘違いや不手際によって発生した失敗であっても、サービ
ス価値の低下は免れない。このため、サービスを計画通りに提供するには、接客時だけでなく非接客時におけ
る顧客側のプロセスに沿ったアーティファクトを準備し、サービス環境を構築しておく必要がある。

レストランでは、多くのアーティファクトが存在する。例えば設備やインテリア、家具などである。携帯電
話など、顧客が個人的に所有しているものや、髪の毛でさえも、アーティファクトに含まれる。香りや BGM、
景色や日光など、保存しておくことや所有することができないものもアーティファクトに含まれる。アーティ
ファクトは、顧客がサービスの空間に入った時からそこに従業員が居るか居ないかにかかわらず顧客に影響を
与える。それ故に、従業員が接客をしていない間にアーティファクトが顧客に与える影響もサービス提供者は
考慮しなくてはならない。これはすなわち、アーティファクトを通じて顧客にどのような影響を与えるかを決
めるということであり、サービス設計に関わる問題である。

これまでに紹介してきたサービス設計では、従業員や顧客のプロセスが主に扱われていた。それはサービス
が買い切りの製品と比べ人に依存する割合が高いため、そうした部分を切り離して考えることができないから
だと考えられる。これに加え、顧客が行動する際にそこにあるアーティファクトが顧客にどのような効果を与
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えるかという視点でも、サービスを設計する必要がある。アーティファクトは、時にそれに対する直接的な評
価という形で、また時にはアーティファクトを用いた結果として、顧客の価値創出に影響を与える可能性を有
する。顧客価値を顧客の期待値よりも高く維持するためには、アーティファクトの顧客への影響をコントロー
ルすることが不可欠である。このため、アーティファクトが顧客にどのような影響を与えるか、サービスプロ
セスとどのような関わりを持つのかが、設計される必要がある。

4.7 章のまとめ

本章では、サービス設計に新たに加えるアーティファクトという概念の理解を補助するために、既往研究
や実店舗での調査から得た情報を参考に定義を行った。また、アーティファクトがサービス設計手法である
PCNに組み込まれることによってどのような議論ができるようになるかを検証した。そして既往研究から À

有形（定形・不定形）な「モノ」を含む、Á 店舗や顧客などサービス参加者がもたらす、Â サービスに対する
顧客価値に影響を与える、という定義を行った。この定義を実店舗で顧客が着目していた項目に適用したとこ
ろ、店内の設備、他客の髪の毛、他客からの臭いなどが定義によって説明された。提供、料理、注文、待ち時
間、調理などサービスプロセスに関する発言もサービス提供側がもたらしかつ不定形（出来事）のものとして
説明されたため、プロセスとの線引きは曖昧になった。この点に関しては、アーティファクトは人為的な「モ
ノ」であるから、Ã ヒトそのものとその行動は含まれないという定義が必要になる。アーティファクトの状
態変化に関しては、その種類が汚れや移動、残量や使用中かどうかなど、いくつかのパターンとして見ること
が可能になった。そしてその変化要因が内的要因、外的要因、外的要因の中の人的要因というように整理され
た。状態変化に対応する必要があるかどうか判断する基準に関しては、アーティファクトの一つ一つが個別の
機能・使い方を有しており、一概に言えない面があるが、大きく以下の５つに統合された。

• 従業員、顧客、もしくはブランドイメージ（不特定の顧客）に影響がある場合を想定する。
• 状態変化の頻度から、事象がどのくらいの頻度で発生するのか把握する。
• 従業員への影響は作業の遂行難度、状態変化に対応する際の手間、対応しなかった場合の影響などから
考える。（例：No.43ボールペンなど）

• 顧客への影響は顧客にとっての利便性や快適性から考える。（例：No.58熱茶ポットなど）
• ブランドイメージへの影響は、店舗が目指す雰囲気との合致具合や、清潔面などから考える。（例：
No.25ショーウィンドウ、No.96カウンターなど）

アーティファクトの設計への導入効果に関しては、まずプロセスと関連付けてアーティファクトの数や特徴
について議論が可能になった。その際、アーティファクトがプロセスに与えるべき影響はアーティファクトの
あるべき状態によって標準化される。その状態を維持するために、オペレーションの中でアーティファクトの
変化し得る状態が把握されている必要がある。また、アーティファクトがプロセスで用いられている時だけで
なく、待ち時間における顧客の視線の移動によって注目され、影響を与えることも分かった。以上のことから、
アーティファクトが顧客にもたらす影響について議論するために、アーティファクトの関係構造や状態変化を
表現する設計手法が必要だと判明した。アーティファクトの設計手法には、
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1. アーティファクトの特徴を描画するための構造が必要である。
2. アーティファクトとサービスプロセスの関係を表現するための構造が必要である。
3. アーティファクトが顧客に提供されるうえであるべき状態が定められている必要がある。
4. アーティファクトのあるべき状態が変化し得る状態が特定され、対応策が講じられる必要がある。

アーティファクトの概念を組み込んだ設計手法はこれらの要件を満たしている必要がある。次章ではアーティ
ファクトの特徴や設計手法の要件を受け継ぎながら、アーティファクトの表現手法及びサービスの設計手法の
開発を行う。
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第 5章

アーティファクト設計手法の開発

5.1 はじめに

第４章ではサービスを提供する「モノ」としてアーティファクトの概念を提案した。しかし新たな「モノ」
の見方を提唱しても、それをどのようにサービスの中に組み込むのか、イメージや議論ができなければ導入は
難しい。サービスのシナリオを検討するうえで緻密な設計図は必要ないにしても、要素をイメージし、議論す
るための表現方法はあったほうが意思疎通が図りやすい。そこで第５章では、アーティファクトがサービスの
シナリオとどのように関連を持つのか表現するために、アーティファクトの概念を組み込んだサービスの設計
手法を開発する。この設計手法はサービスの主体を従業員や顧客など複数捉え、さらにアーティファクトがど
のようにサービスに関連するのかを表現するものである。アーティファクトが顧客や従業員にもたらす影響を
コントロールするためには、それらの関係構造を可視化してサービスを設計することが不可欠である。

関係構造とは、アーティファクトとプロセス、及びアーティファクトの状態変化の関係が可視化される構造
のことである。可視化された構造の中から、あるべきアーティファクトの姿を設計し、標準から外れてしまう
事態に対応を練っておく必要もある。アーティファクトの状態変化についてはアーティファクトを定義する段
階で触れられているため、アーティファクトとプロセスの関係構造の中で状態変化を表現する手法を紹介す
る。サービスを設計するための土台となる構造には、Sampsonの開発した Process Chain Network[12]を援
用する。その援用箇所は、PCNの持つ Entity、Domain、Processなどの概念であり、サービス参加者の行動
を関係の強さを表現しながら描画することが可能である。サービス設計手法に関する研究は PCN 以外にも、
Lovelockが基本的なフローチャートをより精緻化した Service Blue Printなどを紹介している [11]。ここで
PCN を引用する理由は、Sampson が多様な分野におけるサービスの定義に関する研究を統合して、Unified

Service Theory（UST）とし、そこに Service Blue Printの肝である顧客視点も含まれていることが挙げられ
る。[47] また、PCN が UST の発表後に開発された手法であり、UST の内容を反映していること、さらに、
PCN を図示するための解説が詳細かつ豊富であることが挙げられる。よって本章で紹介するアーティファ
クトの関係構造を描画するツールは、PCNを拡張したという意味で、Extended Process Chain Networkと
呼ぶ。
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5.2 アーティファクトの描画ルールとプロセス関係構造

PCN は可視化対象として Entity と Process を想定している（設備資源などの設定は任意）。Entity とは
サービス参加者、Processはサービス参加者が取る行動を意味し、お互いの行動範囲を示す Domainを隣接さ
せる。Domain内には Processが配置され、相手の Domainに近い場所に Processを設置するほど、サービス
参加者どうしの関係の強さを表現できる。このため、アーティファクトが影響を及ぼすという機能はもともと
持ち得ない。アーティファクトに関して設計者の発想や設計者間での議論を補助するためには、アーティファ
クトの存在やサービス参加者との関係構造を可視化することが不可欠である。したがって、アーティファクト
を可視化対象として PCN に組み込む必要がある。アーティファクトの可視化は、サービスプロセスが進展す
る場所にアーティファクトが存在するという事実を認識させることから始まる。このためにアーティファクト
を描画するための形が必要となる。

さらにアーティファクトを洗い出すための補助的な視点が必要であり、ここには第 3章で得られたアーティ
ファクトの定義を引用する。アーティファクトの定義は À 有形（定形・不定形）な「モノ」を含む、Á 店舗や
顧客などサービス参加者がもたらす、Â サービスに対する顧客価値に影響を与える、の 3つである。アーティ
ファクトの存在に具体性や臨場感を持たせるために、ある時点でのアーティファクトの状態がサービスの進展
に伴って変化することも表現する。例えば、店内の備品はある時点では新品であり十分な量が存在するが、時
間経過や使用によって劣化・減少・摩耗する。また、食事を終えた客席の椅子は、たとえ顧客が座らなかった
椅子でも食べ物が落ちている可能性がある。このようなアーティファクトの状態変化をサービス設計時に示唆
し、それに応じた対応策を設計することで、計画からのズレを低減させることができる。しかしながらこうし
た影響は際限がないため、ズレへの対応は優先順位を設けて検討されるべきである。

以上のような機能を追加された PCN が Extended Process Chain Network（EPCN）である。EPCN に
は、アーティファクトを表現するボックスを新たに追加する。加えて、アーティファクトの状態変化を表現す
るために、IDEF0に代表されるシステムモデルが基本としている、インプットとアウトプットの概念を採用す
る。IDEF0においてはインプットされたものがアクティビティによって変換され、アウトプットとなる（文献
[48]）。これを図 5.1のように、アーティファクトの状態 1（インプット）が顧客や従業員の行動（アクティビ
ティ）によって変換され、状態 2（アウトプット）となるというように表現する。アーティファクトの特徴は
以下の通りである。

1. アーティファクトには、サービス提供の場を形成している「モノ」が含まれる。店舗資源である料理、
テーブルや食器、顧客が持つ携帯電話も含まれるほか、BGMや香り、日光や風景などのように所有も
しくは保存ができない「モノ」もサービスの提供計画に組み込むのであれば、アーティファクトとして
考える。本論ではアーティファクトの組成を網羅できなかったため、店舗がコストをかけた資源に抽出
を留めている。

2. アーティファクトのボックスには名前を記入するほかに、特徴や分類を記述する欄と、状態を表現する
ための欄を持つ。
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3. 特徴や文対の欄はアーティファクトが初めて登場する時に記述する。
4. 状態の欄には、Artifactの数や形状や温度など、顧客や従業員に影響する内容が記入される。
5. アーティファクトの状態がサービスに与える影響を表現するために、アーティファクトがプロセスへ入
力された結果として、入力前とは異なる状態で出力される構造が存在する。ただし関連するだけで状態
が変化しない場合もある。

6. アーティファクトは、EPCNのドメインの部屋の中に置かれる。PCNと異なり、アーティファクトを
配置するための Placeと呼ばれるドメイン存在する。従業員と顧客で共有される場所には両者がコミュ
ニケーションを取る際に関係するアーティファクトが置かれ、それ以外の場所には直接のコミュニケー
ション抜きで関係するアーティファクトが置かれる。

Process2

Process1

アーティファクト

状態2

アーティファクト

タイプ

状態1

使われる

使われる

図 5.1 アーティファクトとプロセスの関係構造

5.3 Extended Process Chain Networkの開発

PCNに組み込むアーティファクトとプロセスの関係構造が明らかになったことで、PCNを拡張する準備が
整った。アーティファクトの描画機能が拡張された PCNを、Extended Process Chain Networkと呼ぶこと
にする。ここでは、EPCNがどのような要素で構成されるのか、PCNとの違いを含めて説明し、要素どうし
がどのように組み合わされるのか、EPCNの全体構造を紹介する。

5.3.1 EPCNの構成要素

EPCNは PCNが持つ主体、プロセス、アロー、ドメインの機能は維持しつつ、アーティファクトの可視化
機能を拡張されている。よって基本的な機能は PCNと共通である。ただし、アーティファクトの概念を追加
するに当たり、アーティファクトが置かれるドメインを作成する必要があるため、ドメインに変更がなされて
いる。さらに、アーティファクトとの関連を表すための専用のアローも新たな機能である。以下に EPCNの
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構成要素の詳細を記述する。

• 主体（図 5.2）
PCNにおいても EPCNにおいても、主体（Entity）の存在や意味は変わっていない。主体は三角形の
屋根の形状をしたボックスで表現され、ボックス内に書き込まれた名前がサービスの参加者を表す。屋
根の下にはドメインが形成され、ドメイン内で行われるプロセスや存在するアーティファクトはすべて
主体のものである。

Customer

Restaurant

図 5.2 主体

• プロセス（図 5.3）
プロセスは主にシンプルな長方形のボックスで表現され、主体によって行われる活動を意味する。
EPCN におけるプロセスは、いくつかのバリエーションが省略されている。PCN において見られた
「待ち時間」という固有プロセスは、PCNにおいてはその時間をどのようなプロセスで過ごすかを表現
するため、通常のプロセスで置き換えられた。また、「注文」や「開発」はその不確定さから角の丸い
ボックスで表現されていたが、今回のアーティファクトの影響を探る上でキーポイントではなかったた
め通常のプロセスと同じ表記法を取った。今回のプロセス表現の省略は、EPCN描画の簡略化という意
味合いが強かった。これらの省略は今後研究を進めるにあたり、改めて仕様に取り込む可能性もある。
プロセスは基本的に 1つの動詞と 1つの名詞（目的語）の組み合わせで記述する。しかしながら、サ変
動詞のように、動詞単体で意味の通じるプロセスも存在するため、「何をするか」が明らかであれば「動
詞＋目的語」という制約に準ずる必要はない。

Seat 

customer

Create 

order

Wait

Develop

recipes

省略 継続

図 5.3 プロセス

• アロー（図 5.4）
PCNにおいて、アローはプロセスからプロセスへと繋ぐように記述され、サービスプロセスの進行を
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表している。EPCNでは、アローの種類が 2種類になる。1種類目は、従来通りプロセスからプロセス
へとつながる線であり、PCNとの変更点は、アローが実線ではなく点線で描かれるようになった点で
ある。2種類目は、アーティファクトからプロセスへ、またプロセスからアーティファクトへ繋がる赤
い破線である。この赤い破線の指し示すところは、インプットだけであれば、単純にそのアーティファ
クトがプロセスで用いられることを表す。アウトプットにおいては、用いられたアーティファクトが状
態変化していることを表す。

プロセス用アロー

アーティファクト用アロー

図 5.4 アロー

• アーティファクト（図 5.5）
アーティファクトは EPCNで追加された概念である。サービス設計者がサービスとして提供環境に組
み込む要素がアーティファクトであり、店舗の資源だけでなく顧客側の資源や、公共のものも含まれる。
また、匂いや景色、音楽などもサービスの構成要素として扱うのであれば、アーティファクトに組み込
まれる。アーティファクトは 3つの行を持つボックスで描画される。アーティファクトを識別するため
の名前は 3つの行の内一番上の行に書かれる。アーティファクトが誰に帰属し定型か不定形化というよ
うな、アーティファクトの特徴や分類を理解するための補助的な情報はタイプと呼ばれ、ボックスの 2

段目に記述される。タイプはアーティファクトを洗い出す際に用いられるアーティファクトの定義のこ
とである。アーティファクトの位置や数量、温度などの状態は、ボックスの一番下の段に記述される。
もし任意のアーティファクトが一度でも EPCNの中で記述されている場合、そのアーティファクトを
もう一度記述する場合は、タイプをもう一度書く必要はない。よって図 5.5の右側のアーティファクト
のように、2段の構造で描画される。

アーティファクト

状態2

アーティファクト

タイプ

状態1

初めて描画する時 2度目に描画する時

図 5.5 アーティファクト

• ドメイン（図 5.6）
ドメインについては PCN も説明されているように、主体の下に展開され、各主体が持つ自身のエ
リアである。よってドメインは主体と同じ数だけ存在する。ドメイン内にはプロセスやアーティ
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ファクト、それらを繋ぐアローが設置される。ドメイン内には、Direct Interaction(Dir.)、Surrogate

Interaction(Sur.)、Independent Processing(Ind.)と呼ばれる部屋が存在し、プロセスはこれらの部屋
のどれかに設置される。EPCNには、ドメインが提供する各部屋に加え、Placeという部屋が用意され
ている。Placeは Dir.Sur.Ind.の 3つの部屋を挟むように存在し、Dir.側に設置された場合はそれが顧
客と共有される場所であることを意味する。Ind.側に設置された場合は、バックヤードなど、通常顧客
に見せない予定となっている場所を意味する。Placeにはアーティファクトが設置される。

Place Ind. Sur. Dir. Place

主体

ドメイン

図 5.6 ドメイン

5.3.2 EPCNの概念図

アーティファクト概念の拡張により、EPCNにおけるいくつかの機能の接続方法が変化した。EPCNで用
いられる主体、プロセス、アロー、ドメインの機能は、図 5.7のように家が軒を連ねる形で描画される。この
EPCN は、和風チェーンレストランで店長を務める従業員にインタビューして作成したものである。アロー
によるプロセスどうしの接続に関して、アローの始点に接続されたプロセスは、アローの終点に接続されたプ
ロセスよりも先に実行される。プロセスは進行するにしたがって下方向へ垂直に伸びていく。このウォーター
フォールの構造によって時間の流れを表現する。プロセスとアローが連続で置かれることによって、一連の行
動が形成される。この行動は主体ごとに存在し、干渉し合わない行動どうしは並行的に実行される。干渉しな
いことが分かっていても、プロセスとしてどちらを先に終わらせるべきかはっきりしている場合は、先に終わ
らせたい行動を縦方向で先に記述する。

行動どうしが干渉しあう場合、主体どうしがプロセスを共有する場合や、一方のプロセスが終了しなければ
相手側のプロセスが開始できない場合は、異なる主体のプロセスどうしであっても、点線によって接続するこ
とで先行関係を示す。アローによるアーティファクトとプロセスの接続に関して、赤い破線によってアーティ
ファクトがプロセスにインプットされ、その後アウトプットされた場合、状態の変化が起こる。状態変化が発
生した場合、インプットされたアーティファクトとアウトプットされたアーティファクトを区別するために
別々に記述する。状態変化が起こらない場合はインプットのみを表記する。また状態の変化は、時間経過に
よっても発生し、その場合はプロセスへのインプットを経ることなく直接アーティファクトから次の状態の
アーティファクトへと破線を接続する。例えば、閉じられた状態を持つメニューというアーティファクトが顧
客によって読まれるというプロセスにインプットされた場合、開かれた状態のメニューというアーティファ
クトがアウトプットされる。図 5.7において Placeは、Customer側とWaiter側、さらに両主体の中間に存
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在する。両者の中間、すなわち Direct Interaction側に位置する Placeは、そこに置かれるアーティファクト
が、主体どうしで受渡しを行ったり、双方が操作可能であったりすることを意味する。図の両端、すなわち
Independent Processing側に位置する Placeは、そこに置かれるアーティファクトが、他の主体には使用され
ないことを意味する。

図 5.7 EPCNの全体像

5.4 EPCNの作成手順

EPCN によるサービスの設計ではサービス参加者やプロセスなど、アーティファクト以外の要因が先に決
定され、サービスプロセスに応じたアーティファクトが決定される。これらのインプットする情報を特定する
際、始めから図を描こうとするのではなく、まずは表などにまとめることを薦める。そのほうがデータとして
扱いやすく、後から必要な情報を付け足したり、修正したりしやすいためである。アーティファクトやプロセ
スを特定したら、描画される EPCNを適切なサイズに保つために、サービスプロセスとアーティファクトの
分類が行われる。プロセスの進行具合やアーティファクトが置かれる場所によって複数シーンの EPCNを作
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成することで、EPCNを描画する際にサイズが大きくなり過ぎるのを防ぐことができる。ただしこれは管理面
での都合であり、大きな用紙を一枚だけ広げてすべてのサービスプロセスとアーティファクトを描画していく
ことが問題を生むわけではない。

次にアーティファクトとプロセスの関連付けを行う。アーティファクトはプロセス内で使用されるという形
でサービス参加者に影響を与える。この作業もアーティファクトとプロセスによって作られたマトリクスで行
うことを薦める。アーティファクトがサービス参加者に影響を与えるということは、同時にアーティファクト
もサービス参加者から影響を受ける可能性を示唆する。よって両者の関連付けの次は、その段階で挙げられる
アーティファクトの状態変化を特定して記述しておく。この時点で対応すべき状態変化と対応する必要のない
状態変化が理由と共に明記されているのが望ましい。これらの作業を終えれば、EPCN を描画する準備が整
う。特定された主体とプロセス、アーティファクト、それらの分類、アーティファクトの状態変化を描画し、
EPCNを作成する。

5.4.1 インプットとなる情報の設定

まず始めに、EPCNにインプットされるべき「主体」「プロセス」「アーティファクト」の 3つを特定する。
サービスの構想からサービス提供の場に居ることが想定される主体及び彼らの行動を意味するプロセス、そし
て彼らが過ごす環境に存在するアーティファクトを特定する。

インプットする情報の特定はゼロからでも、既存の店舗を元にした情報でも構わない。主体はサービス環境
内で活動し、サービスに関する様々な影響を与える役割を持つ人を指す。例として、従業員や顧客、場合に
よっては店舗をサポートする立場の取引先なども主体として表現される。サービス設計者はこれから設計仕様
としているサービスの範囲と主要な関係者を考慮して、主体を選ぶ。

プロセスは主体によって実行される活動のことであり、出来事を商品にするサービスとって重要な設計項目
である。プロセスは従業員ごと、顧客ごとに洗い出していき、先行関係や並列関係を持った構造で構成される。
プロセスの単位は基本的には動詞によって区切られ、しばしばそれが対象とする名詞を伴って記述される。一
つ一つのプロセスの粒度（細かさ）は粗すぎず、細かすぎず、目的に合ったサイズが望ましい。

アーティファクトの名称がプロセスのボックス内に記述されることもある。アーティファクトは什器・家具、
備品、設備、道具、景観など、店舗で提供されるサービスに含まれればすべてこれに該当する。洗い出しの際
には、漏れをできる限りなくすために、「入口、客席、会計」「天井、壁、床」などのように洗い出す場所を決
めておく。アーティファクトを記述する際は、アーティファクトを使用または管理する際の最小単位で記述し
ておくとよい。例えば「客席」というアーティファクトはテーブル上にある調味料や備品を管理するには大き
すぎる括りであるし、1本の箸とういのはそれだけでは機能として成り立つと考えにくいため、1膳（2本）で
考えるのが妥当だろう。

複数のアーティファクトが集まることによって別の名称に変化する場合、例えば料理は特に食器類と食べ物
を組み合わせることで料理として提供されるが、そのような場合はまず最小単位まで記述し、その上でより上
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位の階層構造で名称を説明する。主体とプロセス及びアーティファクトを洗い出した例を図 5.8 に示す。図
5.8の右上の行には、サービスに関わる主体である従業員と顧客が 2人分記述されている。各行ごとに、列が
右へ進むにつれてプロセスが進行している。従業員と顧客のプロセスとの間で先行関係が存在する場合は、先
行するプロセスがすべて完了するまで後続のプロセスを記述しないで空白にしておく。

アーティファクトは図 5.8では左側に行ごとに記述されている。アーティファクトには番号を振ることで識
別し、飲食店のどの場所に置かれるのか、おおまかな指定を行う。番号による管理のため、同一名称のアー
ティファクトが存在することも可能である。しかしながら識別を容易にするために、アーティファクトの名称
は数字などで即座に判断が付くようにしておくことが望ましい。Placeの欄はアーティファクトが置かれる場
所を示す。Placeの書き方について特に指定は無いが、対応するマップを用意しておくと分かりやすい。

図 5.8 プロセスとアーティファクトの関係マトリクス

5.4.2 プロセスとアーティファクトの分類

サービスは非常に多くのプロセスから成るため、細かく分割しすぎた場合、プロセスそのものの意義を見失
いかねない。また、サービスの一連の流れは短時間であってもプロセスの分割度合いによっては膨大となり、
全体を見渡すことが困難になる。このため、プロセスより一回り大きな区切りとして、バリューチェーンによ
る分類管理を行う。ここではサービスオペレーションのバリューチェーンを、「来店、注文、提供、巡回、支
払、動機づけ」に分類する。

来店 顧客が店舗へ向かうプロセスから始まり、店舗に入って客席に案内されるまでのプロセスを指す。
注文 顧客が入店した店舗で提供されている商品を把握し、従業員に注文するまでのプロセスを指している。
提供 従業員が注文に応じて商品の準備を行い、顧客に提供するまでを指している。また、顧客がセルフサー

ビスを利用するプロセスも提供に含まれる。
巡回 顧客が食事を行うプロセスを含む一方、従業員は不要な食器があれば片づけ、セルフサービスなどの補
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充を行う。
支払 顧客が食事を終え、退店の支度をするプロセスから始まり、支払いを完了するプロセスまでを含む。
動機づけ 顧客の新規来店や再来店を促すプロセスであり、店舗内という制約を受けない。動機づけをサービ

スとして設計するかどうかはサービス設計者の判断とする。

アーティファクトはそれが置かれるドメイン（Place）によって分類される。今回は店舗を「A-数字」の書
き方でいくつかのドメインに分解し、会計と入口などが重なり合うような多機能ドメインや更に詳細に表現し
たいドメインは「B-数字」というように詳細分類を行った。図 5.8では A-4に熱茶ポットが置かれ、A-5から
A-7まではテーブルが設置されている。B-1と書かれたセルフサービスは実際のところ A-7ドメインに設置さ
れているが、ドメインに所属するアーティファクト数を抑える目的で、まとまった機能として判別できたため、
B-1に分割して記述した。例に挙がっているアーティファクトは A-4から A-7、B-1はすべて異なるドメイン
が割り振られている。これは、各アーティファクトが全て任意の異なるエリアに置かれていることを意味して
いる。分類のほかに、アーティファクトが持つ物的特性（材質、質感、消費物なのか貯蔵できるか、目に見え
るか、持ち運び可能か固定型かなど）も重要となってくる。何故ならば、同じ椅子でも据え付けか動かせるの
か、木製かプラスチック製か、クッションはどのくらいの厚みか等によって提供可能なサービスが変わってく
るためである。

5.4.3 プロセスとアーティファクトの関連付け

サービスプロセスで用いられるアーティファクトを設定する。「アーティファクトが用いられているかどう
か」の判定は、そのプロセスに対してアーティファクトが何故必要かを説明することで設定される。理由が
あって存在しているのであれば、そのアーティファクトは用いられていると判断できる。あるプロセスにアー
ティファクトが不可欠であることとは若干違う。例えば、食事において椅子やテーブルが無くても、さらには
フォークやスプーン、箸が無くても食材を食べることはできる。しかしながら、そのようなアーティファクト
を欠いたレストランは日本ではごく少数であると考えられる。飲食店の扱う品目や業態ごとに用意するアー
ティファクトへの理由付けが存在し、食品の摂取において決して不可欠ではなくてもその店のブランドや目指
すところにおいて不可欠であるためにアーティファクトの特徴が定義されている。関連の特定はアーティファ
クトを行、プロセスを列としたマトリクスで行う。サービスシナリオの中で複数の同じプロセスが実行される
場合でも（飲食店でメニューを 2回読むなど）、プロセスが実行された時間で区別する。

プロセスとアーティファクトの関係の有無判定は、Quality Function Developmentで用いられるような「影
響なし（空白）、弱い影響（1）影響あり（2）強い影響（3）」で重みづけとともに行う。この重みづけも、「アー
ティファクトをプロセスで使うから」という漠然とした理由ではなく、何故このアーティファクトである必要
があるのかを理由付けして決めていくことが望ましい。
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5.4.4 状態変化の設定

プロセスと関連を持ったアーティファクトはその前後で状態が変化している可能性がある。また、アーティ
ファクトは時間経過などの要因によっても状態を変化させる。そこで一つ一つのアーティファクトについて、
状態変化の可能性を検討する。状態変化の洗い出しは第 3 章のアーティファクトの状態変化に紹介したよう
に、内的要因及び外的要因（人的要因とそれ以外に分かれる）が存在する。これらの要因から考えられるアー
ティファクトの状態変化は、「汚れ」「消耗」「劣化」「移動」「使用中」などであった。これらの枠組みをもとに
各アーティファクトの状態変化を洗い出し、対応必要性の検討までを行う。

5.4.5 EPCNの描画

前述のステップで用意した情報をもとに、プロセスやアーティファクトの関係を記述する。サービスにおい
て必要なプロセスとアーティファクトが洗い出され、アーティファクトの状態変化も特定・評価された時点で、
今回問題に挙げた部分のサービス設計は完了しているとも言える。それを描画することの意義は、説明や可視
化を可能にするという点である。サービス提供は設計者 1人が行うのではなく、サービス提供のための仕組み
を構築する者や、実際にサービスを提供する者との共同プロジェクトである。このため、どのようなサービス
を提供しなくてはならないかを、他人に説明する必要性が生まれる。サービスの設計を専門としない人々に詳
細な項目を閲覧させ、理解させることは現実的ではない。そこで、EPCNのように図示することで把握しやす
い形で表現する必要性が生まれる。EPCNの描画は以下の手順に従う。

1.主体の描画
サービスに参加する主体を表す三角形の屋根を描画し、主体の名前を書き込む。2主体の場合は横に並
べて描画する。主体が 2つより多くなる場合も横に並べることに変わりはないが、登場シーンが限られ
る場合その時のみ記述してもよい。

2.ドメインの描画
各主体の下にドメインの役割を持つ複数の部屋を描画する。ドメインは、並べた主体の近い側から順に
Place→ Dir.→ Sur.→ Ind.→ Placeというように作成し、最初の Placeは主体間で共有するように記
述する。部屋の並べ方は主体どうしの距離感を意味するので間違えないように注意する。Placeを除け
ば、Dir.が最も近く、Sur.が 2番目に近く、Ind.が最も遠い関係を意味する部屋である。主体が 2つ
の場合、この時点で 2件の家が並び、Placeが 3部屋と Dir.、Sur.、Ind.が 2部屋ずつ存在することに
なる。中央に設置される Placeは、物置のような部屋を 2主体で共有している画になる。

3.プロセスとアローの描画
各主体のプロセスを意味する長方形のボックスと黒い点線のアローを設置していく。プロセスは基本的
に下方へ設置されるほど後行であることを意味するため、下方向へ垂直かつ順番に伸ばしていく。この
順番は異なる主体のプロセスであっても守る必要があり、どちらの主体のプロセスが先行なのか明確に
記述し、並行作業の場合は同じ高さに描画する。ただし実際の作業時間に厳密である必要はなく、あく
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まで先行関係のみを表現する。先行関係は点線のアローによって表現される。プロセスはすべて、Dir.、
Sur.、Ind.のどれかに分類しながら配置する。分類方法は PCNの基準に従う。
Dir.に分類されるプロセスは、他の 2つと異なり主体間で共有されるプロセスでもある。共有されるプ
ロセスではあるが、主体によってやるべきことは異なる。よって Dir.に分類されるプロセスは必然的に
対となる他主体のプロセスを有することとなり、同じ高さで描画される。先行関係もより細かな基準で
設定することになり、Dir.においてはどちらが先にコミュニケーションを始めるかで決定する。顧客の
来店から退店まではプロセス数が膨大であり、巨大な EPCNとなることが予測される。このためプロ
セスのサービスバリューチェーンによる分類に従い、分類ごとに EPCNを描画することが望ましい。

4.Placeの描画
プロセスが配置されると、主体がサービスの進展に伴って何処へ移動するべきか分かる。店舗では場所
によって置かれているアーティファクトが異なるため、Placeには主体の位置を可視化するためのバー
を描画する。バーは 2 部屋ある Place ごとに描画する。場所はプロセスが進行する（アロー）ことに
よって変化するため、アローの描画を境目としてバーに記述する場所の名前も変更する。

5.アーティファクトとアローの描画
アーティファクトを意味する 3 段又は 2 段構造のボックスと、アーティファクトとプロセス、または
アーティファクトと状態変化後のアーティファクトを繋ぐ赤い破線のアローを描画する。アーティファ
クトはそれが使用されるプロセスの付近に描画される。初めてアーティファクトが記述される際、アー
ティファクトは「アーティファクトの名前」「分類や特徴」「初期状態」の 3段構造を取る。初期状態は
アーティファクトがサービスを提供することのできる状態を指し、サービス開始時点では毎回この状態
となっていることが望ましい。初期状態に設定される状態は必要であれば複数項目用意する。アーティ
ファクトが同じサービス提供の間で何回か使用される場合は複数回描画されることになり、その場合
アーティファクトの分類や特徴は変化しないので 2 回目に書く必要はない。よって 2 回目に登場した
アーティファクトは 2段構造を取る。
アーティファクトがプロセスで使用されるという関係はプロセスに対する赤い破線のインプットアロー
で表現される。すなわち、アーティファクトを始点としてプロセスにアローの終点を結ぶ。プロセスで
用いられることによってアーティファクトの状態が変化するという関係は、アーティファクトに対する
赤い破線のアウトプットアローで表現される。すなわち、プロセスを始点として、アーティファクトに
アローの終点を結ぶ。アーティファクトの状態変化はこのように À アーティファクトがプロセスにイ
ンプットされる、Á プロセスからアーティファクトがアウトプットされるという 2段階で表現される。
プロセスにインプットされたアーティファクトが状態変化しない場合は、単にインプットのみを描画す
ればよい。アーティファクトはプロセス（人的要因）以外にも、内的要因や人的要因以外の外的要因に
よって状態を変化させる場合がある。そうした場合、アーティファクトはプロセスに繋がるのではなく、
次の状態のアーティファクトへと直接アローで接続される。この時用いるアローも赤い破線でよい。
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5.5 章のまとめ

本章では、アーティファクトを用いたサービス設計手法の開発を問題として設定し、ヒトだけでなくサービ
スを提供する「モノ」を用いたサービス設計手法を開発するべく、アーティファクトとサービスプロセス、及
びアーティファクトの状態変化の関係構造を設計する手法を開発した。開発にあたってはサービス参加者の
行動を表現するために PCNを転用し、アーティファクトの関係構造を記述する方法を PCNに追加すること
で、Extended Process Chain Network（EPCN）を開発した。EPCNにおいて、アーティファクトはそれ自
身の特徴を示す名前、タイプ、状態の 3段構造のボックスで表現される。またプロセスに対してインプットア
ウトプットのアローで接続される構造を持ち、その前後で状態が変化する場合がある。アーティファクトの状
態変化はプロセスとの関係構造だけでなく、時間経過なども考えられるため、アーティファクトから次の状態
のアーティファクトへとアローを直接つなぐ場合も存在する。こうした特徴を持つサービスの設計手法を開発
したことにより、アーティファクトがサービス提供にかかわるプロセスを表現することが可能になった。これ
の意味するところは、サービスにおけるヒトや「モノ」の役割を議論するための土台が整ったということであ
る。しかしながら、本章で EPCNを用いて表現したサービスは顧客がメニューを見て注文を行うだけであり、
全体のごく一部分である。顧客の入店から退店までの一連の流れを EPCNを用いて表現することで、サービ
スを表現するうえでの制約や得られる知見を明らかにしていく必要がある。本章ではさらに、EPCNを様々な
シーンで利用し、サービスを表現する機会を増やすために、EPCNを使ってサービスの構造を可視化するため
の手順を整理、誰でも手軽にサービスを表現できる状態を目指した。しかしながら手法の普及についてもやは
り、利用方法を明示するだけでなく、実際に一連のサービス提供の様子を描画することで、いわゆるユーザー
エクスペリエンスを高める必要がある。これらの課題は続く第６章で実際のサービスを EPCNを用いて描画
することで対応していく。

本章はアーティファクトの概念を取り入れたサービス設計手法の開発に終始したが、第３章で残った課題で
ある「離職の影響を低減させるアプローチ」とも関連している。第４章で論じたアプローチの要は、いかに
サービス提供におけるヒトへの依存度を下げるかであった。ヒトへの依存から抜け出すための多係として「モ
ノ」が提供するサービスに着目し、アーティファクトという概念を定義してサービスを表現する手法の形にま
とめた。サービス提供のヒトへの依存を下げるということは、今あるサービスを別の形へ変更することを意味
する。このことから、サービスを表現し、評価して改善を行う方法論についても議論が必要である。この課題
については、第６章で実際に提供されたサービスの事例を描画することで得られる知見を活用し、第７章で
EPCNお運用手法として取りまとめたい。
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第 6章

EPCNを用いた描画、分析

6.1 はじめに

サービス提供においては、ヒトだけでなく「モノ」もサービスを提供する可能性がある。「モノ」がサービ
スを提供するという考え方は、離職率の高いフードサービスにおいて教育の手間を省いたり従業員の負担を軽
減させることができる可能性があり、この考え方を実際のサービス設計や提供の現場に持ち込むためにまず、
サービス提供に「モノ」を組み込んで議論するためのフレームワークが必要であった。そこで本研究は店舗に
おいてサービスを提供する「モノ」を「アーティファクト」と定義し、アーティファクトがサービス提供プロ
セスにどのように関連するか表現する手法である Extended Process Chain Network（EPCN）を開発した。
EPCN を用いてアーティファクトとサービス提供プロセスの関連を表現し、議論が可能かどうかを確かめる
ためには、少なくとも顧客の入店から退店までのサービス提供プロセスを EPCNを用いて描画することが望
ましい。そこで本章では、第４章で提唱したアーティファクトが実際のサービス提供プロセスの中でどのよう
な状態変化を経るのか、それに対しどのような対応が必要になるのか、第５章で開発した EPCNがサービス
にとって示唆となる情報を提示し得るかを実際に提供されたサービスを描画することで検証する。しかしなが
ら、サービス提供は顧客や従業員などの人的要素を含む都合上、理想的な実験環境（サービス提供を行う従業
員や提供される顧客が実験であることを意識しなくてよい環境）を用意することは難しい。そこで本研究で
は、EPCNによるサービス描画検証のために、顧客役としての大学生およびサービス提供役としての和風飲食
店チェーンの実店舗に協力を頂いた。提供前に店舗にサービス内容についてインタビューし、実際のサービス
提供を映像で記録、記録を見返して EPCNで表現・分析することで、サービス提供プロセスを改変していく
ための議論に活用が可能かどうか、確認を行った。

6.2 EPCNに期待される示唆と確認方法

本章は第１章での問題提起されたフードサービスにおける学生アルバイトの離職の問題や、第２・３章で課
題として浮かび上がった離職の影響を低減させるアプローチを背景に、第４・５章て提唱し開発したアーティ
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ファクトや EPCNを用いてサービス提供プロセスを描画することで得られる示唆を提示することを目標とし
ている。目標とする示唆には以下が挙げられる。

1. EPCNを用いて一連のサービス提供プロセスを描画することはサービス設計の現場において現実的かど
うか。

2. 第４章で提唱したようなアーティファクトの状態変化を観察し、改善につなげることができるのか。
3. EPCNの中でアーティファクトによるサービス提供について考察し、ヒトが提供しているサービスを代
替させるような議論を行うことができるのか。

本設計手法は評価の段階を含んでいないため、顧客や従業員からのフィードバックは本手法とは別に考える
必要がある。上記の示唆が得られることを確認するための判断材料は EPCNの中に部品として組み込んでい
るため、示唆を得ることを意図して考察を行うことが基本的な確認方法である。以下にインプット取得のため
に本研究でとった手順を示す。

1. 実店舗の選定および説明
2. サービス提供プロセスのインタビューとサービス提供の記録についての段取り
3. 顧客の選定および説明
4. サービス提供プロセスの記録（カメラを設置）

本手法でサービスを表現するうえで必要なインプットは、サービスシナリオの登場人物であるところの従業
員や顧客、実際のサービス提供プロセス、サービス提供に必要な各種備品や商品などである。これらの情報を
観察する手段は実店舗における事前の観察とサービス提供プロセスの調査、およびサービス提供の映像記録で
ある。実際のサービス提供の現場では映像記録が無い状態で描画が必要な場合も考慮し、インタビュー時点で
の情報で一度 EPCNを描画し、その後映像を記録して再度 EPCNを描画することとした。映像記録の前後で
作成した EPCNに想定外の違いが発生した場合は、その対応策についても検討する。

6.3 インタビューベースの EPCN描画

6.3.1 インタビュー概要

検証の第 1段階として、実在する和風レストランのあるべきサービスにあたる内容の調査を行った。表 6.1

はインタビュー概要である。店長に対して 1対 1の対話形式でインタビューを行い、「待機・出迎え、選択、注
文・準備、提供・巡回、会計・動機付け（「動機」は文献 [49][50]より採択）」の大まかな枠組みを提示したう
えで、その中で行われる接客スタッフの業務と顧客の行動を聴取した。表 6.2、表 6.3にインタビューで得ら
れたプロセスを記す。店舗内では顧客が着席した状態で接客を行い、飲み物や取り皿、おしぼりなど一部の備
品に関してはセルフサービスを提供している。インタビューの結果、抽出できた顧客行動は代替案も含めて 37

個、従業員行動は代替案も含めて 48個であった。行動の粒度は”テーブルを拭く”や”ベルを押す”など、何を
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しているか分かる程度であった。その後、店内を写真撮影し、店舗資源の用途についてその都度質問すること
で、行動とアーティファクトの関係を調査した。協力店舗はショッピングモールの４階に位置し、図 6.1の左
上を入口として、四角い部屋の壁側と中央側に客席が用意されている。部屋のうち区画の上側は会計口やキッ
チンとなっている。また、手洗に行くためには店外に出る必要がある。客席数は約 70席で 2人席、4人席、組
み合わせによっては 12人席なども用意できる。一組の顧客が来店した際に関連を持つ可能性があるアーティ
ファクトの数は約 130個であった。

表 6.1 インタビュー概要

調査日時 2013/10/02（水）15:00～17:00の約 2時間
インタビュー協力者 店長

店舗形態 ショッピングモール 4F、チェーン店舗、和風レストラン
営業時間 11:00～23:00

価格 昼夜問わず～999円

図 6.1 店舗見取り図

6.3.2 インタビューからの EPCN描画と考察

インタビューで得られた顧客と従業員のサービスプロセスやアーティファクトをもとに、「来店」「選択」「注
文」段階において EPCNを作成した（図 6.2～図 6.4）。

図 6.2では、左側の家が顧客、右側の家が従業員を表している。図中では、従業員が顧客を客席まで案内す
る際に、「棚（ポット用）」から「熱茶ポット」を１つ手持ちに加えている。この時「棚（ポット用）」のポット
のストックは５から４に減少するため、この後ポットの補充が必要だと分かる。図 6.3では、顧客のみが行動
しており従業員のプロセスは見られない。ここでも同様に湯呑や水差し、おしぼりなどのストックが減少して
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表 6.2 来店～注文・準備までの計画プロセス

No. 顧客プロセス 従業員プロセス
準備

1 テーブルを拭く
2 テーブルを消毒する
3 空席を確認する

待機・出迎
4 ショーウィンドウを見る
5 店に入る 顧客を出迎える
6

7 人数を伝える 人数を確認する
8 熱茶ボトルを持つ
9 店員についていく 顧客を空席へ案内する
10 席に座る 熱茶ボトルを置く
11 熱茶を説明する
12 ベルを説明する
13 セルフサービスを説明する
14 メニューを説明する
15 おすすめメニューを説明する
16 パントリーに移動する

選択
17 水を取りに行く
18 おしぼりを取りに行く
19 取り皿を取りに行く
20 メニューを見る

注文・準備
21 ベルを押す 呼び出しを察知する
22 テーブルに移動する
23 注文する 注文を受ける
24 注文内容を確認する
25 湯呑を取る パントリーに移動する
26 熱茶を注ぐ
27 飲む
28 伝票を並べる
29 食器を用意する
30 料理を用意する
31 飲み物を作る
32 料理を受け取る
33 お盆に乗せる
34 伝票を持つ
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表 6.3 提供・食事、会計・動機の計画プロセス

No. 顧客プロセス 従業員プロセス
提供・食事

35 料理を受け取る テーブルに移動する
36 箸を持つ 料理を置く
37 料理を食べる 料理を説明する
38 薬味を使う 伝票を渡す
39 つまようじを使う パントリーに移動する
40 テーブルを巡回する
41 皿を下げる
42 熱茶を補充する
43 セルフサービスを補充する
44 手洗い場を掃除する

会計・動機
45 伝票を取る
46 レジへ向かう
47 ベルを鳴らす
48 伝票を渡す 伝票を受け取る
49 値段を伝える
50 代金を渡す 代金を受け取る
51 お釣りを受け取る お釣りを渡す
52 スタンプカードを受け取る スタンプカードを渡す
53 店を出る 挨拶する
54 店から離れる 見送る

いるため補充が必要だと分かる。また、顧客がメニューを見るとき、メニューの状態は最初閉じているが、予
め開いておくことで顧客側の手間を減らすことができる。図 6.4では、赤色の破線矢印が多いことから、多く
のアーティファクトの状態が変化していることがわかる。ここでは「湯呑」に入っているお茶は「飲む」とい
うプロセスによって減少する。この状態変化に対して、「従業員が注ぎ足しに行く」「顧客がセルフコーナーで
注ぎ足す」「客席にお茶のポットを置く」などの対応が考えられる。また、熱い状態のお茶は時間経過で冷め
る。こうした状態変化に対しても、「それでよしとする」「ポットを用意する」「湯呑の保温性を高める」などの
対応が考えられる。従業員によるお茶の注ぎ足しなどは店舗から顧客に提供するサービスの割合を高める。こ
のチェーン店では従業員の負担を減らし、さらにいつでも熱いお茶を飲んでもらうために、客席に熱茶ポット
を用意していることがわかる。このようにアーティファクトに対し標準的な状態を設計し、図面上ではあるが
状態の変化をシミュレートすることができた。さらに、それの状態変化への対応策の示唆も得られた。問題点
として、入店から退店までのプロセスで、154個のアーティファクトのうち約 30個しかプロセスと関係づけ
られていないことが挙げられる。すなわち残りのアーティファクトが何故その場所に存在するのか説明ができ
ていない。この時サービス提供の場に存在するにも拘わらずプロセスと関連付けられなかったアーティファク
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トには看板や絵、獅子脅しの置物なども含まれていた。これらの「見る」ことで情報を得るタイプのアーティ
ファクトに対しては、EPCNによる記述が困難であると考えられる。

図 6.2 インタビューを基にした待機・出迎えの EPCN

6.4 映像記録ベースの EPCN描画

6.4.1 映像記録概要

インタビューだけでは予測できなかった状態変化を特定し、EPCNによるサービス描画の限界を把握するた
め、インタビューを行った時と同一の店舗で実際にサービス提供を行ってもらい、その様子を記録した。表 6.4

が実験概要である。記録は男性２名に予め実験であることを述べた上で行った。店舗内のどのようなアーティ
ファクトに注目したか探るために、２人ともにウェアラブルカメラを装着し、どこを見ながら行動したか分か
る状態で食事を行ってもらった（図 6.5）。さらにプロセス記述のために、客席とバックヤードに１つずつ３６
０度撮影可能な定点カメラを設置し、客観視点で両主体の動きを把握した。記録したデータは顧客視点、店員
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図 6.3 インタビューを基にした選択の EPCN

サイド、客席サイドに区分けし（図 6.6）、動画をもとにプロセスの抽出を行った。プロセスには、視覚的に判
断しやすいものから、何をしていたのかわからないものまでさまざまな種類が存在する。道具を使う、移動す
るなどの比較的観察しやすい動作は視覚情報を中心に抽出したが、見る、読むなどの認知的なプロセスは、検
証参加者の首や指の動き、また発言などから判断し、本人にインタビューを行いながら抽出した。その結果、
顧客と従業員を合わせて 214のプロセスを抽出し、「来店」「選択」「注文」段階において表 6.5のようなプロセ
スが確認された（詳細は付録 C参照）。

6.4.2 記録映像を基にした EPCN描画と考察

映像記録、すなわち実際のサービス提供を基にした EPCNでは、インタビューの段階では予測されなかっ
たアーティファクトや状態変化が観察された。図 6.7の顧客の来店時の EPCNでは、標準化の時には考慮さ
れていなかった顧客の荷物が、顧客が着席する際に出現した。図 6.8の顧客の選択時にも同じように、有形の
アーティファクトである上着が確認された。これらの共通点として、顧客が持ち込む有形のアーティファクト
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図 6.4 インタビューを基にした注文・準備の EPCN

表 6.4 提供サービスの調査概要

調査日時 2013/10/30（水）16:00～17:00の約 1時間
検証参加者 20代大学院生の男性 2名
商品名 照り焼きチキンと半熟卵のサラダ、特盛ウニの海鮮賑わいお櫃ごは

ん、たっぷりウニ尽くしお櫃ごはん
食事場所 図 5の右上、上から 3番目のテーブル
使用機材 Looxcie、ミタマンマメガネ H.264（ウェアラブルカメラ）、ミーティ

ングレコーダー MR360（4方向録画カメラ）
備考 食事時間や注文点数に関して少なくするよう指示、またウェアラブル

カメラを装着してもらい、何か見るときはゆっくり見るよう指示
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表 6.5 来店～注文・準備までの実施プロセス

経過時間 顧客 1 顧客 2 従業員
0時 07分 45秒 店へ歩く 店へ歩く
0時 07分 52秒 ショーウィンド

ウへ歩く
ショーウィンド
ウへ歩く

0時 07分 58秒 ショーウィンド
ウを見る

ショーウィンド
ウを見る

0時 08分 03秒 店内へ歩く 店内へ歩く
0時 08分 05秒 来店を察知する

・
・
・

0時 13分 50秒 料理の味を尋ね
る

0時 13分 52秒 メニューを指さ
す

0時 13分 55秒 メニューを指さ
す

メニューを指さ
す

0時 13分 58秒 料理の味を応え
る

料理の味を聞く

0時 13分 59秒 注文を復唱する
0時 14分 00秒 注文を記録する
0時 14分 01秒 メニューを閉じ

る
0時 14分 03秒 全ての注文を確

認する
0時 14分 11秒 メニューを片づ

ける
0時 14分 20秒 うなずく うなずく
0時 14分 21秒 お辞儀して下が

る
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眼鏡型のウェアラブルカメラ ウェアラブルカメラ 4方向録画カメラ

図 6.5 撮影に用いた録画機器

顧客 顧客

客席店員

図 6.6 検証での食事風景

であることが挙げられる。荷物も上着も椅子の上に置かれているため、ハンガーや荷物置きなどのサービスも
検討できる。顧客の選択時の続きである図 6.9では、顧客のメニューに対する複数回の接触が見られた。この
結果として、メニューに指紋が付くという状態変化が特定されている。指紋の付着については、１組の顧客毎
にメニューを拭くか入れ替えることで対処可能であるが、これは店舗におけるオペレーション設計と清潔さに
対する基準の兼ね合いで対応頻度や状況を決めておく必要がある。さらにその続きの図 6.10では、複数のアー
ティファクトとプロセスが複雑に交差している。これはサービス参加者である２人の顧客が別々の行動を取っ
たためである。ここでもテーブルの上に置いてある三角柱のプラスチック製の箱に対して指紋の付着が発生し
ている。どのくらい細かいところに対応するかは企業次第だが、三角箱の側面には様々な情報が記載されてい
るので料理を待っている顧客の目に留まる可能性がある。このため、ある程度頻度を決めて拭く必要があると
考えられる。図 6.11の顧客の注文時にも、指紋の付着が発生している。このほかに全体的な傾向として、イン
タビューによって EPCNを作成した時よりも、倍以上のプロセスが観察されている。これは口頭や文書によ
る説明には限界があることを示唆している。
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図 6.7 改善のための待機・出迎えの EPCN

6.4.3 アーティファクトどうしの影響

記録映像を基にした EPCNの描画では、新たな状態変化の発生構造が観察されたため紹介する。実際に提
供されたサービスを観察することで、お茶の温度や、照明の明るさなど、アーティファクトの持つ性質や機能
について示唆が得られた。そして図 6.12のように、「照明がメニューを照らし、照らされたメニューを顧客が
読む」や「熱茶ポットがお茶を保温し、顧客が熱茶を飲む」など、最終的に顧客に影響を与えるアーティファク
トどうしの関係を発見するに至った。アーティファクトどうしを結び付ける青い実線の矢印が、アーティファ
クトが別のアーティファクトに影響を与える構造を示している。このことから、プロセスとアーティファクト
の関係や、プロセスどうしの関係だけでなく、アーティファクトどうしの関係も表現する必要があると判明し
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図 6.8 改善のための選択の EPCN1

た。あるアーティファクトが持つ機能が、別のアーティファクトに影響し、間接的にサービス計画に影響を与
えることは十分考えられる。アーティファクト間の影響という意味で図 6.12において特徴的なのは、照明が
他の多くのアーティファクトに対して影響を与えている点である。照明のように影響する範囲が広いアーティ
ファクトは、影響を隅々へ届かせるために複数個設置される必要があり、特に客席の真上に設置されているの
は、顧客がメニューや料理を見やすくするためだと考えられる。サービス描画の限界という観点では、照明が
持つ照らす機能は時間的・空間的に広く影響するため、すべて描画することはできなかった。また光や音など
が人にもたらす影響は、単なる機能的な側面だけでなく、好みや雰囲気によっても変化すると予想されるが、
人間の知覚に働きかける要素は現状のモデルでは表現できていない。以上より、アーティファクトが他のアー
ティファクトの状態へ影響する構造を描く必要があると判明した。図 6.13はアーティファクトどうしの状態
変化構造を示している。モノ Aの状態１は顧客プロセス１で用いられるが、使用後には状態２へと変化する。
こうした状態変化は使用したときに限らず、時間経過などの環境変化でも起こると想定される。すると次に顧
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図 6.9 改善のための選択の EPCN2

客がモノ Aを使う時には（顧客プロセス 2）、状態が異なっているため、顧客への影響が変化する可能性があ
る。また、状態が変わればモノ Aが発する機能も変化する可能性があり、仮にモノ Aがモノ Bに影響を与え
ている場合、モノ Bの機能も変化し、顧客プロセス２で使用されたときにその影響が現れる。このような影響
の連鎖も、後々のサービスプロセスに影響を与える場合が無いかどうか把握しておく必要がある。



94 第 6章 EPCNを用いた描画、分析

図 6.10 改善のための選択の EPCN3
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図 6.11 改善のための注文・準備の EPCN
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図 6.12 アーティファクト間の状態変化の影響構造

ArtifactB
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時間

顧客Activity1
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顧客への影響B

機能2

図 6.13 アーティファクトどうしの状態変化構造
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6.5 EPCNによって描画されたシナリオの考察

実際のサービスを描画することで 6.2節で挙げた３つの内容についてどの程度検証できたか考察を行う。

6.5.1 EPCNの実用面での制約

まず１つ目に、EPCN を用いて一連のサービス提供プロセスを描画することはサービス設計の現場におい
て現実的かどうかだが、これについては運用方法によっては大きな課題となることが判明した。サービス提供
プロセスとそこに存在するアーティファクトを本章で行ったようにすべて記載する場合、事前のインタビュー
や実際のサービスを映像の形で記録する必要がある。また、収集した情報を基に一連のサービス提供の流れを
EPCNに落とし込むことを考えると、１回のサービス提供を描画するために膨大な時間を要してしまう。仮に
そういった運用を想定する場合、EPCN手法を短時間で描画が可能なように簡略化するか、サービス全体では
なく部分的に描画するなどといった変更が必要となる。現状は時間の制約が大きいため、日々のサービス改善
といったスピード感のある改善活動には本手法は向いていないと言える。

6.5.2 アーティファクトの状態変化

２つ目に、第４章で提唱したようなアーティファクトの状態変化を観察し、改善につなげることができるか
どうかだが、和風飲食店チェーンのサービス提供プロセスを EPCNで描画することにより、サービス提供前の
インタビュー段階および実際のサービス提供シーンでアーティファクトの状態変化を特定し、対応策の検討を
行った。ここでの課題は、アーティファクトの状態変化が顧客や従業員にとって対応が必要となるほどの重要
性を持つかどうかである。状態変化の中には指紋が付くだけ等ほとんど誰も気にしないような変化も存在する
ため、すべての状態変化を同列に扱ってしまうと、非常に非効率な対応となってしまう。そこで第４章の 4.5.4

でリストアップした店舗に存在する 154種類のアーティファクト１つ１つについて、実際に起こった状態変化
に基づいて対応する必要があるのかどうかを検討した。詳細は本論文の付録 Bに記載をしているが、その中か
ら抜粋・集約して表 6.6に紹介する。

表 6.6に記載のないアーティファクトについても概ね同じような状態変化であった。状態変化への対応理由
を記載することで判明したことは、人によって店内のアーティファクトの状態を気にする基準が違うため、結
局のところほとんどの状態変化に対応しなくてはならないという事実である。日本のチェーン店であることを
考慮する必要はあるが、ほとんどのアーティファクトを最適な状態で用意しておくことが当たり前であり、も
し対応が欠けていればどこかでマイナスが付く恐れがある。加えて、対応頻度はアーティファクトによってば
らつきがあるにしても、必要な対応の数が非常に多い。たいていの状態変化に対し１度のサービスあたりか、
１日の終わりに対応しなくてはならない。例えば顧客に提供するおしぼりなど消耗品のストックの状態変化を
考慮すれば、１日の終わりに残数を確認し補充を行っておく必要がある。顧客が飲むお茶が減少することを想
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表 6.6 アーティファクトの状態変化と対応必要性

アーティファクト 状態変化 対応理由 対応頻度
メニュー 指紋がつく 衛生的でないた

め
１来店ごと

開かれている 整頓された状態
で顧客を迎える
ため

１来店ごと

照明や看板 ほこりを被る 衛生的でないた
め

１週ごと

ボールペン インクが減る 業務で使用する
ため

１月ごと

レジ ほこりを被る 衛生的でないた
め

１週ごと

熱茶ポット 個数とお茶の温
度

店舗の基本的な
サービスであり、
不足すれば顧客
に不満が生じる
ため

１来店ごと

予約帳 記入の増加 顧客の待ち状態
の把握に使用す
るため

１来店ごと

消毒用アルコー
ル

残量が減る 衛生状態を保つ
ために必要なた
め

１日ごと

空調 温度設定など 顧客の要望に応
じて調整する場
合があるため

１来店ごと

テーブルや椅子 使用により位置
がずれた

座席を整えて顧
客を迎えるため

１来店ごと

定すると、従業員によるお茶の継ぎ足しが必要になる。これらの状態変化への対応をしなかった場合、店舗の
サービスに対して単純にマイナス評価となる。以上の結果から、アーティファクトの状態の側面に着目して
サービスを表現することで、状況変化に応じたサービス提供の議論自体は可能になった。しかしながら状態変
化の内容は改善に繋がるヒントというよりも、店舗が最低限守るべき標準的な状態からの下振れであった。
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6.5.3 アーティファクトによるサービスの代替

３つ目に、EPCNの中でアーティファクトによるサービス提供について考察し、ヒトが提供しているサービ
スを代替させるような議論を行うことができるのかについては、現行のサービス提供プロセスを無くし、それ
を代替するアーティファクトを設置することで議論可能となる。この考え方は顧客の来店を知らせるベルがヒ
ントになった。図 6.5.3には、来店対応のサービスプロセスが描画されている。この中で、店舗設備であるベ
ルは顧客来店時に音を発することで従業員に顧客の存在を知らせ、従業員はその情報を受け取ることで来店を
察知することができる。

他方世間一般の飲食店において、このようなベルを設置していない飲食店も多数存在する。そこでそのよう
な店舗をイメージしてベルが無い場合を考えると、図中の黄色く塗ってあるプロセスのように、従業員は来店
の有無にある程度注意を割いておく必要があることが分かる。ここでアーティファクトとしてのベルは、顧客
の来店を知らせるサービスを従業員の代わりに提供しているといえる。ヒトのが提供するサービスを代替させ
る場合にはこれと逆の発想で、サービス提供プロセスに対して何かしらのアーティファクトを設置することで
そのプロセスを省略することができないか考えればよい。

例えば来店を察知した従業員は顧客を出迎えて人数を確認するが、この対応が常にスムーズに行えるとは限
らない。特にピーク時は店舗では限られた人数でサービスを提供しており、店内の顧客対応と店頭に並んでい
る顧客の対応の両方をこなさなくてはならない状況がしばしば見られる。このような場合、顧客の来店順序や
次の顧客グループが何人組なのかなどを把握しておくことがスムーズな接客に必要であるが、忙しい状況下で
はそういった確認が難しくなることも多い。

これに対し人を増やすといった安直な対応も難しいため、「人数を尋ねる」というプロセスをアーティファ
クトで代替できないか考えてみる。その場合、図中で黄色く塗った「予約帳」のアーティファクトを用いるこ
とで、現在の顧客の状況を素早く把握することができ、「人数を尋ねる」よりも効率的に顧客を案内することが
可能になる。また、次に「顧客を案内する」というプロセスをアーティファクトで代替できないか考えてみる
と、予約帳の下に新たに設置した「店内マップ」を顧客に分かるよう設置しておくことで、顧客を誘導するこ
とが可能である。ここでいう店内マップは、座席の空き状況や対象の顧客をどこへ案内したいのか表示できる
機能を持っており、各テーブルには対応する番号などが振ってあるものと想定する。こうすることで「顧客を
案内する」プロセスを省略し、従業員側に別のサービスを行う時間を提供することができる。しかしながら、
その場合注意しなくてはならないのは、もともとの「店員に付いていく」という顧客のプロセスが、「マップを
見て座席に向かう」というプロセスへ変化することである。つまり、顧客側の手間は省かれていない上、顧客
はマップの表示を見て自身で考えて座席へ向かう必要がある。

アーティファクトによる代替は捉え方によってはサービスの劣化ともなり得るため、すべてをアーティファ
クトによって置き換えるのではなく、アーティファクトによってプロセスを代替することで従業員と顧客の双
方にどのような変化が生じるのかを検討する必要がある。また実際のサービスプロセスを変更するときは、店
舗が描くサービスのコンセプトやサービスレベルに見合う結果となるかどうかを留意する必要もある。ホスピ
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タリティに重点を置くのであればヒトによるサービス提供をある程度残したほうが良い場合もある。一方でホ
スピタリティを重視しない顧客をターゲットとするのであれば、自動販売機のようにすべて顧客とアーティ
ファクトの間でサービスが完結して問題ない場合もある。以上の考察から、EPCNによってアーティファクト
がサービスを代替する可能性を議論することは可能であると言える。

図 6.14 来店対応時のアーティファクトのサービス

6.6 章のまとめ

本章ではサービス設計手法である EPCNを使用することで得られる示唆や、実用性を検証するために、実
際に外食店舗に対するインタビューやサービス提供の記録を用い、サービス提供プロセスを描画した。実際に
EPCNを描画することで得られる知見には以下の３つが想定された。

1. EPCNを用いて一連のサービス提供プロセスを描画することはサービス設計の現場において現実的かど
うか。

2. 第４章で提唱したようなアーティファクトの状態変化を観察し、改善につなげることができるのか。
3. EPCNの中でアーティファクトによるサービス提供について考察し、ヒトが提供しているサービスを代
替させるような議論を行うことができるのか。

以上を検証するために、サービスを実際に観察できる場合とできない場合を想定し、描画は事前のインタ
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ビューを基にした EPCNと、実際のサービス提供記録を基にした EPCNの２通り作成した。題材として和風
レストランチェーンに協力いただき、まずインタビューベースで EPCNを作成した。まず始めに、EPCNの
描画は情報収集や EPCNの理解などの事前準備が必要であり、描画の際も非常に手間がかかるものであるた
め、日々のサービス改善などへの適用には向かないことが判明した。どのような方法で運用していくか、今後
検討の必要がある。

次に、店内には 154個のアーティファクトが存在し、店内で提供される飲み物などの状態変化に応じて従業
員による対応が必要なことが分かった。しかしながら、入店から退店までのプロセスにおいて、プロセスと関
係づけられたアーティファクトは 30 個だけであった。第三者視点でサービス提供の様子を観察する都合上、
サービス提供中に顧客や従業員がどのようなアーティファクトの影響を受けていたのかは行動や会話から推測
する必要がある。

プロセスと関連付けられなかったアーティファクトには看板や絵、獅子脅しの置物なども含まれており、「見
る」ことで情報を得るタイプのアーティファクトに対しては、EPCNによる記述が困難であるという課題が判
明した。また、記録映像を基にした EPCNの描画では、メニューを読むための照明や熱いお茶を常に準備し
ておくためのポットが必要など、アーティファクトが他のアーティファクトの状態へ影響する構造を新たに特
定した。サービス提供プロセスではアーティファクトに様々な状態変化が見られたものの、状態変化への対応
は店舗がサービスの品質を下げないために最低限やらなくてはならないことであり、改善という表現には届か
なかった。

最後に、アーティファクトによるサービスプロセスの代替可能性については、既存のサービス提供プロセス
を省略し、アーティファクトに置き換えることで EPCN上に表現することができた。これにより、アーティ
ファクトがサービスを代替する可能性についても議論できるようになった。

以上より、EPCN の検証によってサービスシナリオに必要なアーティファクトの様々な状態変化が観察さ
れ、サービス改善についての示唆を得られた。EPCNはオペレーションとして定められているサービスを基に
描画するだけでも議論は可能だが、可能なら実際に提供されたサービスを基にして描画することが望ましい。
一方で、看板や店内の絵や装飾、音や気温などヒトが特に意識を集中させる必要のないものは当モデルでは十
分に説明することはできなかった。これらの要素については、サービス設計者が自身で要素を集めて組み合わ
せ体感するなどして、ベストプラクティスを探索する方法が考えられる。また、描画に際し多くの時間を必要
とすることも EPCNの課題である。ここで本研究の問題設定に立ち返ると、フードサービス産業における離
職の影響を低減させるアプローチとして、サービス提供のヒトへの依存度を下げること、ここではアーティ
ファクトによるサービスの代替を案として挙げていたわけだが、少なくともこのアプローチは時間をかけて取
り組む類であるため、描画時間の問題は大きく影響することはないと考えられる。ただし、EPCNをどのよう
な状況で用いることが推奨されるのか、運用方法についても研究が必要である。ビジネスとしてサービスを変
えていく以上は、評価して改善を行う方法論についても議論が必要である。この課題については本章で得られ
た知見を活用しつつ、第７章で EPCNお運用手法として取りまとめていく。
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第 7章

EPCNの運用手法の開発

7.1 はじめに

「モノ」がサービスを提供するという発想で開発された Extended Process Chain Network（EPCN）は、店
舗でサービスを提供する「モノ」をアーティファクトと定義し、顧客や従業員によるサービス提供プロセスと
アーティファクトとの関係を描画するサービス設計手法である。EPCNの本研究における立ち位置はサービス
のヒトへの依存度を下げるための手段であり、前章ではその実用性について実際のサービスを描画することで
検証を行った。アーティファクトの影響を網羅的に描画可能ではない点や、描画の煩雑さなど、EPCNの活用
シーンを制限する要素は見つかったが、同時にアーティファクトによるサービスの代替可能性についても示唆
が得られた。実際のサービス設計や提供の現場も、固有の制約が存在すると予想される。EPCNを使いやすく
するためには、使用が推奨される場面や考慮すべき制約を特定しておく必要があると考えられる。そこで本章
では、サービスという商品の設計から標準化、提供しているサービスの改善活動などを想定し、現状の EPCN

に関する制約や得られる示唆から推察される EPCNの利用シーンを検討していく。

サービスを設計し、現場への展開を想定する場合、設計した通りのサービスを提供できるようにすることが
第１歩となる。EPCNで設計の中心となるのはアーティファクトであり、アーティファクトはサービス提供の
中で様々に状態を変化させていく。ここでアーティファクトの機能を安定して発揮するためには、サービスプ
ロセスにおけるアーティファクトの標準的な状態を定め、維持する必要がある。このことから、本章ではまず
アーティファクトを中心にアーティファクトの標準化について検討する。

また、第６章で事前インタタビューを基に作成した EPCNと、実際に提供されたサービスを基にした EPCN

では、特定されるアーティファクトの状態変化にも違いがあった。事前にどれだけアーティファクトの状態変
化を想定していても、実際にサービス提供を行うときは様々な外的要因が入り込む。このため、設計通りの
サービスを提供するためには実際にサービスを提供し、改善活動や結果を評価する必要も出てくる。EPCN自
体はサービスを描画するツールであるため、運用方法はツールの使用者に任されるが、本章では標準化や改善
活動を想定した EPCN使用の流れをシミュレーションすることで、EPCNを活用できるシーンを考察してい
く。本章の問題解決の手順は以下のとおりである。
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• EPCNを用いた標準化・改善サイクルの検討
• サービスの設計とアーティファクトの標準的な状態の特定
• 実戦でのサービス提供、評価および改善
• EPCNを運用する上での活用シーンの考察

7.2 EPCNを用いた標準化・改善サイクル

EPCN を使用して新たにサービスを設計し、現場への展開を想定する場合、設計した通りのサービスを提
供できるようにすることが必要がある。アーティファクトの設計についても同様であり、アーティファクトが
サービスの進行や時間経過に応じて状態を変化させる以上、元の機能を維持させるためにアーティファクトを
管理する業務を組み込む必要がある。また、事前にアーティファクトの状態変化を想定して管理業務を組み込
んだとしても、実際にサービスを提供することで初めて判明することもある。このためサービスを設計する場
合、提供されたサービスやその際のアーティファクトの状態を設計と比較して評価し、改善していく必要があ
る。EPCNを運用していくうえで、以下の２通りのアプローチが考えられる。

1. １つ目は、そもそもアーティファクトの状態変化を発生しにくくし、アーティファクトの状態に依らな
いサービス提供にするといったような、実行に移す前段階でのアプローチである。
このアプローチでは、シミュレーションによる試行錯誤を繰り返すことで、アーティファクトを用いて
提供しようとする価値を確実に提供するため標準状態を特定する。これを標準化ループと呼ぶ。

2. ２つ目は、アーティファクトの状態変化をサービス提供の段階で観察し、その対応策を練って改善する
アプローチである。
すべての標準状態を１度のサービス設計で想定することは至難であるため、このアプローチは標準的な
アーティファクトの状態を特定し、維持管理するために必要不可欠と言える。この行程もアーティファ
クトの標準状態を達成できるようになるまで EPCNの改善を繰り返す。これを改善ループと呼ぶ。

現場で標準化のための改善を進めていくと、設定された標準そのものへの疑問や、標準的な状態を維持する
ためのパラメータの設定に不足を感じる可能性がある。このような場合、改善ループで得られた知見や改善事
例を標準化ループに反映することで、標準そのものを改善する活動も必要だと考えられる。

アーティファクトが顧客に与える影響をコントロールするためには、アーティファクトの状態が変化するこ
とで本来の機能を発揮できない可能性に対処する必要がある。ここで、アーティファクトのあるべき状態が定
義されたものを To beサービス、実際に観察されたアーティファクトの状態を捉えたものを As isサービスと
定義する。実際にはアーティファクトの状態以外にも To be と As is で表現できること、例えばサービス提
供プロセスなどが存在するが、ここではアーティファクトを集中的に取り扱う。アーティファクトの状態変化
は、予測可能なタイプと不可能なタイプの２種類に分けることとする。予測不可能な状態変化が発生する原因
は、想定していたサービスの提供環境において関係会社や顧客が予想外の行動をとることや、現場に人的要素
が介在することで状態変化への対応が不確実になり、アーティファクトの標準的な状態にズレが生じてしまう



7.2 EPCNを用いた標準化・改善サイクル 105

ためである。

状態変化のうち、予測可能なものについては標準化の段階で To beサービスとして特定される。ここでの標
準化は設計の一工程というよりも、EPCN を用いたサービス設計や計画と同義である。本来であれば To be

サービスを定義する前に、サービスのコンセプトや理想のサービスイメージがインプットとして必要であるが、
本研究ではそれらは既にあるものとして考える。To beサービスはサービスのコンセプトと比較すると、予算
や入手可能な物品、従業員の人数、アーティファクトの状態変化など、現実の制約を加味したサービスである
と言える。EPCNでアーティファクトの標準的な状態を設計された To beサービスが、実際に店舗で観察さ
れることによって As isサービスになるとも言える。

As isサービスと To beサービスでのアーティファクト状態を比較すると、両アーティファクトのギャップ
が可視化される。このギャップを生み出す要因が予測不可能な状態変化である。サービス提供現場は予測不可
能な状態変化に対処し、サービスを改善する必要がある。サービスを改善した結果は、同じサービスを提供し
ているチェーン店や新たなサービス設計で必要なこととして報告される。これが To beサービスの改善案であ
る。これにより、サービスで用いられるアーティファクトの状態を標準化することで To be サービスを出力
し、To beサービスと提供段階の As isサービスと比較して To beサービスの改善案を出力、標準化へフィー
ドバックするサイクルが描かれる。さらにサイクルを構成する標準化と改善は、その内部でより詳細な構造を
有する。

1. アーティファクトがサービスを提供するために必要な条件を特定し、標準化を行う標準化ループ、
2. 実際にサービス提供した際に As isサービスを標準に近づける、又は標準そのものを見直す改善ループ

の２つの構造である。図 7.1において、紫色の実線の枠内がアーティファクトの標準化ループである。以降は
アーティファクト状態の標準化ループ及び改善ループについて解説していく。

改善

(As is サービス)

標準化

To be

サービス

To beサービスの

改善案

To beサービス

As isサービス

To beサービス

の改善案

図 7.1 アーティファクト状態標準化・改善サイクル
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7.2.1 EPCNにおけるアーティファクトの標準化ループ

アーティファクトの標準化は２つの手順で構成される。まずサービス設計者は、サービス提供を行うための
プロセスやアーティファクトとその状態をデザインする。次に提供予定のサービスのシミュレーションを関係
者による議論や試験店舗などを用いて行い、その段階で問題があればデザインに返す。いくつかの状態変化は
サービスをシミュレーションすることによって予測可能である。アーティファクトがプロセス内で使用された
時、また時間が経過した時、アーティファクトの状態は変化し得る。アーティファクトの状態変化によるサー
ビス失敗の可能性を最小化するために、デザイン及びシミュレーションからなるサービスの標準化を EPCN

によって行う。図 7.2はデザインとシミュレーションから構成される標準化ループを表している。これら２つ
の手順を繰り返し、シミュレーションで見つかった問題について、十分な再設計がなされたと判断されれば、
To beサービスとして改善ループへと移行していく。以下、サービスのデザインとシミュレーションについて
順に紹介していく。

1.1:デザイン
最初のデザインでは、サービス提供に必要なプロセスとアーティファクトを特定して EPCNを描画す
る。特定を行う際には、全く新しくサービスを設計する場合と、既存のサービスを観察する場合とが存
在する。全く新しくサービスを設計する場合は、顧客のニーズもしくは企業のブランドイメージや戦略
をデザインにインプットする。インプットされた情報からサービスを提供するにあたり必要なコアとな
るサービスプロセスを確定し、そのプロセスに不可欠なアーティファクトを設定する。そしてそのコア
のサービスに到達するまでに必要なプロセスやその後のプロセス、分岐を用意するプロセスを設定して
いき、同様にそれらの作業に使用されるアーティファクトも設定する。既存のサービスを観察する場合、
プロセスやアーティファクトは既に確定しているため、それらを漏れなく書き切ることが重要になる。
よってサービス提供プロセスを書きおこし、アーティファクトについては天井、壁、床などピックアッ
プする項目を用意して記述していく。
どちらの場合でも、サービス提供に必要なプロセスやアーティファクトが特定されたら、内的及び外的
要因によるアーティファクトの状態変化を検討する。この作業によって維持しなければならない状態や
修正の必要がある状態を特定する。これによってアーティファクトに標準的な状態が定義される。この
時アーティファクト状態変化に対応するための標準化サービスや、アーティファクトの特徴が決定され
る。プロセス、アーティファクト、状態変化及びそれに対応する標準サービスやアーティファクト特徴
の特定が完了すれば、EPCNの作成手順に従って描画を開始する。以上を以て、アーティファクトの仮
の標準状態の設計が完了し、デザインからアウトプットされる。

1.2:シミュレーション
シミュレーションにはアーティファクトの仮の標準状態が一緒に決められたプロセスやアーティファク
トとともにインプットされる。シミュレーションの実行方法は様々である。EPCNの図面上で顧客や従
業員の動きを予測する、複数のサービスの設計者と議論するなどの思考的なものから、いくつかの動作
を実際に行う、実験的環境でサービス提供するなどの行動的なシミュレーションも考えられる。このた
め、シミュレーションでは複数の人間が意見を出し合うことや、現実に即した実験環境が存在すること
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が望ましい。いずれにせよシミュレーションで明らかにすべきことは、デザインで定めたアーティファ
クトの仮の標準状態が維持されるかを確認することである。
状態維持を妨げる要因や、デザインの段階では意識に登らなかった状態変化が特定することによって、
実際のサービス提供でトラブルが発生する可能性を潰しておく。もし状態変化によって顧客価値の減少
や従業員への負担が予測される場合は、プロセスやアーティファクトに対して何らかの対策を設定しな
くてはならない。アーティファクトの状態変化に対策が必要となる場合はデザインの段階にもう一度回
し、サービスを問題無く提供できると判断されるまではこのループを繰り返す。標準化ループの離脱条
件は、シミュレーションにおいてこれ以上状態変化に関するトラブルが無いと判断されることである。
しかしながらこの条件は、実際に与えられた期間や予算の範囲内で実現することである。その意味では
ループの離脱条件というよりも、ループ離脱までに可能な限りトラブルの可能性を減らしておくという
ことにもなる。ループを離脱したアーティファクトの標準状態が定義された EPCNを、To beサービ
スと呼ぶ。

標準化ループ

1.2: シミュレーション

1.1: デザイン

To be

サービス

仮標準状態

修正案

図 7.2 アーティファクト状態の標準化ループ

7.2.2 EPCNにおけるアーティファクト状態の改善ループ

アーティファクト状態の改善は PDCAサイクルを部分的な構造として有し、３つの手順で構成される。標
準化ループをサービスの提供計画（Plan）とし、残りの DCAを実店舗での提供（Do）、To beサービスと As

isサービスの比較（Check）、As isサービスの修正（Act）とする。サービスの提供現場では Do、Check、Act
を行うことで、As isサービスを標準的なオペレーションへと近づけていく。図 7.3は As isサービスをできる
限り To be サービスに近づけていく必要があるという問題に対し、改善ループを当てはめたものである。標
準化ループは PDCAサイクルにおいて Planの役割を持つ。Planでは、アーティファクトの標準的な状態と
それが提供されるシナリオを定めた To beサービスがアウトプットされる。改善ループは PDCAサイクルに
おいて Do、Check、Actの役割を持つ。Do、及び Checkでは両方とも As isサービスがアウトプットされる
が、この違いは、Doはサービスが提供された結果のみを指すのに対し、Checkでは EPCNを用いて提供され
たサービスを可視化している点にある。可視化されたサービスは Actにインプットされ、達成できなかった標
準状態に対しどうやって対応するかを決めたうえで、対応箇所が次の Doへとインプットされる。以下では To

beサービスで定めたアーティファクトの標準状態を達成するための改善ループ手順を説明する。
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改善ループ標準化ループ

Do

Act

Check

Plan

To be

サービス

To be

サービス

As isサービス

修正As is

サービス

As isサービス

修正As is

サービス

記録情報

図 7.3 アーティファクトの改善ループ

1:Plan

Planのステップは標準化ループそのものに相当する。Planのステップには顧客のニーズや企業のブラ
ンドイメージから成るサービスのコンセプトがインプットされる。シミュレートされ、予想されるトラ
ブルをできるだけ削減された To beサービスがアウトプットとなる。

2.1:Do

Doのステップでは、サービスが実際に顧客へ提供される。予測不可能なアーティファクトの状態変化
を特定するには、この段階でサービスを記録しておく必要がある。従業員からの報告を受けられる仕組
みを作っておくことや、実際のサービス提供の様子を録画しておくことが有効である。顧客に無断で録
画をするわけにもいかないため、参加者以外は全て実際の提供環境を用意した記録方法も選択肢の１つ
である。Doのステップでアウトプットされる必要のある情報は、従業員及び顧客の実際のプロセス、及
びそれと関連したアーティファクトや状態変化などの記録情報である。

2.2:Check

Checkのステップでは、サービス提供の記録情報から EPCNが作成されることで、As isサービスがア
ウトプットされる（EPCNの描き方参照）。Checkの段階で EPCNを作成する時は、標準化の際に想定
されていないプロセスや顧客のアーティファクトが入り込むことに注意する。このため記録情報を何度
も見返し、できる限り正確な EPCNを作成する必要がある。EPCNが作成されれば、計画されたサー
ビスの EPCNと実際に提供されたサービスの EPCNを比較することが可能になる。比較においてプロ
セスが前後することも存在するが、これは本研究の主眼ではない。アーティファクトとプロセスの関連
や状態変化を主な比較対象とし、対応が必要かどうかの検討項目となる。
To beサービスと As isサービスでの違いの洗い出し方は図 7.4のように構造的には 2通りである。１
つ目はアーティファクトがある状態からへ別の状態へ変化する構造を持つ場合である。２つ目はアー
ティファクトがプロセスを通じて状態を変化させる構造を持つ場合である。この 2 つは、さらに状態
変化に着目するのか、状態変化の要因に着目するのかによって種類が分かれる。状態変化に着目するの
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は、想定していなかった変化が As isサービスで発見された場合である。状態変化の要因に着目するの
は、想定していなかった要因によってアーティファクトに状態変化が起こった場合である。各状態変化
への対応の必要性評価方法などについては「状態変化への対応必要性評価法」でまとめたとおりである。
Checkのステップで予測されなかった状態変化やその要因が発見された場合は、評価を経て次の Actの
ステップにインプットする。

Process

アーティファクト

状態2

アーティファクト

タイプ

状態1

要因が想定外

アーティファクト

状態2

アーティファクト

タイプ

状態1

状態が想定外

図 7.4 想定外という言葉の種類

2.3:Act

Actのステップでは、アーティファクトの状態変化に対しどのように対処するかが検討される。対処の
方法は、要因に対処する標準化サービスを変化前後に付け足すか、アーティファクトに要因への耐性を
持たせるかである。対処の必要が無いものは Check の段階で排除されるのでこの段階で考慮する必要
はない。この結果として、To beサービスに近づけるための修正された As isサービスがアウトプット
される。改善ループは Do→ Check→ Act→ Doのループ構造になっているが、ループを離脱するかど
うかは Actの段階で決定される。離脱条件は、To beサービスそのものの改善が必要だと判断された場
合である。離脱の詳細な条件としては、アーティファクトの維持すべき状態としてより良い状態が見つ
かった場合や、想定外の状態変化や要因に対し、店舗単位で対応できない場合が存在する。

7.3 EPCNの標準化・改善サイクルと活用シーン

7.2 節で作成したアーティファクト状態の標準化ループと改善ループを図 7.1 のサイクルに当てはめると、
図 7.5のような全体の構造になる。As isサービスの修正（Act）の段階で To beサービスの改善案が見つかっ
た場合は、標準化ループのデザインへとフィードバックされることによって改善が全体に反映される。このよ
うにアーティファクト状態の標準化ループと改善ループを行き来することで、サービスの計画から提供までを
改善するサイクルを回し、アーティファクトをあるべき状態へと導くことが可能となる。

EPCNの標準化・改善サイクルにはちょうど、第６章の EPCN描画事例をそのまま当てはめることができ
る。サイクルの標準化部分には 6.3節のインタビューベースの EPCNが当てはまり、改善部分には 6.4節の
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映像記録ベースの EPCNが当てはまる。標準化ループにインタビューの事例を当てはめると、デザインのス
テップがインタビューに置き換えられ、インタビューを基にして作成された EPCNでシミュレーションを行
うことになる。その結果、対応な必要なアーティファクトの状態変化と、アーティファクトの機能を維持する
ための修正を繰り返し行うループが出来上がる。このループで作成された EPCNが To Beサービスとなり、
実際にサービス提供されたり、提供された As isサービスの改善案として戻ってくる。ここで留意すべき点は、
6.3節でも言及したように、収集した情報を EPCNに落とし込み、修正を重ねると１回のサービス提供を描画
するために膨大な時間を要してしまうことである。一方で改善ループに映像記録の事例を当てはめると、サー
ビスを実際に提供する「Do」のステップで同時に映像記録「Check」を行い、観察された As isサービスの改
善点を「Act」で検討することになる。6.4節では「Check」のステップでは想定されなかったアーティファク
トの状態変化が発生し、その対応方法を検討したが、これは To Be サービスの改善案として標準化ループへ
フィードバックする流れを指す。ここでの留意点は、知覚的なアーティファクトの情報は実際のサービス提供
を観察したり、顧客に直接インタビューをしたりしなくてはならず、EPCNで描画できるサービスとアーティ
ファクトの関連にはインプットとして持ってこれる情報量に限界があるということである。

改善ループ

標準化ループ

1.2: シミュレーション

1.1: デザイン

2.1: Do

2.3: Act 2.2: Check

1: Plan

記録情報

To beサービス

To beサービスの改善案

修正As is

サービス

As isサービス

図 7.5 アーティファクト状態標準化・改善サイクル詳細版

• 短期間に何度も描画を繰り返す必要がある場合など、描画のための時間が短い場合は本手法の使用には
向かない。

• 知覚的なアーティファクトの情報は実際のサービス提供を観察したり、インタビューをしたりしなくて
はならず、直接のつながりが分からない。

以上２点に留意しながら、EPCNを効果的に活用するための、使用が推奨されるユースケースを明らかにし
ていく。EPCNの主な機能から考えれば、本手法の使用が推奨されるのはアーティファクトを用いたサービス
表現が必要になる場合である。よってアーティファクトを用いたサービス表現のユースケースを以下の３つに
設定した。

• 店舗の什器、備品などを維持するために最低限必要な管理事項を把握する
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• サービス提供プロセスの中で従業員や顧客の手間を減らす　
• サービスのゴールを顧客自身が決めて価値を享受できるよう、アーティファクトをその調整用システム
と捉えて設計する

この中で、１つ目の什器、備品などを維持は、既に店舗が存在し日々管理を行っている場合、既に必要な対応
が取られていることが想定され、手法導入のメリットが少ない。アーティファクトの状態変化で示唆される対
応も、什器、備品管理に最低限必要なものであり、対応していることが当然とも言える。例えば、第６章で紹
介した和風チェーン店舗内のアーティファクトについて、状態変化を記載したところ、それらを維持するため
の対応は店舗で通常の業務として行っていることであった。既に流れが出来上がっているサービスでは、普段
使用されているアーティファクトへの対応を洗い出してもほとんど意味がないのである。このため、EPCNで
什器、備品の管理事項を把握する用途で使うのであれば、新業態の什器、備品を検討する際や、新たな設備を
店舗へ導入する際に部分的に描画するに留めることが推奨される。

２つ目のサービス提供プロセスの中で従業員や顧客の手間を減らす用途は、元々のアーティファクトの定義
がサービスを提供する「モノ」であることを考えれば、最も直接的に機能を活かすことができると考えられる。
この用途は、6.5.3節で考察を行ったように、従業員もしくは顧客のプロセスを省いたり、サポートをするよう
なアーティファクトを検討するものである。サービスを新たに設計していく場合は、比較的自由にサービス提
供プロセスやアーティファクトを決めることができるのに加え、アーティファクトの状態変化を記述すること
で１つ目の管理事項把握の用途も兼ねることができる。既存のサービスの改善を図る場合は、既に従業員もし
くは顧客が行っているサービスを、アーティファクトを用いてどのように省略したり作業しやすくするか考え
ればよい。ただし、ここでも時間的な制約が存在するので、改善と実践を何度も繰り返すような用途には向い
ていないことを留意しておく必要がある。併せてこの用途で留意すべきなのは、従業員のホスピタリティが重
要視されるサービスに対しこれを適用してしまうと、サービスの価値を下げてしまう点である。

３つ目のユースケースは１９７２年に神経生理学者のマトゥラーナによって生み出されたオートポイエーシ
スの概念に着想を得たものである。[51] この概念の定義は現在も形成途上で定義も統一されていないため、統
一的解釈を可能とする理論構築を目指す山下らの解釈を援用する。所謂セルフサービスに特化していくサービ
スの改変である。山下は「オートポイエーシス・システムとは、産出物による作動基礎づけ関係によって連鎖
する産出プロセスのネットワーク状連鎖の自己完結的な閉域である。閉域形成に参与する産出物を構成外と呼
ぶ。」と定義している。サービス提供の場をここでの閉域であるとすると、サービス提供は域内でのコミュニ
ケーション連鎖であり、コミュニケーションの作動基礎づけを行うのがアーティファクトであると考えられる。

オートポイエーシス・システムが EPCNのユースケースとして重要な意味を持つ理由は、その性質の１つ
である「単位体としての境界の自己決定：システムがどこまでが自分に属するかについて、そのネットワーク
構造を自立性を以って決定すること」にある。すなわち、システムが最終的にたどり着くところはサービスの
設計書や目標によって指定されるものではなく、域内のコミュニケーション主体がシステムによる調整を受け
ながら生み出した価値が終点であると言える。この発想に従えば、サービスプロセスを厳密に設計することは
顧客にとって意味がなく、顧客は店舗内のアーティファクトに基礎的な行動指針を得て、自らの価値を生み出
すように振る舞う。顧客価値は多種多様であるから、ゴールとなる価値もあらかじめ定めておくのではなく顧
客や従業員が価値を作り上げることができるよう仕向ける必要がある。
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そうなると、EPCNでサービス提供シナリオを厳密に設計するよりも、価値創造に用いられるアーティファ
クトのみを設計対象に絞ることで、描画に掛かる時間的な制約を緩和できる可能性が出てくる。従業員ができ
る限り顧客へ直接サービスを提供しなくてもいいようにするための手っ取り早い方法は、顧客自身にサービス
を提供させることである。ただしここで留意すべきは、アーティファクトを用いてサービス提供プロセスをた
だ単に顧客に肩代わりさせるだけでは、ただセルフサービスになったようなもので、同じ価値を享受するのに
余計な手間がかかる可能性や、顧客満足が下がる可能性もある。このため、従業員やアーティファクトによる
顧客のサポートシステムを顧客価値に注意しながら構築する必要がある。本研究で題材とした和風チェーンを
例にするのであれば、店舗で各席に置いてあるポットには熱いお茶が入っており、これを顧客が注ぐことで、
顧客はいつでも熱いお茶が飲める価値を得ている。これをさらに特化させた仕組みがドリンクバーであり、お
茶だけでなく様々な飲み物を顧客が何度でも自由に選べるというシステムが、顧客価値創出のサポートを行う
オートポイエーシス・システムの一端を担っていると解釈できる。

ユースケースは本研究が想定したもの以外にも存在が予想されるが、以上の３つでは EPCNを効果的に活
用できる可能性がある。留意点としては、用途によっては描画に掛かる時間的な制約が存在すること、店舗の
雰囲気など知覚に対するアーティファクトの効果は描画できないこと、ホスピタリティが重要視されるサービ
スでは慎重な適用が求められることが挙げられる。

7.4 章のまとめ

本章では、「モノ」がサービスを提供するという発想で開発された Extended Process Chain Network

（EPCN）をより効果的に運用するために、使用が推奨される場面や考慮すべき制約などを考慮する運用方法
の検討を問題とした。実際の業務で運用することを想定し、サービス設計や標準化から始まり、現場での改善
活動などまでの範囲で EPCNの使われ方を検討した。

サービスを設計し、現場への展開を想定する場合、設計した通りのサービスを提供できるようにすることが
第１歩となると考え、アーティファクトの機能を安定して発揮するための標準化ループについて検討を行った。
次に、事前にどれだけアーティファクトの状態変化を想定していても、実際にサービス提供を行うときは様々
な外的要因が入り込むことを考慮し、実際にサービスを提供し、改善活動や結果を評価する改善ループにつ
いても検討を行った。完成した EPCNの標準化・改善サイクルを用いて第６章の描画事例を基にシミュレー
ションを行ったところ、EPCNを使用する上での留意点と、推奨されるユースケースが判明した。

留意点
1. 短期間に何度も描画を繰り返す必要がある場合など、描画のための時間が短い場合は本手法の使用
には向かない。

2. 知覚的なアーティファクトの情報は実際のサービス提供を観察したり、インタビューをしたりしな
くてはならず、直接のつながりが分からない。

ユースケース
1. 店舗の什器、備品などを維持するために最低限必要な管理事項を把握する
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2. サービス提供プロセスの中で従業員や顧客の手間を減らす
3. サービスのゴールを顧客自身が決めて価値を享受できるよう、アーティファクトをその調整用シス
テムと捉えて設計する

本章では、EPCNのユースケースや使用時の留意点を明らかにしたことによって、サービスを闇雲に EPCN

で表現するのではなく、全体感や目的意識を持って手法を活用するための土台を作ることができた。既往研究
がサービス提供の主体とプロセスに着目するのに対し、EPCNはそれに加えアーティファクトとその状態変化
も考慮に入れるため、検討する項目が増える分、複雑さや描画する手間も増す。しかしながら、EPCNを活用
することで得られる示唆はどれもアーティファクトに着目したからこそのものである。特に２つ目と３つ目の
ユースケースはヒトに代わり「モノ」がサービスを提供するという考え方を直接的に汲んでおり、本用途での
手法活用によってサービス提供のあり方を大きく変える議論が可能となることが期待される。本章での取り組
みにより、第２章から続いてきた学生アルバイトの離職の問題に対する解決の糸口として、EPCNを適用する
根拠が明確になってきた。今後は研究の背景に立ち返り、フードサービス産業が抱える課題解決のために本研
究で得られた知見を活用していきたい。
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第 8章

結言

8.1 問題設定の振り返り

本論文はフードサービス産業における従業員の定着率の低さを背景に、比較的離職のハードルが低い学生ア
ルバイトに焦点を当て、離職理由の解明や解決方法の検討、その検討の延長としてサービスを提供する「モノ」
であるアーティファクトという概念の定義、アーティファクトを用いたサービスの設計手法開発と、運用方法
の検討を行った。本研究で設定した課題は以下の５つである。

課題１（２章）： フードサービス産業における学生アルバイトの離職理由究明
課題２（３章）： 離職という問題を解決するための方針検討
課題３（４章）： サービスを提供する「モノ」であるアーティファクトの概念定義
課題４（５・６章）： アーティファクトを用いたサービス設計手法の開発
課題５（７章）： サービス評価手法の運用方法検討

第２章では、学生アルバイトを対象に離職要因の調査と分析を行った。その結果、「人間関係の悪化」「仕事
と成長への不満」「指導のしくみへの不満」などの離職要因が見えてきたことに加え、調査結果に構造分析を行
うことで、就労期間が長くなることで学生アルバイトの離職要因である「人間関係の悪化」や「仕事と成長へ
の不満」に対する意識が強くなるという構造が示唆された。一方で、就労期間と「指導のしくみへの不満」に
はそういった構造が見受けられなかったことから、「指導のしくみへの不満」は就労期間によらない離職要因
であることも示唆された。「指導のしくみへの不満」はさらに、「人間関係の悪化」と「仕事と成長への不満」
に対し正の影響を与えており、これは学生アルバイトが指導のしくみに対して不満を抱いている場合、その他
の離職要因への意識が強くなると解釈することが可能であった。

第３章では、学生アルバイトの離職に関する問題を解決するために、２つの対応方針を打ち出した。１つ目
は離職の原因にアプローチして防止や低減させること、２つ目は離職が起こったことによる影響を低減するこ
とである。このうち第３章で取り扱ったのは１つ目の離職そのものを減らすアプローチである。企業と学生ア
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ルバイトの仕事をする目的の違いに着目し、両者のギャップをバランスド・スコアカードを用いて表現した。
このギャップを埋めるための案として、サービス設計の余地を残した状態でオペレーションに落とし込み、学
生アルバイトの意思や工夫を尊重したサービス提供を提案した。しかしながら、この提案は学生アルバイトに
積極的な参加姿勢があることが前提であったため、離職を検討している学生アルバイトには効果が薄いことが
予想された。また、離職理由は多種多様であることから、効果が出たとしてもごく少数に留まってしまい、大
変効率の悪い取り組みとなることから、消去法で２つ目の離職の影響を低減させるアプローチへの検討も必要
なことが示唆された。

第４章では、離職の発生自体は許容するが、その影響を低減するアプローチを検討するために、「モノ」が提
供するサービスに着目した。「モノ」によるサービス提供を意図的に組み込むことができるようになれば、従
業員の負担削減、サービス教育の短縮、サービス品質の維持にも繋がると考え、サービスを提供する設備、調
度品、備品や資源などの「モノ」を「アーティファクト」と定義し、サービス提供プロセスとの関係や、アー
ティファクトが状態変化に伴って機能を変化させていくことを説明した。これにより、サービス提供プロセス
と関連付けてアーティファクトが提供するサービスについての議論が可能になった。

第５章では、アーティファクトを用いたサービス設計手法の開発を行った。既往研究の Process Chain

Network（文献 [12]、[13]）を元に開発されたことから、Extended Process Chain Network（EPCN）と命名
された本設計手法は、サービスの主体を従業員や顧客など複数捉え、さらにアーティファクトがどのように
サービスに関連し、変化していくのかを表現するものである。

第６章では、EPCNを用いてサービスを表現し、議論が可能かどうかを確かめるために、顧客の入店から退
店までのサービス提供プロセスを EPCNを用いて描画した。和風チェーン店に対して取材を行い、その結果
から EPCNを作成したほか、店舗内の様子を録画することで、実際に提供されたサービスの描画を行った。こ
れにより、アーティファクトがサービスを代替する可能性についても議論できるようになった。しかしながら
一方で、描画に際し非常に手間がかかるため、日々改善を行うような用途には不向きであることや、アーティ
ファクトと顧客を関連付ける要素はすべて観察可能なわけではなく、EPCNですべてを表現できるわけではな
いということも示唆される結果となった。

第７章では、EPCNをどのように使用することが効果的であるか検討した。ビジネスシーンにおけるサービ
ス開発の流れを、サービスの標準化と改善のフェーズをループさせる再現し、これを第６章の描画事例に当て
はめることによってサービス開発のシミュレーションを実施、得られた知見から以下の留意事項と EPCNの
推奨されるユースケースを導き出した。

留意点
1. 短期間に何度も描画を繰り返す必要がある場合など、描画のための時間が短い場合は本手法の使用
には向かない。

2. 知覚的なアーティファクトの情報は実際のサービス提供を観察したり、インタビューをしたりしな
くてはならず、直接のつながりが分からない。

ユースケース
1. 店舗の什器、備品などを維持するために最低限必要な管理事項を把握する。
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2. 従業員と顧客の接点をできる限り減らし、顧客主体でサービス提供プロセスを進める。
3. サービス提供プロセスの中で従業員や顧客の手間を減らす。

これにより、全体感や目的意識を持って EPCNを活用するための土台を整えることができた。

フードサービス産業における離職問題を背景にした本論文の取り組みはこれで以上となるが、離職そのもの
を減らすアプローチはうまくいかず、離職の影響を低減させるアプローチは議論のベースとなる概念および手
法の開発と、効果的な利用シーンの考察に留まった。また EPCNt単体についても、適用の幅を広げるための
手法改善の余地はあると考えられる。

8.2 研究の展望

本研究の背景であるフードサービス産業における離職問題は、外食に携わる人々にとって常に悩みの種の１
つである。食のジャンルや業態を問わず、人手不足の店舗は存在しており、それが従業員への過度な負担や
サービス品質の低下に繋がっていく。そのような状況だからこそ、現場で従業員１人１人と真摯に向き合うこ
とは大切ではあるのだが、経営側が現場にそのようなメッセージを伝えても、現実味が無いのが実情である。
ヒトに大きく依存する現在のフードサービスを変えていくためには、「モノ」によるサービスを中心とした思
考の変化が必要である。このため、本研究から思い描く今後の展望は大きく２つに分けられる。

１つ目は従業員の離職の影響を低減させるアプローチの具体的な手法検討である。本研究ではこのアプロー
チの足掛かりとして、「モノ」によるサービスを表現する EPCNを開発した。EPCNの本質は、「モノ」にサー
ビスを提供させるというよりも、誰にでもできるような業務を特定し、ヒトから切り離す点にある。ここで出
てくるのが、令和元年に経済産業省からも推奨されたデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進であ
る。ITの活用が切望されながらも、ホスピタリティやヒトが提供する価値も重視しなくてはならないのがフー
ドサービス産業であると筆者は捉えている。そのような業界で、企業の社会的な価値を維持しながら、誰にで
もできる業務は IT で実現していく、フードサービスのビジネスプロセスリエンジニアリングが必要であり、
今後 DXの概念を取り込みながら研究を続けていきたい。

２つ目はサービス価値評価手法と EPCNの連携である。サービスの価値創造はバックエンドで準備をした
段階で始まっている。その価値を途切れさせないよう、サービス提供の流れの中で価値をつぎ足しながら、顧
客へと繋いでいくのが理想である。よって本研究で紹介したサービスの評価や設計のフレームワークの理想形
は、サービス提供において不明瞭な、価値が生じる瞬間を表現・設計するための手法の開発であり、今後研究
を進めたい。
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付録 A

アーティファクトと特徴のリスト

No. Artifact 細部、添付情報 特徴 位置 区画
1 イオンモール 背景 モール内
2 天井 背景 店の前

3 照明 埋め込み式 背景
店の前
店の前

4

メニュー看板 A 「おひつごはん、そば・うどん」「自然が
育てた一級品、会津産コシヒカリ」「お
ひつごはんの美味しい味わい方」

埋め込み式
背景

店の前

内部照明 埋め込み式かつ露出しな
い

店の前

5 メニュー看板 B 会津産コシヒカリを使用 背景 店の前

6 従業員用出入口 白い引き戸 背景
店の前
店の前

7 「勝手口」の表札 「勝手口」の表札 埋め込み式 背景 店の前
8 アルバイト募集 バイトの写真 壁に貼られている 背景 店の前
9 食品サンプル A お櫃料理 ショーウィンドウの中 背景 店の前

ひっくり返った茶碗 ショーウィンドウの中 店の前
しゃもじ ショーウィンドウの中 店の前
薬味 ショーウィンドウの中 店の前
白だし ショーウィンドウの中 店の前
みそ汁 ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前
2 杯目の食べ方 ショーウィンドウの中 店の前

10 食品サンプル B ポテト ショーウィンドウの中 背景 店の前
サラダ ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前

11 食品サンプル C 主菜 ショーウィンドウの中 背景 店の前
サラダ ショーウィンドウの中 背景 店の前
ご飯 ショーウィンドウの中 店の前
みそ汁 ショーウィンドウの中 店の前
ひっくり返った茶碗 ショーウィンドウの中 店の前
しゃもじ ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前

12 食品サンプル D 主菜 ショーウィンドウの中 背景 店の前
ご飯 ショーウィンドウの中 店の前
みそ汁 ショーウィンドウの中 店の前
ひっくり返った茶碗 ショーウィンドウの中 店の前
しゃもじ ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前
もみじの飾り ショーウィンドウの中 店の前
主菜 ショーウィンドウの中 店の前
香の物 ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前
主菜 ショーウィンドウの中 店の前
主食 ショーウィンドウの中 店の前
副菜 ショーウィンドウの中 店の前
デザート ショーウィンドウの中 店の前
香の物 ショーウィンドウの中 店の前
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籠 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前
お子様セット ショーウィンドウの中 店の前
おもちゃ ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前

13 食品サンプル E 主食 ショーウィンドウの中 背景 店の前
主菜 ショーウィンドウの中 店の前
つけ汁 ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前

14 食品サンプル F 主菜 ショーウィンドウの中 背景 店の前
ご飯 ショーウィンドウの中 店の前
みそ汁 ショーウィンドウの中 店の前
しゃもじ ショーウィンドウの中 店の前
ひっくり返った茶碗 ショーウィンドウの中 店の前
お盆 ショーウィンドウの中 店の前
タグ ショーウィンドウの中 店の前

15 飲料サンプル 生ビール ショーウィンドウの中 背景 店の前
16 置物 A ワオン人形 ショーウィンドウの中 背景 店の前
17 置物 B あかべえ人形 ショーウィンドウの中 背景 店の前
18 置物 C 俵の置物 ショーウィンドウの中 背景 店の前
19 置物 D 生産者の写真 ショーウィンドウの中 背景 店の前
20 置物 E もみじやいがぐりなど ショーウィンドウの中 背景 店の前
21 格子窓 埋め込み式 背景 店の前
22 壁 手元 店の前
23 メニュー看板 C 「この旨さ、北育ち、ここがプレミア

ム！」などの宣伝文句「特別価格！ 990
円」価格「北のごちそう花籠」商品名
「四六時中」店舗名「北海道産いくら、
ざるそば」品名

設置型、ビニールでおお
われている

手元 店の前

24 メニュー看板 D 「本日のランチ」「ミニ北海道サーモン
丼ときつねうどん」商品名「790円」価
格「ドリンク付 190 円」セット商品名
と価格「スマートフォンから無料クー
ポンダウンロード」クーポン案内「四六
時中」店名

設置型、ビニールでおお
われている

手元 店の前

店の前
25 ショーウィンドウ ショーウィンドウ 手元 店の前
26 スタンプカード看

板
グルポンチケット OK、カードポイン
ト倍率 2 倍

手元 店の前

店の前
27 入口 入口 手元 店の前
28 のれん 店名 固定型 手元 店の前
29 床 足元 店の前
30 足ふきマット 足元 店の前
31 天井 背景 出入口
32 照明 埋め込み式 背景 出入口
33 カーブミラー レジに向かう顧客の存

在をレジ側から把握した
り、店舗の奥からでも入
り口付近に顧客の影を発
見できる。

背景 出入口

34 壁（格子窓付） 埋め込み式 手元 出入口
35 仕切り（擦り硝子） 手元 出入口
36 B-1（会計口） 詳細は B-1 に記載する 手元 出入口
37 予備の椅子 大人用の予備の椅子 手元 出入口
38 消火器 手元 出入口
39 子供用椅子 手元 出入口
40 メニューポスター 手元 出入口
41 台 予約帳を乗せておく台

で、1m ほどの高さ
手元 出入口

42 予約帳 名前、人数、備考を記入 20 組ほどの顧客を記録
可能

手元 出入口

43 ボールペン
予約帳に紐付けられてい
る 手元

出入口

出入口
44 カート使用中看板 手元 出入口
45 床 足元 出入口
46 天井 背景 通路（キッチン付

近）
47 照明 埋め込み式 背景 通路（キッチン付

近）
48 呼出板 呼び出しテーブル情報 天井付近に取り付けられ

ている
背景 通路（キッチン付

近）
49 壁（擦り硝子） 手元 通路（キッチン付

近）



127

50 仕切り（格子、丸窓
付）

手元 通路（キッチン付
近）

51 キッチン出入口 押せば開く腰の高さまで
のドア

手元 通路（キッチン付
近）

52 のれん バックヤードと食事空間
とを隔てる

手元 通路（キッチン付
近）

53 呼出板操作パネル 手元 通路（キッチン付
近）

54 棚（玩具） 手元 通路（キッチン付
近）

55 子供用玩具 手元 通路（キッチン付
近）

56 玩具看板 手元 通路（キッチン付
近）

57 棚（ポット） 手元 通路（キッチン付
近）

58 熱茶ポット
ポット

持ち手はプラスチック、
容器は金属製

手元

通路（キッチン付
近）
通路（キッチン付
近）
通路（キッチン付
近）
通路（キッチン付
近）

熱茶 通路（キッチン付
近）

59 洗面台 客席付近に設置され、従
業員も顧客も使用可能。

手元 通路（キッチン付
近）

蛇口はひねる必要がある 通路（キッチン付
近）

60 収納 手元 通路（キッチン付
近）

61 洗剤容器 手元 通路（キッチン付
近）

62 アルコール容器 手元 通路（キッチン付
近）

63 紙タオル 手元 通路（キッチン付
近）
通路（キッチン付
近）

64 ゴミ箱 手元 通路（キッチン付
近）

65 B-3（セルフサービ
ス）

手元 通路（キッチン付
近）

66 おしぼり袋 手元 通路（キッチン付
近）

67 タイヤ付棚 手元 通路（キッチン付
近）

68 床 足元 通路（キッチン付
近）

69 天井 背景 通路（中央客席付
近）

70 照明 埋め込み式 背景 通路（中央客席付
近）

71 仕切り（竹） 手元 通路（中央客席付
近）

72 仕切り（丸窓付白
壁）

手元 通路（中央客席付
近）

73 B-2（客席） 手元 通路（中央客席付
近）

74 子供用椅子 手元 通路（中央客席付
近）

75

竹と鹿脅しの置物 設置型、低い位置にある
手元

通路（中央客席付
近）
通路（中央客席付
近）

76 床 足元 通路（中央客席付
近）

77 天井 背景 通路（最奥客席付
近）

78 照明 埋め込み式 背景 通路（最奥客席付
近）

79 音響装置 背景 通路（最奥客席付
近）

80 空調 背景 通路（最奥客席付
近）
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81 絵 A 背景 通路（最奥客席付
近）

82 絵 B 背景 通路（最奥客席付
近）

83 絵 C 背景 通路（最奥客席付
近）

84 絵 D 背景 通路（最奥客席付
近）

85 壁 手元 通路（最奥客席付
近）

86 仕切り（衝立） テーブルとテーブルを仕
切っている、動かすこと
も可能

手元 通路（最奥客席付
近）

87 クローゼット 手元 通路（最奥客席付
近）

88 コンセント口 手元 通路（最奥客席付
近）

89 B-3（セルフサービ
ス）

手元 通路（最奥客席付
近）

90 B-2（客席） 手元 通路（最奥客席付
近）

91 予備の椅子 大人用の予備の椅子 手元 通路（最奥客席付
近）

92 子供用椅子 手元 通路（最奥客席付
近）

93 床 足元 通路（最奥客席付
近）

94 タイヤ付棚 移動 キッチン～客席
95 料理 大皿 移動 キッチン～客席

照り焼きチキンと半熟卵のサラダ キッチン～客席
ドレッシング皿 キッチン～客席
取り皿 キッチン～客席
お盆 キッチン～客席
特盛ウニの海鮮賑わいお櫃ごはん キッチン～客席

キッチン～客席
茶碗 キッチン～客席
しゃもじ大 キッチン～客席
しゃもじ小 キッチン～客席
タレ受け皿 キッチン～客席
薬味 3 種（ねぎ、あられ、きゅうり） キッチン～客席
みそ汁 キッチン～客席
お盆 キッチン～客席
たっぷりウニ尽くしお櫃ごはん キッチン～客席
茶碗 キッチン～客席
しゃもじ大 キッチン～客席
しゃもじ小 キッチン～客席
タレ受け皿 キッチン～客席
薬味 3 種（ねぎ、あられ、きゅうり） キッチン～客席
みそ汁 キッチン～客席
レモン受皿 キッチン～客席
お盆 キッチン～客席
白だしポット キッチン～客席

96 カウンター
メインの棚 会計を行う棚

手元

B-1（会計口）
B-2（会計口）

荷物用の棚
顧客が荷物を置けるよ
う、メインの棚から突き
出している。

B-3（会計口）

B-4（会計口）
97 レジスター 従業員操作部 手元 B-5（会計口）

顧客表示画面 B-6（会計口）
98 お金受け プラスチック製の浅い受

皿
手元 B-7（会計口）

99 スタンプカード情
報

スタンプカード見本 手元 B-8（会計口）

スタンプカード利用店舗リスト B-9（会計口）
100 レシート入れ 入れ物 手元 B-10（会計口）

レシート入れ案内 B-11（会計口）
101 プリペイド読み取

り機
手元 B-12（会計口）

102 クレジット番号入
力機

手元 B-13（会計口）

103 募金箱 手元 B-14（会計口）
104 ペン立て 背景 B-15（会計口）
105 はさみ 背景 B-16（会計口）
106 ボールペン 背景 B-17（会計口）
107 ホチキス 背景 B-18（会計口）
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108 セロハンテープ 背景 B-19（会計口）
109 他店広告 コロナワールドチケット 手元 B-20（会計口）
110 棚 背景 B-21（会計口）
111 収納 扉 背景 B-22（会計口）

食品衛生検査シール B-23（会計口）
112 電卓 背景 B-24（会計口）
113 椅子 手元 B-24（会計口）
114 テーブル 4 人掛け 手元 B-24（会計口）
115 おすすめメニュー

A
「海の宝、濃厚牡蠣」「牡蠣セット 3 種
写真」「値段」

手元 B-24（会計口）

116 おすすめメニュー
B

「ゆずについてちょっと一言」商品紹介
「人気 No.1 紹介◇柚子ソーダ」商品名
「ドリンクのみご注文のお客様単品 290
円」価格「コーヒー写真」

手元 B-24（会計口）

117 おすすめメニュー
C

「ミニ丼とうどんランチ 3種写真」「日
替わりランチ 790 円」価格「彩り御膳
ランチ 3種写真」「材料」「クーポンコー
ド」

手元 B-24（会計口）

118 伝票入れ 円筒形、透明でプラスチ
ック製の竹を斜めに切っ
たようなデザイン

手元 B-24（会計口）

119 伝票 紙、丸められて伝票入れ
に差し込まれる

手元 B-24（会計口）

120 三角箱 「会員特典説明」「白だし説明」「お櫃ご
はんの食べ方説明」

三角筒柱で各面に情報が
載っている、プラスチッ
ク製

手元 B-24（会計口）

121 会員登録用紙 手元 B-24（会計口）
122 醤油 手元 B-24（会計口）
123 ソース 手元 B-24（会計口）
124 唐辛子 手元 B-24（会計口）
125 ベル ボタン、説明文 ドーム状の見た目に丸い

ボタンが上部についてい
る

手元 B-24（会計口）

126 チリ紙 チリ紙入れ、「おしぼり、お冷、取り皿、
お子様用のスプーン・フォークの場所」
の情報

手元 B-24（会計口）

チリ紙 B-24（会計口）
127 箸箱 箸入れ 手元 B-24（会計口）

湯呑置き B-24（会計口）
メニュー立て B-24（会計口）

128 箸 手元 B-24（会計口）
129 爪楊枝 手元 B-24（会計口）
130 湯呑 手元 B-24（会計口）
131 メニュー メニューカバー 手元 B-24（会計口）

「北海道メニュー」「ごはん定食＋ド
リンクメニュー」「ごはん定食＋ドリン
クメニュー」「四六時中説明」「おひつ
ごはん食べ方＋薬味や白だし＋うどん
のオプション」「魚貝おひつ」「魚介お
ひつ 2」「魚貝おひつ＋単品メニュード
リンクメニュー」「魚貝おひつ＋単品メ
ニュー」「名古屋味噌かつ＋ドリンクオ
プション＋クーポン情報」「かつ膳＋ド
リンクメニュー」「そば・うどん」「和風
サラダ」「キッズメニュー」「キッズメ
ニュー」「一品物＋ドリンクメニュー」
「ビール・ノンアルコール」「ドリンク
セット」「お抹茶スウィーツ」

B-24（会計口）

132 棚 手元 B-3（セルフ）
133 かご 手元 B-3（セルフ）
134 お手拭 手元 B-3（セルフ）
135 子供用皿 A 手元 B-3（セルフ）
136 子供用皿 B 手元 B-3（セルフ）
137 食器立て 手元 B-3（セルフ）
138 子供用スプーン 手元 B-3（セルフ）
139 子供用フォーク 手元 B-3（セルフ）
140 トレイ（カップ） 手元 B-3（セルフ）
141 子供用カップ 手元 B-3（セルフ）
142 トレイ（湯呑） 手元 B-3（セルフ）
143 湯呑 手元 B-3（セルフ）
144 水差し 手元 B-3（セルフ）
145 お手拭 移動 セルフ～客席
146 子供用皿 A 移動 セルフ～客席
147 子供用皿 B 移動 セルフ～客席
148 子供用スプーン 移動 セルフ～客席
149 子供用フォーク 移動 セルフ～客席
150 子供用カップ 移動 セルフ～客席
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151 湯呑 移動 セルフ～客席
152 子供用椅子 移動 通路～客席
153 予備の椅子 移動 通路～客席
154 熱茶ポット ポット 移動 通路～客席

熱茶 移動 通路～客席
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付録 B

アーティファクトの状態変化と理由

変化頻度は t(行動 1回につき),h(1時間),d(1日),w(1週間),m(1か月),y(1年)の単位で数えている。

No. Artifact 細部 対応必要性 変化頻
度

対応必要性の理由

1 イ オ ン
モール

2 天井
3 照明 ほこり：なし 1w ほこりは埋め込み式の証明には付着しに

くく、照明の強い光に対してほこりの付
着は目立たない。また、電球交換の際に
ほこりも取り払われる。

寿命：あり 3m ショーウィンドウや看板を照らす照明が
切れると雰囲気が暗くなってしまう。

4 メニュー
看板 A

「おひつごは
ん、そば・う
どん」「自然
が育てた一級
品、会津産コ
シヒカリ」「お
ひつごはんの
美味しい味わ
い方」

ほこり：あり 1w メニュー看板は顧客によっては中止する
アーティファクトである。メニュー看板
にほこりが積もっているお店は掃除が行
き届いていないことを宣伝しているよう
なものであり、こまめな対応が必要と考
えられる。ただしメニュー看板 Aは壁に
埋め込まれているという特徴から、ほこ
りが付きにくい。このため、対応の頻度
は若干下がる可能性がある。

内部照明 寿命：あり 3m No.3照明に同じ。
5 メニュー

看板 B

会津産コシヒ
カリを使用

ほこり：あり 1m No.4メニュー看板 Aに同じ。
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6 従業員用
出入口

白い引き戸 ほこり：なし 1y 出入口は毎日数度は動かされるものであ
る。頻繁に動かされるものにほこりは積
もりにくいため、対応の必要は低いと考
えられる。

開閉：あり 1t 出入口を開けっ放しにすることは顧客に
見せる必要のない裏側を見せることに繋
がり、店舗のイメージダウンにも繋がり
得るため、開けたら閉めるを徹底しなく
てはならない。

7 「勝手口」
の表札

「勝手口」の
表札

ほこり：あり 1w 顧客用の出入り口と従業員専用の出入り
口を区別するためのものであり、顧客が
見ることを想定して取り付けられている
ため、綺麗にしておく必要がある。

8 アルバイ
ト募集

バイトの写真 ほこり：あり 1m 壁に貼られている薄い紙にほこりは付着
しにくいため、対応頻度は低いと予想さ
れる。

9 食品サン
プル A

お櫃料理 ほこり：なし 6m ショーウィンドウの内部は隔離されてお
り、ほこりが入り込みにくい。このため、
こまめに掃除するよりも、下手に開け閉
めしてほこりを入れないことのほうが重
要であると考えられる。

ひっくり返っ
た茶碗

ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

しゃもじ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
薬味 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
白だし ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
みそ汁 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
2 杯目の食べ
方

ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

10 食品サン
プル B

ポテト ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

サラダ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

11 食品サン
プル C

主菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

サラダ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
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ご飯 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
みそ汁 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
ひっくり返っ
た茶碗

ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

しゃもじ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

12 食品サン
プル D

主菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

ご飯 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
みそ汁 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
ひっくり返っ
た茶碗

ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

しゃもじ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
もみじの飾り ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
主菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
香の物 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
主菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
主食 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
副菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
デザート ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
香の物 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
籠 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お子様セット ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
おもちゃ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

13 食品サン
プル E

主食 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

主菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
つけ汁 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
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14 食品サン
プル F

主菜 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

ご飯 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
みそ汁 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
しゃもじ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
ひっくり返っ
た茶碗

ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

お盆 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
タグ ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

15 飲料サン
プル

生ビール ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

16 置物 A ワオン人形 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
17 置物 B あかべえ人形 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
18 置物 C 俵の置物 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
19 置物 D 生産者の写真 ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ
20 置物 E もみじやいが

ぐりなど
ほこり：なし 6m No.9食品サンプル Aに同じ

21 格子窓 ほこり：あり 1w 埋め込み式ではあるが窓の桟にはほこり
が積もりやすく、注意力の高い顧客はこ
のようなポイントを気にする可能性があ
るため、対応が必要となる。

22 壁 ほこり：あり 6m 定期的に対応する必要がある。
23 メニュー

看板 C

ほこり：なし 1w 設置型であるが、毎日出し入れされるた
め、ほこりは積もりにくい。

指紋：あり １ｄ 顧客が注視するタイプのアーティファク
トである。顧客、特に子供の手に届くと
ころにあり、表面がビニールでおおわれ
ている都合上、指紋が目立ちやすいため、
こまめな対応が必要となる。

24 メニュー
看板 D

ほこり：なし 1w メニュー看板 Cに同じ

指紋：あり １ｄ メニュー看板 Cに同じ
25 ショーウ

ィンドウ
ショーウィン
ドウ

指紋：あり １ｄ 顧客が注視するタイプのアーティファク
トである。顧客、特に子供の手に届くと
ころにあり、透明な素材の都合上、指紋
が目立ちやすいため、こまめな対応が必
要となる。
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26 スタンプ
カード看
板

グルポンチ
ケット OK、
カードポイン
ト倍率 2倍

メニュー看板 Cに同じ

メニュー看板 Cに同じ
27 入口 入口
28 のれん 店名
29 床 土埃、泥：あ

り
1t 本店舗はモールの 4F に位置し、外部か

ら泥などが持ち込まれる可能性は低いが、
床の汚れは飲食店において直ちに取り払
われなければならない。可能性の低さか
ら、対応頻度を低いことが予想される。

30 足ふきマ
ット

土埃、泥：あ
り

1t No.29床に同じ

31 天井
32 照明 埋め込み式 ほこり：なし 1w No.3照明に同じ

寿命：あり 3m 店内の明るさは入店の判断や食事する顧
客の気分に関るため、電球が切れた際は
すぐに交換できる準備が必要である。

33 カーブミ
ラー

ほこり：なし 6m 天井付近に下を向いて取り付けられるミ
ラーの鏡面にはほこりが付着しにくい。

34 壁（格子窓
付）

ほこり：あり 1w No.21格子窓に同じ

指紋：なし 1t 木製の格子に付着した指紋を識別するた
めには、専門の鑑識が必要であるから、対
応の必要はない。

35 仕切り（擦
り硝子）

ほこり：あり 1w No.21格子窓に同じ

指紋：なし 1t No.34壁（格子窓付）に同じ
36 B-1（会計

口）
詳細は B-1に
記載する

37 予備の椅
子

ほこり：なし 1w 設置型であるが、毎日出し入れされるた
め、ほこりは積もりにくい。

指紋：あり 1t つやのある木製部分を持つため、注意深
い顧客は気にする可能性がある。
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38 消火器 ほこり：あり 1w 設置型で移動することのない消火器には
ほこりが積もりやすい。店舗のイメージ
低下を防ぐためにも定期的な対応が求め
られる。

指紋：なし 1t 消火器にわざわざ触れる人が少なく、中
止する顧客が少ないため対応の必要性は
低い。

消費期限：あ
り

5y 安全面を保証する上で対応は必要。ただ
し室内での保存、耐用年数が長いことか
ら、対応頻度は少ないことが予想される。

39 子供用椅
子

ほこり：なし 1w No.37予備の椅子に同じ

指紋：あり 1t No.37予備の椅子に同じ
40 メニュー

ポスター
ほこり：なし 1w No.37予備の椅子に同じ

指紋：あり 1t No.37予備の椅子に同じ
41 台 ほこり：なし 1w No.37予備の椅子に同じ

指紋：なし 1t 黒い金属製で艶の無い見た目でかつ、顧
客は台に載っている予約帳に目をやるた
め、対応はするとしても必要最小限で良
い。

42 予約帳 名前、人数、備
考を記入

枚数：あり 1d 定期的に対応する必要がある。

43 ボールペ
ン

指紋：なし 1t 誰もが触ることが前提となっており、ま
た対応そのものが従業員の手間を格段に
増やすため、最小限に留めるべきである。

インク残量：
あり

1m 業務の進行に差し障るため、対応可能に
しておく必要がある。

44 カート使
用中看板

ほこり：なし 1w No.37予備の椅子に同じ

指紋：なし 1t No.43ボールペンに同じ
枚数：あり 1t 顧客の利便性に差し障るため、対応可能

にしておく必要がある。
45 床 土埃、泥：あ

り
1t No.29床に同じ
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料理を提供する店内では料理がこぼれる
ことによる床の汚れが懸念される。これ
は店舗のイメージに影響する問題であり、
発生した場合即時対応可能にしておく必
要がある。

46 天井
47 照明 ほこり：なし 1w No.3照明に同じ

寿命：あり 3m No.3照明に同じ
48 呼出板 呼び出しテー

ブル情報
ほこり：あり 1w 設置型で移動もしないことから、ほこり

は積もりやすい。ただし天井付近に取り
付けられているため、ほこりが積もって
いる部分を直接見ることはできない。

呼出中：あり 1t 呼出版固有の状態変化であり、顧客が対
応を求めていることから、即時対応可能
にしておくことが望ましい。

49 壁（擦り硝
子）

ほこり：あり 1w No.21格子窓に同じ

指紋：なし 1t No.34壁（格子窓付）に同じ
50 仕切り（格

子 、丸 窓
付）

ほこり：あり 1w No.21格子窓に同じ

指紋：なし 1t No.34壁（格子窓付）に同じ
51 キッチン

出入口
52 のれん
53 呼出板操

作パネル
ほこり：なし 1w 毎日操作されるため、ほこりは積もりに

くい。
指紋：なし 1t 1 日に何度も触る必要があり、なおかつ

顧客側から中止されるモノではないため、
必要性は低い。

54 棚（玩具） ほこり：あり 1w 顧客が触れる玩具を乗せている棚である
ため、対応の必要がある。

指紋：なし 1t No.34壁（格子窓付）に同じ
玩具数：あり 1d 商品提供に関わるため、定期的な対応が

必要となる。
55 子供用玩

具
ほこり：あり 1w 商品提供に関わるため、定期的な対応が

必要となる。
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指紋：あり 1t 商品提供に関わるため、定期的な対応が
必要となる。

56 玩具看板 ほこり：あり 1w No.54棚（玩具）に同じ
指紋：なし 1t 触れられる頻度や対応の手間から考えて、

対応必要性は低い
57 棚（ ポ ッ

ト）
ほこり：あり 1w No.54棚（玩具）に同じ

指紋：なし 1t No.54棚（玩具）に同じ
ポット数：あ
り

1d No.54棚（玩具）に同じ

58 熱茶ポッ
ト

ポット ほこり：なし 1w 毎日使用されるものはほこりが積もりに
くい。

指紋：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

脂汚れ：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

茶渋、水垢：あ
り

1d 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

熱茶 冷める：あり 3h ポットの性能にもよるが、熱茶であると
言えるレベルを保てるように、対応する
必要がある。

59 洗面台 粘り：あり 1d 店舗の衛生面を司る設備であるため、清
潔さを保つ必要がある。

指紋：なし 1t 従業員の手間を考えれば対応は難しいが、
顧客の意識を考えた場合、手をかざすタ
イプに変える可能性は検討する必要があ
るかもしれない。

水垢：あり 1d 店舗の衛生面を司る設備であるため、清
潔さを保つ必要がある。

使われる：あ
り

1t あまりにも長い占有に対しては、何らか
の対応が必要となる。

60 収納 ほこり：あり 1w No.54棚（玩具）に同じ
指紋：なし 1t No.54棚（玩具）に同じ

61 洗剤容器 ほこり：なし 1w No.58熱茶ポットに同じ
指紋：なし 1t No.58熱茶ポットに同じ
残量：あり 1m 定期的に対応する必要がある。

62 アルコー
ル容器

ほこり：なし 1w No.58熱茶ポットに同じ

指紋：なし 1t No.58熱茶ポットに同じ
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残量：あり 1m 定期的に対応する必要がある。
63 紙タオル 指紋：なし 1t 使い切りの為

残量：あり 1w 定期的に対応する必要がある。
64 ゴミ箱 粘り：あり 1d 店舗の衛生面を司る設備であるため、清

潔さを保つ必要がある。
満タン：あり 1d 店舗の衛生面を司る設備であるため、清

潔さを保つ必要がある。
65 B-3（セル

フサービ
ス）

66 おしぼり
袋

ほこり：あり 1w 対応の必要はあるが、定期的に入れ替え
られるため、必要性は低い

残数：あり 1d 業務に影響するため、対応する必要があ
る。

67 タイヤ付
棚

ほこり：あり 1w No.54棚（玩具）に同じ

指紋：なし 1t 一日に何度も使用する都合上、こまかな
対応は現実的ではない

積載量：あり 1t 下げた皿の乗せっぱなしなどは衛生面に
も関わるため、対応が必要である。

68 床 土埃、泥：あ
り

1t No.29床に同じ

脂汚れ：あり 1t No.45床に同じ
69 天井
70 照明 ほこり：なし 1w No.3照明に同じ

寿命：あり 3m No.3照明に同じ
71 仕 切 り

（竹）
ほこり：あり 1w No.21格子窓に同じ

指紋：なし 1t No.34壁（格子窓付）に同じ
72 仕切り（丸

窓付白壁）
ほこり：あり 1w No.21格子窓に同じ

指紋：なし 1t No.34壁（格子窓付）に同じ
73 B-2（ 客

席）
74 子供用椅

子
ほこり：なし 1w No.37予備の椅子に同じ

指紋：あり 1t No.37予備の椅子に同じ
75 竹と鹿脅

しの置物
ほこり：あり 1w 店舗の雰囲気を作り出しており、設置型

であるため定期的な対応が必要となる。
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指紋：なし 1t 凝視されることがない、ほこりへの対応
と同時で良い

76 床 土埃、泥：あ
り

1t No.29床に同じ

脂汚れ：あり 1t No.45床に同じ
77 天井
78 照明 ほこり：なし 1w No.3照明に同じ

寿命：あり 3m No.3照明に同じ
79 音響装置 ほこり：あり 1w 天井付近に取り付けられるため、視認さ

れにくいが、注意深い顧客の存在を考慮
して定期的な対応は必要と考えられる。

曲の変更：あ
り

1d どのような曲を流すかは店舗の雰囲気を
作り込むために決めておく必要がある。

80 空調 ほこり：あり 1w No.79音響装置に同じ
温度・湿度：あ
り

1d その日の気温や湿度に合わせ、こきゃう
にとって過ごしやすい温度を考える必要
がある。

81 絵 A ほこり：あり 1w No.75竹と鹿脅しの置物に同じ
82 絵 B ほこり：あり 1w No.75竹と鹿脅しの置物に同じ
83 絵 C ほこり：あり 1w No.75竹と鹿脅しの置物に同じ
84 絵 D ほこり：あり 1w No.75竹と鹿脅しの置物に同じ
85 壁
86 仕切り（衝

立）
ほこり：あり 1w No.75竹と鹿脅しの置物に同じ

指紋：なし 1t No.75竹と鹿脅しの置物に同じ
87 クローゼ

ット
ほこり：あり 1w 清潔さを保つために対応が必要だが、ク

ローゼットの背は高く、顧客に視認はさ
れないため、対応頻度は低くなることが
予想される。

指紋：なし 1t No.75竹と鹿脅しの置物に同じ
88 コンセン

ト口
ほこり：あり 1w 低い位置に存在し、顧客の目にもつきや

すい。注視されることは無いにしろ、清
潔さを保つために対応が必要。

指紋：なし 1t ゴムまたはプラスチック性で凸凹があり、
指紋は目立たない。

使われる：あ
り

1t 顧客が使える位置にある。使用許可につ
いては検討する必要がある。
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89 B-3（セル
フサービ
ス）

90 B-2（ 客
席）

91 予備の椅
子

ほこり：なし 1w No.37予備の椅子に同じ

指紋：あり 1t No.37予備の椅子に同じ
92 子供用椅

子
ほこり：なし 1w No,39子供用椅子に同じ

指紋：あり 1t No,39子供用椅子に同じ
93 床 土埃、泥：あ

り
1t No.29床に同じ

脂汚れ：あり 1t No.45床に同じ
94 タイヤ付

棚
ほこり：あり 1w No.54棚（玩具）に同じ

指紋：なし 1t 一日に何度も使用する都合上、こまかな
対応は現実的ではない

積載量：あり 1t 下げた皿の乗せっぱなしなどは衛生面に
も関わるため、対応が必要である。

95 料理 大皿 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

照り焼きチキ
ンと半熟卵の
サラダ

残量：なし 1h

温まる：なし 1h

ドレッシング
皿

脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

取り皿 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

お盆 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要
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特盛ウニの海
鮮賑わいお櫃
ごはん

残量：なし 1h

乾く：あり 1h 衛生面から対応の必要あり
茶碗 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ

が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

しゃもじ大 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

しゃもじ小 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

タレ受け皿 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

薬味 3種（ね
ぎ、あられ、き
ゅうり）

残量：なし 1h

みそ汁 残量：なし 1h

お盆 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

たっぷりウニ
尽くしお櫃ご
はん

残量：なし 1h

乾く：あり 1h 衛生面から対応の必要あり
茶碗 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ

が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

しゃもじ大 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

しゃもじ小 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

タレ受け皿 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要
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薬味 3種（ね
ぎ、あられ、き
ゅうり）

残量：なし 1h

みそ汁 残量：なし 1h

冷める：なし 1h

レモン受皿 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

お盆 脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ
が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

白だしポット 指紋：あり 1t No.58熱茶ポットに同じ
脂汚れ：あり 1d 対応はバックヤードに下げた後で十分だ

が、衛生面から速やかかつ適切な対応が
必要

残量：あり 1t 顧客の利便性に差し障るため、対応可能
にしておく必要がある。

冷める：あり 3h No.58熱茶ポットに同じ
96 カ ウ ン

ター
メインの棚 ほこり：あり 1w 顧客が会計を行う場所であり、会計を行

う間、顧客の目線が動く場所でもある。
店舗のイメージに関わるため、対応する
必要がある。

指紋：なし 1t 木製で指紋は目立たない、テーブルに指
を置くことも少ない、ほこりに対する対
応と同時で問題無い

荷物用の棚 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
指紋：なし 1t No.96カウンターに同じ

97 レ ジ ス
ター

従業員操作部 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：あり 1t No.23メニュー看板 Cに同じ
お釣り増減：
あり

1d No.43ボールペンに同じ

レシート：あ
り

1w No.43ボールペンに同じ

顧客表示画面 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
指紋：あり 1t No.23メニュー看板 Cに同じ

98 お金受け ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
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指紋：なし 1t プラスチック製で指紋が目立たず、業務
の手間になることも考え併せ、対応の必
要性は低い

99 スタンプ
カード情
報

スタンプカー
ド見本

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t 紙製なので指紋は目立たない。
スタンプカー
ド利用店舗リ
スト

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t 紙製なので指紋は目立たない。
100 レシート

入れ
ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.98お金受けに同じ
満タン：あり 1d 定期的に対応する必要がある。

レシート入れ
案内

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.98お金受けに同じ
101 プリペイ

ド読み取
り機

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.98お金受けに同じ
102 クレジッ

ト番号入
力機

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.98お金受けに同じ
103 募金箱 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.98お金受けに同じ
満タン：あり 1w 定期的に対応する必要がある。

104 ペン立て ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
残量：あり 1m No.43ボールペンに同じ

105 はさみ ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
106 ボールペ

ン
ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

残量：あり 1m No.43ボールペンに同じ
107 ホチキス ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

残量：あり 1m No.43ボールペンに同じ
108 セロハン

テープ
ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
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残量：あり 1m No.43ボールペンに同じ
109 他店広告 コロナワール

ドチケット
ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

残量：あり 1m No.43ボールペンに同じ
110 棚 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
111 収納 扉 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

食品衛生検査
シール

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

112 電卓 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
113 椅子 ほこり：あり 1w 顧客が座り、手をかける場所であるため、

対応が必要
指紋：あり 1d 顧客が座り、手をかける場所であるため、

対応が必要
脂汚れ：あり 1t 顧客が座り、手をかける場所であるため、

対応が必要
使われる：あ
り

3h 長期滞在する顧客への対応については検
討が必要

114 テーブル 4人掛け ほこり：あり 1w No.113椅子に同じ
指紋：あり 1d No.113椅子に同じ
脂汚れ：あり 1t No.113椅子に同じ
使われる：あ
り

3h No.113椅子に同じ

115 おすすめ
メニュー
A

ほこり：あり 1w 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要があるが、対応頻度は低いことが
予想される。

指紋：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

脂汚れ：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

116 おすすめ
メニュー
B

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

117 おすすめ
メニュー
C

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
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脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
118 伝票入れ ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
伝票入り：あ
り

1t 顧客に伝票の存在を気付いてもらうため
に、対応が必要である。

119 伝票 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

120 三角箱 「会員特典説
明」「白だし説
明」「お櫃ごは
んの食べ方説
明」

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

121 会員登録
用紙

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

122 醤油 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

123 ソース ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

124 唐辛子 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

125 ベル ボタン、説明
文

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

126 チリ紙 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
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脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
残量：あり 1d No.44カート看板に同じ

チリ紙 使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり
127 箸箱 箸入れ ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
残量：あり 1d No.44カート看板に同じ

湯呑置き ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

メニュー立て ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

128 箸 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

129 爪楊枝 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

130 湯呑 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

131 メニュー メニューカ
バー

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
開かれてい
る：あり

1t メニューを開閉する作業を従業員が行う
か、顧客が行うかについては検討数する
必要あり。

コンテンツ：
あり

1m コンテンツの変更は常連客はもちろんの
こと、新規客にアピールすべき内容でも
あるため、対応の必要がある。

132 棚 ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
指紋：なし 1t No.96カウンターに同じ

133 かご ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
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指紋：なし 1t No.96カウンターに同じ
134 お手拭 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
135 子供用皿

A

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

136 子供用皿
B

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

137 食器立て ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ
指紋：なし 1t No.96カウンターに同じ
残量：あり 1d No.44カート看板に同じ

138 子供用ス
プーン

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

139 子供用フ
ォーク

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

140 トレイ（カ
ップ）

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.96カウンターに同じ
残量：あり 1d No.44カート看板に同じ

141 子供用カ
ップ

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

142 トレイ（湯
呑）

ほこり：あり 1w No.96カウンターに同じ

指紋：なし 1t No.96カウンターに同じ
残量：あり 1d No.44カート看板に同じ

143 湯呑 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

144 水差し ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
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水垢：あり 1d 衛生面に関わるため、対応する必要あり
残量：あり 1d No.44カート看板に同じ

145 お手拭 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

146 子供用皿
A

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

147 子供用皿
B

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

148 子供用ス
プーン

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

149 子供用フ
ォーク

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

150 子供用カ
ップ

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

151 湯呑 ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ
指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
使用済：あり 1t 衛生面に関わるため、対応する必要あり

152 子供用椅
子

ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
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脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
153 予備の椅

子
ほこり：あり 1w No.115おすすめメニュー Aに同じ

指紋：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ
脂汚れ：あり 1t No.115おすすめメニュー Aに同じ

154 熱茶ポッ
ト

ポット ほこり：なし 1w 毎日使用されるものはほこりが積もりに
くい。

指紋：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

脂汚れ：あり 1t 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

茶渋、水垢：あ
り

1d 顧客が手に取って使用するので、対応す
る必要がある。

減る：あり 1h 顧客の利便性に関わるため、対応する必
要あり。

熱茶 冷める：あり 3h ポットの性能にもよるが、熱茶であると
言えるレベルを保てるように、対応する
必要がある。
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付録 C

来店～注文までのサービス提供プロセス

経過時間 顧客 1 顧客 2 従業員
待機 出迎

0時 07分 45秒 モール内 キッチン
0時 07分 45秒 店へ歩く 店へ歩く
0時 07分 52秒 店の前
0時 07分 52秒 ショーウィンド

ウへ歩く
ショーウィンド
ウへ歩く

0時 07分 58秒 ショーウィンド
ウを見る

ショーウィンド
ウを見る

0時 08分 03秒 店内へ歩く 店内へ歩く
0時 08分 05秒 来店を察知する
0時 08分 05秒 出入口 出入口へ向かう
0時 08分 09秒 出入口
0時 08分 09秒 顧客を出迎える
0時 08分 10秒 人数を伝える 人数を伝える 人数を尋ねる
0時 08分 12秒
0時 08分 13秒 店員に付いてい

く
店員に付いてい
く

顧客を案内する

0時 08分 13秒 通路（キッチン付
近）

通路（キッチン付
近）

0時 08分 14秒 熱茶ポットを取
る

0時 08分 15秒 人数を周囲に知
らせる

0時 08分 24秒 座席を提案する
0時 08分 24秒 客席 客席
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0時 08分 30秒 荷物を席に置く 荷物を席に置く
0時 08分 31秒 席に座る 席に座る
0時 08分 32秒 お茶ポットを置

く
0時 08分 33秒
0時 08分 34秒 説明を聞く 説明を聞く ベルを説明する
0時 08分 41秒 ポットを説明す

る
0時 08分 46秒 セルフサービス

を説明する
0時 08分 50秒 本日のランチを

説明する
0時 08分 54秒
0時 08分 55秒 お辞儀して下が

る
0時 08分 55秒 通路（キッチン付

近）
選択

0時 09分 00秒 上着を脱ぐ 上着を脱ぐ
0時 09分 01秒 湯呑を取る
0時 09分 05秒 上着を椅子に置

く
0時 09分 10秒 上着を椅子に置

く
0時 09分 17秒 湯呑に熱茶を注

ぐ
0時 09分 20秒 湯呑を受け取る 湯呑に熱茶を注

ぐ
0時 09分 23秒 メニューを取る
0時 09分 27秒 メニューをテー

ブルに置く
0時 09分 33秒 メニューを開く メニューを開く
0時 09分 45秒 メニューを指さ

す
0時 09分 56秒 ページをめくる
0時 10分 10秒 ページをめくる
0時 10分 13秒 メニューを指さ

す
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0時 10分 16秒 メニューを指さ
す

0時 10分 25秒 メニューを指さ
す

メニューを指さ
す

0時 10分 27秒 ページをめくる
0時 10分 28秒 メニューを指さ

す
0時 10分 30秒 メニューを指さ

す
0時 10分 31秒 おひつごはんを

見比べる
0時 10分 46秒 メニューを指さ

す
0時 10分 59秒 ページをめくる
0時 11分 04秒 ページをめくる
0時 11分 09秒 メニューを指さ

す
0時 11分 11秒 メニューを指さ

す
0時 11分 15秒 ページをめくる
0時 11分 17秒 ページをめくる
0時 11分 22秒 ページをめくる
0時 11分 27秒 ページをめくる
0時 11分 34秒 ページをめくる
0時 11分 38秒 日替わりランチ

を見る
0時 11分 54秒 牡蠣料理を見る
0時 12分 00秒 日替わりランチ

を見る
0時 12分 18秒 ページをめくる
0時 12分 20秒 メニューを指さ

す
0時 12分 41秒 座席を立つ
0時 12分 41秒 セルフサービス

棚
0時 12分 44秒 おしぼりを取る
0時 12分 46秒 三角箱を取る
0時 12分 46秒 客席
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0時 12分 48秒 おしぼりをテー
ブルに置く

0時 12分 49秒 三角箱（食べ方説
明）を指さす

0時 12分 50秒 座席に座る
0時 12分 53秒 ページをめくる
0時 12分 54秒 メニューを指さ

す
0時 12分 58秒 メニューを指さ

す
注文

0時 13分 09秒
0時 13分 10秒 お茶を飲む
0時 13分 12秒 ベルを押す
0時 13分 14秒 呼び出しを察知

する
0時 13分 15秒 座席へ歩く
0時 13分 17秒 ページをめくる
0時 13分 17秒 客席
0時 13分 19秒 注文する 注文を聞く
0時 13分 28秒 注文を復唱する
0時 13分 29秒 ページをめくる 注文を記録する
0時 13分 33秒 注文する 注文を聞く
0時 13分 36秒 注文を復唱する
0時 13分 38秒 注文を記録する
0時 13分 39秒 料理の量を尋ね

る
0時 13分 41秒 注文する 料理の量を聞く
0時 13分 43秒 注文を記録する
0時 13分 49秒 ページをめくる 注文を聞く
0時 13分 50秒 料理の味を尋ね

る
0時 13分 52秒 メニューを指さ

す
0時 13分 55秒 メニューを指さ

す
メニューを指さ
す

0時 13分 58秒 料理の味を応え
る

料理の味を聞く
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0時 13分 59秒 注文を復唱する
0時 14分 00秒 注文を記録する
0時 14分 01秒 メニューを閉じ

る
0時 14分 03秒 全ての注文を確

認する
0時 14分 11秒 メニューを片づ

ける
0時 14分 20秒 うなずく うなずく
0時 14分 21秒 お辞儀して下が

る


